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１ 火災 

火災の現状

出火件数 
 
 平成１８年の県内の火災件数（爆発を含む。以

下全て爆発を含む数値。）は２６４件で、前年に

比べて６件（＋２．２ポイント）減少した。平成８年

の火災件数３６５件と比べると約１００件の減少

であり、ここ４年は２６０件程度で推移している。 
 火災種別でみると建物火災１８９件（前年１６７

件、前年比較増減＋２２件（＋１３．２ポイント） 

以下同じ）、林野火災９件（１２件、△３件（△２５．

０ポイント））、車両火災２９件（２８件、＋１件（＋

３．６ポイント））、船舶火災１件（１件、増減なし）、

その他火災３６件（６２件、△２６件（△４１．９ポ

イント））である。 

■火災種類別発生状況 単位（件）

合計 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他
平成14年 320 176 23 37 1 0 83
平成15年 264 160 12 29 0 0 63
平成16年 260 148 18 23 0 0 71
平成17年 270 167 12 28 1 0 62
平成18年 264 189 9 29 1 0 36

出火件数
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死者・負傷者数 
 
 平成１８年の死者は１３名（火災に起因する原

因により４８時間を経過して３０日以内に死亡し

た者（統計上は負傷者として扱う。）を含むと１６

名）、負傷者は５８名で、前年に比べて死者は６

名減となったものの、負傷者は１９名増となって

いる。 
 死者の１３名のうち、逃げ遅れによるものは５

名で、３８．４％を占める。また、男女別では、男

性７名、女性６名とほぼ同数であり、６５歳以上

の高齢者は６名であった。 
 負傷者については、重症者が７名（うち３名は

３０日以内に死亡）、中症者が１３名、軽症者が

３８名であった。 
■死者・負傷者数の推移      単位（人） 

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年
19 20 7 19 13
9 5 4 8 2
8 7 2 11 6

48 42 34 39 58
2,232 2,254 1,993 2,197 2,067死者(全国）

うち幼児・高齢者
うち放火自殺者（巻添等含む）

死者

負傷者
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損害額 
 
 平成１８年の損害額は７７２，５７２千円で前年

と比べて１４７，０９５千円（２３．５ポイント）増加

した。7 億円を超えたのは平成６年以来のことで

ある。 
 損害額の９８．４％を建物火災が占めている。 
 １千万円以上の損害額が発生した火災は、２４

件で全火災件数２６４件の９．１％であった。また

損害額は、損害額全体の６７．９％であった。 
 なお、損害額が年間最大となった火災は、１１

月に三朝町で発生した建物火災で７４，４０８千

円であった。 
 また、火災の１件あたりの損害額を段階別に

みた出火件数は１０万円未満の火災が４９．２％

となっている。 
 
■損害額の推移 

件数（千円）
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

436,913 565,119 455,045 625,477 772,572

287,326 399,635 291,575 423,105 524,861

174,005 145,393 134,915 157,576 114,229

損害額
１件あたり１千万円以上
の火災による損害額

損害額（全国）
（単位：百万円）  

 
■損害額別出火件数割合  （単位：万円） 
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出火原因 
 
 平成１８年の出火原因は、こんろによるものが

３１件で最も多く、次いで放火（疑い含む・２２件）、

たばこ（１９件）の順となっている。 
 大きな変動としては、こんろが８件増加し、放

火（疑い含む）が１６件、たき火が１０件それぞれ

減少した。 
 放火（疑い含む）は昨年より件数は減少したも

のの、近年、常に出火原因の上位を占めており、

放火を防ぐ地域づくり等が求められている。 
 
■近年の出火原因上位の推移 

1位 たき火 47件 放火（疑い含む） 38件 こんろ 31件
2位 放火（疑い含む） 39件 たき火 28件 放火（疑い含む） 22件
3位 こんろ 26件 こんろ 23件 たばこ 19件
4位 たばこ 17件 ストーブ 17件 たき火 18件
5位 火入れ 9件 たばこ 16件 ストーブ 15件

平成１７年 平成１８年平成１６年
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火災種別の火災の状況 
建物火災 
 平成１８年の建物火災発生件数は１８９件であ

り、前年と比較して２２件増加した。建物火災の

割合は、７１．６％と全国平均の５９．１％と比較

してもかなり高い割合である。 
 建物火災の出火原因の上位は、こんろ（３１

件）、放火（疑い含む・１６件）、たばこ（１５件）、

ストーブ（１５件）であった。 
 

建物火災の件数及び損害額の推移 
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

176 160 148 167 189
417,159 552,466 440,153 606,524 760,202損害額（千円）

件数

 
 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200

損害額（千円） 件数  
月別建物火災発生状況 

0

5

10

15

20

25

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

（件）

 
建物火災の出火原因別分類 

0 5 10 15 20 25 30 35

たばこ
こんろ
かまど

風呂かま
炉

焼却炉
ストーブ
こたつ

ボイラー
煙突・煙
排気管

電気機器
電気装置
電灯・電

内燃機関
配線器具

火遊び
マッチ・
たき火

溶接機・
灯火

衝突の火
取灰

火入れ
放火

放火の疑
その他

（件）  

 

 
林野火災 
 平成１８年の林野火災発生件数は９件であり、

前年と比較して３件減少した。 
 損害額も３１９千円と前年より２９９千円減少し

た。近年は、消防局と消防防災航空隊の連携が

強化されていることもあり、林野火災による損害

額は１００万円以下に抑えられている。 
 主な出火原因はたき火（３件）、火入れ（２件）

であった。 
 

林野火災の件数及び損害額の推移 
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

23 12 18 12 9
1,682 156 678 618 319

件数
損害額（千円）  
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林野火災の出火原因別分類 
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放火の疑い

火入れ

たき火
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（件） 
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車両火災 
 平成１８年の車両火災発生件数は２９件であり、

前年と比較して１件増加した。ここ数年は３０件

前後で推移している。また、損害額は９，９８５千

円で、前年と比較して６，２５８千円減少した。 
 

車両火災の件数及び損害額の推移 
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

37 29 23 28 29
12,962 5,428 8,244 16,243 9,985

件数
損害額（千円）  
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月別車両火災発生状況 
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車両火災の出火原因別分類 
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その他火災 
 平成１８年のその他火災の発生件数は３６件

であり、前年と比較して２６件減少した。 
 月別で見ると３月と８月に集中しており、その

他火災は、その大部分が枯草火災である。 
 出火原因はたき火（１１件）、火入れ（６件）が

多い。 
 

その他火災の件数及び損害額の推移 
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

83 63 71 62 36
1,879 6,807 5,744 1,892 1,664
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その他火災の出火原因別分類 
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過去の火災発生状況の推移 
 鳥取県の火災件数は、近年減少傾向にある。 
  昭和５３年に４３９件と最悪を記録した火災件

数はその後減少し、平成３年及び平成４年には

２２５件まで減少した。 
 平成６年以降、火災件数が急激に増加してい

るが、これは平成６年に火災報告取扱要領が改

正され、火災件数の計上方法が見直しされたこ

とが影響していると考えられる。その他火災（枯

草火災等）の件数についてはその影響が特に大

きい。 
 建物火災は昭和５０年代以降減少傾向にあっ

たが、ここ数年増加傾向にあり、年間２００件に

迫っている。林野火災も昭和５０年代以降減少

傾向にあり、近年は年間２０件に満たない。逆に

車両火災は増加傾向にあり、全体に占める割合

も１０％前後にまで高まっている。 
 死者数は年によって増減があるが、全体として

はゆるやかな増加傾向にある。近年は、１０名

～１５名程度で推移してきたが、平成１５年に２０ 

名、平成１４年及び平成１７年にそれぞれ１９名

と多い年が出てきた。 
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火災予防

防火対象物数 
県内の防火対象物数は２０，４８３件（平成１９年３月３１

日現在）である。 

 県内の防火対象物として大きな割合を占めるのは、寄宿

舎・共同住宅、工場・作業場、事務所、倉庫などである。 

 また、平成１４年度と比較して、増加率が大きいのは、老

人福祉施設・保育園（＋２０ポイント）、寄宿舎・共同住宅

（＋１１ポイント）である。 

 市町村別にみると、市部の合計が７５．７％となっており、

防火対象物が偏在している状況がうかがえる。 

＜防火対象物の推移＞ 

（件）

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 増減数 増減率

20,641 20,167 20,249 20,127 20,483 △ 158 △0.8%

５年間の増減
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※平成１４年度から平成１５年度にかけて大きく減少してい

るのは、防火対象物の見直しが行われ、対象外となったも

のを除いたためであり、実際は増加している。

防火管理 
 平成１８年度の県内の防火管理実施義務対象物（消防

法８条対象物）は５，２１６件である（平成１９年３月３１日現

在）。（「１－１９ 防火管理実施状況」参照。下記同様。） 

 そのうち、防火管理者が選任されている防火対象物が３，

７７０件であり、防火管理者の選任率は７２．３％（対前年

＋２．８ポイント）であった。 

 また、消防計画の作成率は５８．１％（同＋４．７ポイント）

であった。 

 過去５年間の防火管理者選任済率、消防計画作成済率

を見ると、それぞれ６６．２～７２．３％、５０．１～５８．１％で

推移している。 

 防火対象物の区分ごとでみると、キャバレー等、飲食店と

いった特定防火対象物（避難経路を熟知していない不特定

多数の人が出入りする建物）や寄宿舎・共同住宅において

防火管理者の選任等が行われていないものが多い。 

 
＜防火管理者専任率・消防計画作成率の推移＞ 

平成
１４年
度

平成
１５年
度

平成
１６年
度

平成
１７年
度

平成
１８年
度

防火管理実施義務対象物数 5,689 5,429 5,424 5,374 5,216

防火管理者選任率 66.2% 70.8% 67.5% 69.5% 72.3%

消防計画作成率 50.1% 54.7% 54.0% 53.4% 58.1%  

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

平成
１４年度

平成
１５年度

平成
１６年度

平成
１７年度

平成
１８年度

防火管理者選任率 消防計画作成率
 

8



 
消防用設備 
 消防用設備の設置状況については、概ねどの消防用設

備についても８０％以上の設置率になっている。（「１－２１ 

消防用設備等設置状況」参照。次段落同様。） 

 しかし、設置が必要な防火対象物の多い屋内消火栓設

備、自動火災報知設備については、他の消防用設備と比

較すると設置率が低い状況にある。 

 過去５年間の推移を見ると、わずかに設置率は上昇して

いるものの、ほぼ横ばいであり、違反状況の改善がなかな

か進んでいない。（「１－２０ 「消防用設備等設置状況年

別推移」参照） 

 平成１８年度の消防用設備の点検報告率は３０．０％で

あり、１，０００㎡未満、１，０００㎡以上に分けるとそれぞれ

２２．４％、５８．５％となっている。これは大規模な建物につ

いては消防機関が立入検査を行うなどして重点的に指導

を行っていることにより生じた差と思われる。 

 過去５年間の状況を見ると、わずかに上昇しているもの

の、点検報告率は依然低い状態である。 

 区分別では、キャバレー等、寄宿舎・共同住宅、複合用

途の防火対象物は点検率が低い状況にある。（ 「１－２３

消防用設備点検報告状況」参照） 

 
＜消防用設備の点検報告率の推移＞ 
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立入検査 
 平成１８年度の防火対象物への立入検査件数は２，７９５

件であった。過去５年間の推移を見ると、立入検査の件数

は増加傾向にあるが、検査割合は全防火対象物数の１

３％余りと依然低い水準にある。 

 立入検査を行った防火対象物を区分ごとにみると、劇場・

映画館、旅館・ホテル等、文化財は実施率が比較的高いも

のの、その他の対象物は予防要員の関係もあり、検査を

十分に行うことができていない状況にある。（「１－２５ 立

入検査状況」参照） 

 
＜立入検査実施状況＞ 
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１－１　月別火災発生件数

合計 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他 合計 全焼 半焼 部分焼 ぼや 合計 全損 半損 小損

1月 23 21 0 1 0 0 1 43 12 3 20 8 30 11 1 18

2月 26 22 0 4 0 0 0 28 9 3 9 7 18 7 1 10

3月 26 14 1 3 0 0 8 24 7 3 6 8 15 5 1 9

4月 29 20 2 2 0 0 5 28 9 2 8 9 20 5 3 12

5月 24 17 2 3 0 0 2 25 5 4 7 9 17 3 3 11

6月 20 14 1 4 0 0 1 19 4 1 8 6 20 6 3 11

7月 13 9 0 2 0 0 2 11 4 0 4 3 4 1 0 3

8月 31 15 2 5 1 0 8 20 5 2 9 4 7 3 0 4

9月 16 11 1 1 3 23 7 4 8 4 11 5 0 6

10月 22 17 3 2 21 2 3 10 6 7 1 2 4

11月 17 14 3 19 3 3 2 11 11 2 1 8

12月 17 15 1 1 17 3 3 6 5 14 4 5 5

合計 264 189 9 29 1 0 36 278 70 31 97 80 174 53 20 101

出 火 件 数 焼 損 棟 数 り 災 世 帯 数
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死者 負傷者 合計額 建物
う　ち
建物

う　ち
収容物

林野 車両 船舶 航空機 その他 爆発
建 　物
床面積
（㎡）

建　 物
表面積
（㎡）

林野（a）

75 2 5 92,054 89,877 77,430 12,447 2,017 160 2,626 53 0

60 2 9 80,093 78,207 62,547 15,660 1,603 2 281 1,675 29 0

52 2 4 89,920 89,437 66,866 22,571 4 303 176 1,323 14 3

79 1 11 111,207 110,869 79,681 31,188 270 68 2,959 2 6

51 1 2 75,555 75,078 69,489 5,589 286 187 4 915 37 20

56 0 2 37,607 36,371 17,396 18,975 1,236 687 17 2

11 1 2 9,316 8,782 6,839 1,943 534 329 185 0

14 1 5 43,979 40,954 10,060 30,894 29 2,862 105 29 740 46 27

39 1 4 45,731 45,122 40,264 4,858 141 452 16 855 26 10

19 0 3 16,705 16,018 11,301 4,717 636 51 402 26 0

33 1 3 101,016 100,989 78,523 22,466 27 994 15

47 1 8 69,389 68,498 61,032 7,466 196 695 894 14

536 13 58 772,572 760,202 581,428 178,774 319 9,985 105 0 1664 297 14,399 464 68

死傷者数 損 害 額 焼 損 面 積

り災
人員
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１－２　市町村別火災発生状況

鳥取市 80 50 4 10 16 71 21 9 19 22 51 18 6 27 146

米子市 59 50 4 5 73 11 7 33 22 35 8 6 21 124

倉吉市 21 18 2 1 25 10 1 5 9 17 8 1 8 52

境港市 23 18 1 4 37 8 3 13 13 31 6 2 23 84

岩美町 4 1 2 1 0 1 1 1

若桜町 3 3 4 2 2 3 1 2 12

智頭町 5 2 1 2 2 1 1 2 2 15

八頭町 10 7 1 2 9 3 2 3 1 5 3 1 1 17

三朝町 4 3 1 4 1 1 2 2 2 2

湯梨浜町 10 5 2 1 2 7 1 1 2 3 5 1 1 3 23

琴浦町 7 7 11 4 2 5 6 2 2 2 22

北栄町 8 7 1 8 3 4 1 4 2 2 8

日吉津村 2 1 1 0 0

大山町 11 6 3 2 8 3 2 3 3 1 2 12

南部町 3 2 1 6 2 1 3 3 1 1 1 6

伯耆町 4 2 1 1 2 1 1 1 1 2

日南町 9 8 1 11 4 1 4 2 5 2 3 10

日野町 1 1 0 0

江府町 0 0 0

東部 102 63 5 15 0 0 19 86 24 13 25 24 62 22 7 33 191

中部 50 40 3 3 1 0 3 55 18 5 17 15 34 13 4 17 107

西部 112 86 1 11 0 0 14 137 28 13 55 41 78 18 9 51 238

合計 264 189 9 29 1 0 36 278 70 31 97 80 174 53 20 101 536

出 火 件 数 焼 損 棟 数 り 災 世 帯 数

り災
人員

その他 合計 全焼 半焼 部分焼 ぼや合計 建物 林野 車両 船舶 航空機 合計 全損 半損 小損
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うち建物
うち
収容物

2 20 170,097 167,193 98,241 68,952 2,742 162 3,517 69 24

3 8 147,769 145,215 113,879 31,336 2,151 403 2,174 61

1 7 121,604 121,211 100,677 20,534 286 6 101 1,974 8 24

2 84,579 84,339 58,167 26,172 230 10 2,286 30

1 666 0 385 281

1 1,780 1,780 1,577 203 133 3

2 199 46 46 4 149 6 3

1 9,381 7,687 7,184 503 1,658 20 16 441 17

74,823 74,453 58,594 15,859 370 414 16

1 8 15,522 15,004 13,955 1,049 139 105 274 285 180

2 74,703 74,703 71,316 3,387 1,637 29

1 15,773 15,744 14,249 1,495 29 277 6 17

50 0 50

2 3 32,346 31,382 27,831 3,551 270 694 366 9

2 3,034 2,129 1,019 1,110 905 146 11

1 1,193 1,193 921 272 22

3 18,123 18,123 13,772 4,351 727 19

930 0 930

0 0

3 24 182,123 176,706 107,048 69,658 4 4,934 0 0 182 297 4,091 95 27

5 15 302,425 301,115 258,791 42,324 315 515 105 0 375 0 4,587 239 41

5 19 288,024 282,381 215,589 66,792 0 4,536 0 0 1,107 0 5,721 130 0

13 58 772,572 760,202 581,428 178,774 319 9,985 105 0 1,664 297 14,399 464 68

死傷者数 損害額 焼損面積

死者 負傷者 合計 建物 林野 車両 船舶 航空機 林野（a）その他 爆発
建物

床面積
（㎡）

建物
表面積
（㎡）
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１－３　月別・市町村別火災発生状況

損害額 損害額 損害額 損害額 損害額 損害額
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

鳥取市 6 8,712 4 1,569 10 54,976 8 11,493 6 925 6 11,134

米子市 7 15,524 7 8,956 5 134 8 30,892 5 17,094 4 24,339

倉吉市 2 28,695 3 37,366 3 6,923 1 1 292 3 1,085

境港市 3 32,293 2 42 1 150 4 36,591 3 6,068 2 21

岩美町 1 342 1 281 1

若桜町 1 26 1 113

智頭町 1 24 1 4 2 125

八頭町 3 5,270

三朝町 1 370 1 43 1 2

湯梨浜町 1 4,822 1 4 1 8,720

琴浦町 2 3,445 1 10,123 2 23,391 2 37,744

北栄町 1 1,167 1 12,975

日吉津村 1 1 50

大山町 1 4 1 26,406 1 70 2 35 1 1

南部町 1 900

伯耆町 1 1 272

日南町 1 3,017 1 11,266 1 3 150

日野町 0 0 0 0 0 0

江府町 0 0 0 0 0 0

東部 8 9,080 9 7,144 12 55,093 9 11,493 6 925 8 11,259

中部 4 32,140 6 52,681 6 8,137 4 32,111 4 51,011 4 1,087

西部 11 50,834 11 20,268 8 26,690 16 67,603 14 23,619 8 25,261

合計 23 92,054 26 80,093 26 89,920 29 111,207 24 75,555 20 37,607

1月 2月 3月 4月 5月 6月

件数 件数 件数 件数 件数 件数
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損害額 損害額 損害額 損害額 損害額 損害額 損害額
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

3 532 13 38,456 6 4,140 6 13,105 7 1,200 5 23,855 80 170,097

3 117 2 72 3 36,957 8 1,891 3 2,342 4 9,451 59 147,769

1 82 4 23,046 3 24,115 21 121,604

1 48 2 20 1 1 34 2 20 1 9,292 23 84,579

1 43 4 666

1 1,641 3 1,780

1 46 5 199

3 1,668 3 2,443 1 10 9,381

1 74,408 4 74,823

1 1,052 3 244 1 270 1 115 1 295 10 15,522

7 74,703

4 135 1 1,000 1 496 8 15,773

2 50

2 4,260 1 135 1 741 1 694 11 32,346

1 1,855 1 279 3 3,034

1 1 921 4 1,193

1 1,370 1 2,319 1 1 9 18,123

0 1 930 0 0 0 0 1 930

0 0 0 0 0 0 0

3 532 16 40,124 9 6,583 8 13,148 7 1,200 7 25,542 102 182,123

2 1,134 7 379 2 1,270 2 611 5 97,454 4 24,410 50 302,425

8 7,650 8 3,476 5 37,878 12 2,946 5 2,362 6 19,437 112 288,024

13 9,316 31 43,979 16 45,731 22 16,705 17 101,016 17 69,389 264 772,572

7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

件数 件数 件数件数 件数 件数 件数
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１－４　出火原因別損害状況

件
数

損害額
件
数

損害額
件
数

損害額
件
数

損害額
件
数

損害額
件
数

損害額
件
数

損害額
建物
（㎡）

林野
(a)

た ば こ 19 64,281 15 64,238 1 1 43 2 706 2 16

こ ん ろ 31 32,986 31 32,986 1,068 26

か ま ど 1 268 1 268 15 1

風呂かまど 6 39,895 6 39,895 567 14

炉 1 921 1 921 22

焼 却 炉 5 102 3 102 2 1

ス ト ー ブ 15 43,463 15 43,463 1,049 23

こ た つ 0 0

ボ イ ラ ー 1 16 1 16

煙突・煙道 3 23,150 3 23,150 1,007 2

排 気 管 4 2,698 4 2,698

電 気 機 器 5 6,354 4 6,164 1 190 24 2

電 気 装 置 3 1,797 3 1,797 27

電灯・電話
等 の 配 線

10 65,619 8 65,606 2 13 801 18

内 燃 機 関 1 70 1 70

配 線 器 具 6 76,232 4 76,213 1 18 1 1 971 6

火 遊 び 8 13,206 8 13,206 537 2

マ ッ チ ・
ラ イ タ ー

7 22,606 6 22,605 1 1 400 5

た き 火 18 4,361 3 3,949 3 1 141 11 271 291 16 2

溶 接 機 ・
切 断 機

4 351 4 351 12

灯 火 2 10,111 2 10,111 276 2

衝突の火花 1 473 1 473

取 灰 2 6,551 2 6,551 141 1

火 入 れ 8 37 2 33 6 4 20

放 火 11 6,753 8 6,526 2 225 1 2 75 4

放火の疑い 11 8,636 8 8,133 1 292 1 210 1 1 289 18 3

そ の 他 35 88,357 24 87,630 7 727 4 1,750 17

不 明 ・
調 査 中

46 253,278 29 249,163 2 8 3,223 1 105 6 787 4,370 12 30

合 計 264 772,572 189 763,044 9 325 29 8,019 1 105 0 0 36 1,079 14,399 68 174

り災
世帯

計 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他 焼損面積
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1-5  出火原因別損害状況の推移

件数 損害額 件数 損害額 件数 損害額 件数 損害額 件数 損害額

た ば こ 20 30,853 21 25,267 17 9,213 16 27,285 19 64,281

こ ん ろ 30 13,745 27 19,974 26 6,869 23 37,489 31 32,986

か ま ど 1 6,131 1 65 1 1,084 1 268

風呂かまど 8 21,027 2 776 5 18,632 2 3,082 6 39,895

炉 1 3,914 1 921

焼 却 炉 9 3,068 1 3 512 2 220 5 102

ス ト ー ブ 12 48,608 15 58,126 8 27,861 17 46,322 15 43,463

こ た つ 3 20,667 1 6,449 1 118 0 0

ボ イ ラ ー 1 25 2 33 1 19 1 16

煙突・煙道 1 260 1 374 1 444 3 20,544 3 23,150

排 気 管 5 585 2 205 5 633 6 4,878 4 2,698

電 気 機 器 1 1 7 614 2 38 4 28,139 5 6,354

電 気 装 置 2 14 1 220 3 1,010 2 1,107 3 1,797

電灯・電話
等 の 配 線

10 10,321 11 32,539 7 55,333 12 14,729 10 65,619

内 燃 機 関 3 1,210 3 188 3 277 1 70

配 線 器 具 7 11,414 5 9,671 5 5,045 8 22,233 6 76,232

火 あ そ び 7 2,078 4 42 4 14,342 3 11,583 8 13,206

マ ッ チ ・
ラ イ タ ー

6 86 8 17,889 3 13,004 5 410 7 22,606

た き 火 36 4,998 32 13,923 47 5,828 28 469 18 4,361

溶 接 機 ・
切 断 機

3 20 5 122 4 59,781 2 4 351

灯 火 2 2,953 1 12,753 4 4,739 3 32,583 2 10,111

衝突の火花 3 3,806 3 406 1 30 1 204 1 473

取 灰 4 12,289 1 4 17,292 1 1 2 6,551

火 入 れ 13 105 12 3,273 9 39 1 8 37

放 火 23 6,682 17 7,688 17 27,673 12 12,644 11 6,753

放火の疑い 14 325 9 15,702 22 16,419 26 39,858 11 8,636

そ の 他 42 43,290 34 34,213 34 45,872 30 67,383 35 88,357

不明・調査
中

54 188,463 42 304,803 23 124,097 58 252,934 46 253,278

合 計 320 436,913 264 565,119 260 455,045 270 625,477 264 772,572

平成17年 平成18年平成14年 平成15年 平成16年
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１－６　時間帯別火災状況

合計
件数

構成比
（％）

建物 林野 車両 船舶 航空機 その他
うち損害
額1,000万
円以上火

損害額
構成比
（％）

建物焼損
床面積（㎡）

林野焼損
面積

0時～1時 7 2.7% 6 1 3,782 0.5% 43

１～２ 3 1.1% 2 1 7,894 1.0% 369 18

２～３ 13 4.9% 13 3 69,511 9.0% 1,170

３～４ 7 2.7% 7 2 31,935 4.1% 538

４～５ 9 3.4% 8 1 3 60,549 7.8% 1,838

５～６ 4 1.5% 3 1 1 22,682 2.9% 229

６～７ 4 1.5% 4 1 13,091 1.7% 141

７～８ 3 1.1% 3 7,704 1.0% 25

８～９ 14 5.3% 8 1 2 3 1 43,527 5.6% 577

９～１０ 8 3.0% 7 1 8,578 1.1% 104

１０～１１ 15 5.7% 8 1 4 2 5,262 0.7% 240 10

１１～１２ 20 7.6% 14 3 3 1 31,816 4.1% 667

１２～１３ 20 7.6% 11 4 1 4 15,938 2.1% 697 32

１３～１４ 12 4.5% 7 4 1 1 23,721 3.1% 298

１４～１５ 22 8.3% 13 1 1 7 2 68,115 8.8% 1,507 6

１５～１６ 11 4.2% 6 2 3 2 56,301 7.3% 738

１６～１７ 15 5.7% 12 1 1 1 12,104 1.6% 328 2

１７～１８ 9 3.4% 6 1 2 2 52,589 6.8% 1,555

１８～１９ 12 4.5% 7 1 4 8,810 1.1% 256

１９～２０ 17 6.4% 14 1 2 2 58,713 7.6% 1,005

２０～２１ 9 3.4% 6 3 1 34,305 4.4% 619

２１～２２ 12 4.5% 11 1 1 92,385 12.0% 798

２２～２３ 6 2.3% 4 2 1 33,670 4.4% 320

２３～２４ 9 3.4% 8 1 9,483 1.2% 337

不明 3 1.1% 1 1 1 107 0.0%

合計 264 100.0% 189 9 29 1 0 36 24 772,572 100.0% 14,399 68
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合計
件数

建物

林野

車両

船舶

航空機

その他
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１－７　全火災の損害額段階別出火件数

100未満　　 130 76 8 12 34
500未満　　 41 25 1 13 1 1

1,000未満　　 15 12 2 1
5,000未満　　 34 32 2

10,000未満　　 20 20
20,000未満　　 14 14
30,000未満　　 5 5
50,000未満　　 4 4
50,000以上　　 1 1
合計 264 189 9 29 1 36

１－８　初期消火器具使用状況

出火件数 損害額（千円） 出火件数 損害額（千円） 出火件数 損害額（千円）

98 489,372 98 489,372

11 8,990 5 991 6 7,999

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

1 6 1 6

0 0

39 55,832 25 2,325 14 53,507

0 0

1 9 1 9

1 112 1 112

0 0

0 0

0 0

1 1,132 1 1,132

0 0

0 0

55 128,836 30 3,261 25 125,575

9 32,808 4 336 5 32,472

4 113 1 3 113

44 55,362 21 8,115 23 47,247

264 772,572 88 15,149 176 757,423

損害額（千円）
計 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他

合 計
火災鎮圧に効果が

なかったもの
区 分

初期消火なし

火災鎮圧に主として
効果があったもの

水バケツ

水槽

乾燥砂

膨張ひる石又は膨張真珠岩

水消火器

酸アルカリ消火器

強化液消火器

泡消火器

二酸化炭素消火器

合　　　　　計

その他

もみ消した

寝具、衣類等をかけた

水道、浴槽、汲み置き等の水をかけた

粉末消火器

ハロゲン化物消火器

屋内消火栓設備

粉末消火設備

屋外消化栓設備

動力消防ポンプ設備

スプリンクラー設備

水噴霧消火設備

二酸化炭素消火設備

ハロゲン化物消火設備
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１－９　覚知方法別火災発生状況

出火件数 損害額(千円)

火災報知器

火災報知専用番号

うち固定電話 132 483,709

うち携帯電話 88 277,888

加入電話

うち固定電話 6 5,833

うち携帯電話

警察電話 3 3,133

駆け付け通報 1 3

事後通知 34 2,006

その他

合計 264 772,572

１－１０　天気別火災発生状況

出火件数 損害額(千円) 件数割合

4 31,568 1%

102 144,223 38%

129 523,057 48%

3 204

20 69,831 7%

0%

4 3,620 1%

1 35 0%

1 34 0%

264 772,572 98%

晴れ

曇り

その他

合計

区分

霧雨

雨

豪雨

雪

みぞれ

区分

快晴
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１－１１　火災による死者の発生状況

用途 構造及び階数
延面積
(㎡）

出火階及び
出火箇所

最寄の消防
機関からの距
離（100ｍ）

焼損程度
焼損床
面積(㎡）

1.29
4:40

倉吉市 建物 ストーブ 店舗 木造2階建 286 2階居室 6 全焼 286

1.30
0:48

琴浦町 建物 放火 住宅 木造2階建 96 2階ベランダ 45 半焼 42

2.7
21:30

琴浦町 建物
不明・
調査中

住宅 木造2階建 171 １階居室 100 全焼 171

2:20
2:05

八頭町 建物 ストーブ 住宅 木造1階建 240 １階居室 33 半焼 43

3.23
7:15

米子市 建物 ストーブ 住宅 木造2階建 330 １階居室 40 部分焼

4.2
3:50

米子市 建物
不明・
調査中

住宅 木造2階建 179 １階居室 25 全焼 179

5.9
15:15

米子市 その他 たき火 田畑 58

7.27
22:05

米子市 建物
マッチ・
ライター

複合 準耐火 563 1階車庫 18 ぼや

7.31
不明

米子市 その他 火入れ 田畑 42

8.17
14:30

湯梨浜町 車両 放火 運転席 30

9.28
22:50

北栄町 建物 こんろ 住宅 準耐火 91 １階居室 65 全焼 83

11.7
14:00

鳥取市 建物 こんろ 住宅 木造2階建 235 1階食事室 38 ぼや

12.7
18:15

鳥取市 建物 灯火 住宅 木造2階建 160 1階居室 13 全焼 160

12.8
23:20

鳥取市 建物
不明・
調査中

住宅 木造2階建 73 1階居室 45 半焼 20

出火
日時

出火場所 火災種別 出火原因

死 者 の 発 生 し た 建 物 等

3.12
4:50

大山町
不明・
調査中

建物 42 全焼 204住宅 木造2階建 204 １階居室
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災害弱者の
該当

女 35
11歳-20歳　2名
65歳-　　　　1名

2階居室 2階居室 不 明 ・ 調 査 中
一 酸 化 炭 素
中 毒 ・ 窒 息

本人

女 64 2階ベランダ 2階居室 自 殺 自 殺 本人

男 56 １階居室 １階浴室
逃 げ 遅 れ
（ 道 間 違 い ）

一 酸 化 炭 素
中 毒 ・ 窒 息

本人

女 74 身体不自由者 １階居室 1階居室
逃 げ 遅 れ
（ 身 体 不 自 由 ）

火 傷 本人

女 56 65歳-　　　　1名 １階居室 1階居室 不 明 ・ 調 査 中 不 明 不明

女 81 51歳-60歳　1名 １階居室 1階玄関 不 明 ・ 調 査 中 不 明 不明

男 72 身体不自由者
41歳-50歳　1名
65歳-　　　　1名

１階居室 1階居室 そ の 他 火 傷 本人

男 50 １階居室 1階玄関
逃 げ 遅 れ
（ そ の 他 ）

火 傷 不明

男 73 田畑 田畑 着 衣 着 火 火 傷 本人

男 61 1階車庫 2階病室 そ の 他 火 傷 本人

男 58 田畑 田畑 着 衣 着 火
一 酸 化 炭 素
中 毒 ・ 窒 息

本人

男 84 傷病有 51歳-60歳　1名 運転席 運転席 自 殺 自 殺 本人

男 44 １階居室 1階居室
逃 げ 遅 れ
（ 泥 酔 ）

火 傷 本人

男 77 身体不自由者 1階食事室
1階食事

室
着 衣 着 火 火 傷 本人

女 82 1階居室 1階居室
逃 げ 遅 れ
（ 消 火 中 ）

一 酸 化 炭 素
中 毒 ・ 窒 息

本人

男 36 51歳-60歳　1名 2階居室 2階居室
逃 げ 遅 れ
（ 熟 睡 ）

不 明 不明

死者の数の内訳
出火時死者と一緒
にいた者の年齢層

出火時死者
のいた場所

死者の性
別及び年

齢

死者の発
生した場

所
死者の生じた理由 死因 出火者
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１-12　損害額1,000万円以上の火災（24件）

全焼 半焼 部分焼 ぼや 全損 半損 小損

1 月 13 日 20:15 ～ 21:35 建物 倉吉市 住宅 1 1 1 0 0

1 月 19 日 3:24 ～ 4:56 建物 境港市 住宅 2 2 2 2

1 月 26 日 4:36 ～ 6:01 建物 境港市 工場 1 2 2

2 月 6 日 2:00 ～ 4:43 建物 倉吉市
複合

（特定）
2 1 2 0 1

2 月 6 日 2:05 ～ 3:36 建物 日南町 作業場 1 1 2

2 月 20 日 2:05 ～ 3:30 建物 琴浦町 住宅 1 1 0 0

3 月 4 日 3:15 ～ 4:46 建物 鳥取市 住宅 1 1 1 2 1

3 月 11 日 15:45 ～ 16:46 建物 鳥取市 住宅 1 1

3 月 12 日 4:50 ～ 6:02 建物 大仙町 住宅 1 1 1

3 月 23 日 4:48 ～ 7:01 建物 鳥取市 工場 2 1 1 2

4 月 2 日 14:48 ～ 15:51 建物 境港市 工場 2 3 3

4 月 9 日 17:40 ～ 21:46 建物 琴浦町 養鶏舎 1 0 0 0

4 月 14 日 8:30 ～ 9:12 建物 米子市 住宅 1 1 1

5 月 8 日 5:10 ～ 6:10 建物 琴浦町 住宅 1 0 1 0

5 月 9 日 6:45 ～ 7:43 建物 北栄町 住宅 1 1 0 0

5 月 18 日 19:55 ～ 21:05 建物 琴浦町 住宅 2 2 1 0 0

5 月 22 日 19:55 ～ 20:45 建物 米子市 住宅 1 1 1 1 1

6 月 4 日 14:23 ～ 14:57 建物 米子市 住宅 1 1 1

8 月 4 日 15:20 ～ 16:31 建物 鳥取市 住宅 1 1 2 1 2

9 月 14 日 22:38 ～ 23:42 建物 米子市 住宅 1 1 1 1 1 1

11 月 12 日 11:00 ～ 11:36 建物 倉吉市 住宅 1 1 0 1 0

11 月 17 日 21:00 ～ 22:04 建物 三朝町
物品

販売店
1 0 0 0

12 月 5 日 17:40 ～ 18:44 建物 倉吉市 住宅 1 1 0 0

12 月 13 日 13:45 ～ 14:50 建物 鳥取市 住宅 1 1 1

火元の
用途

焼損棟数 り災世帯数
出火日

火災
種別

出火場所出火時刻～鎮火時刻
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死者 負傷者

1 24,051 340 5 その他 雨 100

9 12,492 179 3
電灯・電話
等の配線

雨 72

6 12,208 650
不明・
調査中

曇 81

16 3 37,309 525 0 配線器具 曇 94

11,266 300 19
不明・
調査中

曇 87

1 1 10,123 171 0
不明・
調査中

曇 88

14 15,007 153 5 たばこ 曇 99

3 17,492 226 その他 晴 64

3 2 26,406 204
不明・
調査中

曇 79

6 13,187 553 2
不明・
調査中

曇 99

7 33,270 873 その他 曇 69

0 23,034 980 0 煙突煙道 曇 77

3 15,253 46
不明・
調査中

曇 76

4 13,484 169 0
不明・
調査中

曇 100

1 12,975 135 0 配線器具 曇 99

8 24,260 265 23 配線器具 曇 95

11 16,938 164 6
電灯・電話
等の配線

曇 45

3 16,691 54 たばこ 曇 75

3 30,817 253 1
電灯・電話
等の配線

快晴 56

8 32,202 229 1 かまど 晴 81

8 14,534 148 0
マッチ・
ライター

曇 61

0 74,408 414 10
不明・
調査中

曇 86

1 1 24,104 239 0
不明・
調査中

曇 88

2 1 13,350 200 1 たばこ 曇 99

死傷者
り災
人員

天気
相対
湿度
（％）

損害額(千円)
焼損床面積

（㎡）
焼損表面積

(㎡)
出火原因
（発火源）
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１－１３　主要火災記録

（建物焼損面積２，０００㎡以上又は林野損傷面積１，０００ha以上）

全焼 半焼 部分焼

S34.5.5 東伯町法万 農家住宅 35,000 55 2,551 かまどの火の粉

S34.7.22 米子市米原
木工所・
機械工場

22,157 1 7 2 2,028 2 不明

S35.4.24 八東町南 農家住宅 25,000 55 2 1 4,800 2
マッチの
不始末

S35.8.7 東伯町赤碕 木綿製造工場 20,956 40 4 2,714 4 不明

S36.4.4 三朝町小河内 山林 218,500 1,310ｈａ
火入れの
火の粉

S37.3.11 名和町御来屋 酒造工場 11,795 19 2 2,122
石炭ストーブ
の加熱

S40.4.17 東伯町下伊勢 浦安小学校 26,000 5 3,536 かまど

S40.5.13 岸本町丸山 農家作業所 32,280 37 1 1 2,745 火あそび

S44.4.11 溝口町荘 専用住宅 2,288 6 2,130 マッチ

S44.6.4 名和町御来屋 家具製造工場 91,603 7 2 2 2,066 不明

S44.11.23
岩美町
福部村湯山

旅館 200,000 2 2,840 電気火花

S46.2.14 羽合町下浅津 本堂 26,540 1 5,214 不明

S46.7.19
鳥取市
吉方温泉町

倉庫 21,736 8 2 12 3,833 1 溶解金属

S46.10.19
鳥取市
（鳥取駅前）

商店街 272,703 32 5 6,124 2 不明

S47.3.2 赤碕町赤碕 選果場 148,779 1 5,100 溶接機

S52.3.20 鳥取市立川町 工場 586,463 1 7,847 3 不明

S58.6.4 米子市錦町
製材工場・
作業場

47,801 9 1 5 2,502 2 〃

S59.2.18 岩美町浦富 浦富小学校 61,300 3 3,037 〃

S60.8.10
北条町
田井沖浜

倉庫 24,747 6 1 4,090 〃

発生年月日 出火場所及び名称・業態 損害額

焼損棟数
焼損面積

（㎡）
死者 負傷者 出火原因
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（死者３名以上）

出火
日時

出火場所
火災
種別

出火原因
死者の性別
及び年齢

死者の生
じた理由

死因 死者の発生した経過

S50.9.22
2:00

鳥取市
元魚町

建物
仏壇の
巻線香
の転倒

男　４３歳
男　１４歳
女　１１歳
男 　８歳

逃げ遅れ 火傷

仏壇の線香が転倒し、出火し
たものと推定され、死者はい
ずれも逃げ遅れ焼死したもの
である。

S52.2.18
0:45

岩美町
田後

〃
石油

ストーブ

男　６３歳
男　　２歳
女　　１歳

〃 〃

石油ストーブが転倒し出火し
た。死者のうち１人は全身火
傷で病院で死亡し、子供２人
は逃げ遅れ焼死したものであ
る。

S55.1.17
5:15

境港市
誠道町

〃 たばこ
男　３２歳
男　　５歳
男　　４歳

〃
中毒
・窒息

酩酊状態で帰宅した該者（男
３２歳）が、２階寝室でタバコ
に火をつけ、そのまま放置し
熟睡した。その後、数時間燻
焼しその異臭に気がついた
妻が屋外に救助を求めに出
たため、フラッシュオーバー
現象により急激に延焼拡大し
たものである。

S55.5.12
3:18

河原町
郷原

〃 放火
男　３８歳
女　１１歳
男　　９歳

放火自殺 自殺

被害者（男３８歳）は、服毒自
殺をした妻の死体のある２階
和室と隣室の子供部屋にガ
ソリンをまき放火し、また自ら
も全身にガソリンをかぶり焼
身自殺をしたものと推定され
る。

S59.4.19
2:30

鳥取市
古海

〃
放火の
疑い

女　８０歳
女　１０歳
女　　７歳

逃げ遅れ 火傷

老人性認知症である該者（女
８０歳）が夜中に目を覚まし、
自室でマッチをもて遊んでい
るうちに出火し、火が室内に
燃え広がったが、避難を果た
せず、自室で焼死したものと
推定される。また、曾祖母（該
者）方で寝ていた子供２人も、
火煙で目を覚ましたものの気
づいたときには逃げ道がな
く、焼死したものと推定され
る。

H6.4.2
23:48

倉吉市
みどり町

〃
電気
こんろ

男　６０歳
女　５４歳
男　　１歳

逃げ遅れ
火傷
・中毒

電気こんろより出火した。該
者は就寝中であり、火の回り
も速かったため、逃げ遅れ、
火傷、一酸化炭素中毒により
死亡したものである。

H6.11.5
4:00

船岡町
大江

〃 不明

男　９１歳
男　６７歳
女　６７歳
男　　４歳

逃げ遅れ 火傷

被害者は避難行動を起こして
いるが、延焼拡大が早く、逃
げ切れなかったものと推定さ
れる。（発火源、経過等不明
である。）

H14.9.14
3:50

鳥取市
中町

〃 不明

男　８２歳
女　７１歳
男　３８歳
女　８１歳

逃げ遅れ
中毒・
窒息

火元は１棟２世帯が入居する
長屋住宅で、就寝していたた
め火災の発見が遅れたと推
定される。（出火原因につい
ては不明である。）

H17.12.16
 21:45

倉吉市
鋤

車両 その他
男　７１歳
男　５５歳
女 ４４歳

放火自殺 自殺 調査中

28



１－１４　年別無火災市町村別一覧表

鳥
取
市

米
子
市

倉
吉
市

境
港
市

岩
美
町

若
桜
町

智
頭
町

八
頭
町

三
朝
町

北
栄
町

湯
梨
浜
町

琴
浦
町

日
吉
津
村

大
山
町

南
部
町

伯
耆
町

日
南
町

日
野
町

江
府
町

合
計

４５年 ○ 1

４６年 ○ ○ 2

４７年 ○ 1

４８年 ○ 1

４９年 ○ 1

５０年 ○ ○ ○ ○ 4

５１年 ○ 1

５２年 ○ 1

５３年 ○ 1

５４年 ○ 1

５５年 0

５６年 0

５７年 0

５８年 ○ 1

５９年 0

６０年 0

６１年 0

６２年 0

６３年 0

 平成元年 0

２年 ○ 1

３年 ○ ○ 2

４年 ○ ○ 2

５年 ○ 1

６年 0

７年 ○ 1

８年 0

９年 ○ 1

１０年 0

１１年 0

１２年 ○ ○ 2

１３年 0

１４年 0

１５年 ○ 1

１６年 ○ 1

１７年 0

１８年 ○ 1

合計 0 0 0 0 0 5 1 0 4 0 0 1 10 0 1 0 0 1 5 28

※　合併後の市町村については、合併前の市町村が全て無火災であった場合のみ無火災市町村として計上している。
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１－１５　年別火災統計

火災件数 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他 死者 負傷者
昭和6年 199 2 2
昭和7年 182 3 6
昭和8年 200 4 2
昭和9年 191 6 24
昭和10年 142 5 8
昭和11年 161 3
昭和12年 149 4 11
昭和13年 133 1
昭和14年 132 2
昭和15年 156 1
昭和16年 129 4 13
昭和17年 144 1 9
昭和18年 180 11 11
昭和19年 116 2 1
昭和20年 86 43 181
昭和21年 135 3 5
昭和22年 145 3 611
昭和23年 142 2 9
昭和24年
昭和25年 169 3 23
昭和26年 174 39
昭和27年 177 126 18 1 32 5 3,985
昭和28年 197 174 7 7 9 1 33
昭和29年 177 165 3 3 6 1 12
昭和30年 223 191 12 10 10 6 11
昭和31年 241 206 15 9 11 3 46
昭和32年 205 176 18 3 8 4 20
昭和33年 233 202 9 10 12 4 68
昭和34年 253 218 14 12 3 6 1 18
昭和35年 237 208 12 4 1 12 1 29
昭和36年 273 232 15 15 2 9 5 35
昭和37年 301 254 18 19 2 8 0 18
昭和38年 282 237 14 21 2 8 7 21
昭和39年 258 210 13 18 3 14 5 29
昭和40年 265 220 20 14 0 11 3 41
昭和41年 252 213 23 8 1 7 9 40
昭和42年 296 231 32 15 1 17 7 60
昭和43年 262 207 33 14 1 7 10 32
昭和44年 286 221 31 18 6 0 10 6 45
昭和45年 269 217 23 16 2 0 11 6 48
昭和46年 314 240 38 9 1 0 26 7 56
昭和47年 314 248 27 16 2 0 21 8 31
昭和48年 372 244 66 19 2 0 41 14 40
昭和49年 355 233 48 10 4 0 60 6 55
昭和50年 323 240 23 11 2 0 47 13 52
昭和51年 302 212 32 6 4 0 48 12 34
昭和52年 322 239 30 8 4 0 41 13 41
昭和53年 439 248 59 2 4 0 116 14 45
昭和54年 390 242 55 11 2 0 80 12 32
昭和55年 339 224 41 22 1 0 51 12 44
昭和56年 322 224 22 22 0 0 54 15 57
昭和57年 321 217 44 13 0 0 47 13 37
昭和58年 286 187 32 9 4 0 54 13 43
昭和59年 331 217 35 17 1 0 51 12 34
昭和60年 311 209 48 11 5 0 38 6 31
昭和61年 275 189 25 0 2 0 46 13 48
昭和62年 291 213 36 19 1 0 22 13 35
昭和63年 254 192 12 26 1 0 23 16 54
平成元年 229 184 9 16 3 0 17 13 41
平成2年 236 179 14 19 0 0 24 15 45
平成3年 225 181 5 16 3 0 20 12 34
平成4年 225 173 10 21 1 0 20 11 31
平成5年 231 172 9 28 0 0 22 11 27
平成6年 312 196 38 24 0 0 54 17 40
平成7年 338 206 26 34 3 0 69 14 26
平成8年 365 182 36 37 0 0 110 15 53
平成9年 314 178 19 34 1 0 82 11 38
平成10年 304 181 14 24 1 0 84 10 31
平成11年 279 177 10 29 2 0 61 12 32
平成12年 298 160 16 32 1 0 89 10 46
平成13年 296 163 23 36 1 0 73 12 33
平成14年 320 176 23 37 1 0 83 19 48
平成15年 264 160 12 29 0 0 63 20 42
平成16年 260 148 18 23 0 0 71 7 34
平成17年 270 167 12 28 1 0 62 19 39
平成18年 264 189 9 29 1 0 36 13 58

出火件数 死傷者数
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合計 建物 林野 車両 船舶 航空機 その他 爆発 本県 全国
255
220
117

1,045
1,381
117
234
298
509
598

1,167
1,563
6,177
987

4,455
9,298

60,270
51,538

158
138

19,560,435 19,461,948 86,934 11,553
212,677 195,841 1,429 15,407
86,599 82,280 72 4,247

152,416 147,206 678 4,532
107,002 99,982 72,170 4,580
66,255 64,473 280 1,502

119,602 112,441 202 6,959
138,166 136,184 748 867 4 363
168,424 167,579 323 360 4 162
351,296 128,116 202 867 50 75
158,406 155,084 2,052 197 641 432
114,387 112,888 993 379 2 125
181,452 176,620 1,079 1,600 336 1,817
265,762 264,604 1,395 420 0 333
203,785 201,299 1,491 441 500 54
361,050 355,305 2,523 2,813 300 109
316,866 313,980 1,863 842 50 131 4.5 5.3
223,531 215,401 6,221 1,320 271 0 318 4.9 5.5
548,980 543,724 1,061 2,576 1,350 0 269 3.8 6.2
728,006 719,094 7,058 2,226 660 0 968 5.4 6.0
587,913 582,972 1,657 2,767 42 0 475 5.4 5.5
587,710 566,705 11,016 1,190 5,178 0 2,621 6.4 6.8
518,997 493,969 10,214 1,741 11,500 0 1,573 6.1 6.2
736,765 733,589 860 2,178 50 0 88 5.5 5.6
505,418 501,418 1,433 495 773 0 1,299 5.1 5.6

1,022,742 1,013,618 1,997 2,285 1,757 0 3,085 5.4 5.7
467,811 435,187 6,753 3,819 210 0 21,812 7.3 6.2
507,477 494,317 2,937 3,024 928 0 6,271 6.5 5.5
565,137 540,841 12,357 5,014 270 0 6,655 5.6 5.1
660,010 650,156 237 4,964 0 0 4,653 5.3 5.2
698,764 692,023 1,243 1,112 0 0 4,381 5.3 5.1
468,774 444,585 2,259 19,645 1,045 0 1,236 4.7 5.0
564,317 556,639 2,274 2,035 2,112 0 1,257 5.4 5.3
640,613 634,274 2,507 1,455 1,539 0 838 5.0 5.0
397,057 392,008 1,833 2,443 0 0 773 4.4 5.2
797,619 772,510 13,459 9,729 20 0 1,801 4.7 4.8
636,426 618,411 410 13,768 7 0 3,830 4.1 4.9
482,065 475,425 921 3,626 1,336 0 757 3.7 4.6
570,966 563,206 432 4,038 30 0 3,260 3.8 4.6
740,419 678,931 653 4,540 52,956 0 3,339 3.6 4.4
886,490 864,220 539 16,049 107 0 5,578 3.6 4.4
776,470 767,592 40 5,688 0 0 3,150 3.7 4.6
772,844 740,020 18,573 11,889 0 0 2,362 5.0 5.1
605,801 403,855 3,575 10,479 514 0 6,136 5.5 5.0
638,444 618,041 1,215 14,706 0 0 1,210 5.9 5.1
594,949 572,725 294 20,810 54 0 1,066 5.1 4.9
528,637 496,807 692 27,742 1,174 0 2,222 4.9 4.3
676,355 644,539 23,281 6,015 718 0 1,802 4.5 4.7
467,831 435,469 2,611 18,561 4,000 0 1,374 4.9 5.0
613,137 576,921 6,109 24,640 4,500 0 967 4.8 5.0
436,913 417,159 1,682 12,962 3,229 0 1,879 5.2 5.0
565,119 552,466 156 5,428 0 0 6,807 4.3 4.4
455,045 440,153 678 8,244 0 0 5,744 226 4.2 4.8
625,477 606,524 618 16,243 200 0 1,892 0 4.4 4.5
772,572 760,202 319 9,985 105 0 1,664 297 4.3 4.2

損害額 出火率
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１－１６　防火対象物数の推移

平成
１４
年度

平成
１５
年度

平成
１６
年度

平成
１７
年度

平成
１８
年度

平成1８年度
－

平成１４年度
増減率

イ 劇場・映画館 48 46 45 43 45 -3 -6%

ロ 公会堂・集会場 694 669 546 529 530 -164 -24%

イ キャバレー等 12 7 6 7 5 -7 -58%

ロ 遊技場 82 83 76 77 78 -4 -5%

ハ 性風俗関連

イ 待合・料理店 15 29 15 17 16 1 7%

ロ 飲食店 424 411 442 444 428 4 1%

4 百貨店・店舗等 1,008 998 1,025 1,034 1,040 32 3%

イ 旅館・ホテル等 705 663 650 633 619 -86 -12%

ロ 寄宿舎・共同住宅 4,001 4,048 4,261 4,381 4,454 453 11%

イ 病院・診療所 503 490 487 480 476 -27 -5%

ロ 老人福祉施設・保育園 484 505 529 541 580 96 20%

ハ 幼稚園等 84 78 80 76 75 -9 -11%

7 学校 956 913 924 896 916 -40 -4%

8 図書館等 60 61 65 72 66 6 10%

イ 蒸気風呂・熱気浴場 15 16 15 14 15 0 0%

ロ 公衆浴場 25 23 25 24 25 0 0%

10 停車場 11 12 12 12 12 1 9%

11 神社・寺院等 412 430 421 415 426 14 3%

イ 工場・作業場 3,579 3,461 3,403 3,326 3,344 -235 -7%

ロ 映画・テレビスタジオ 1 1 1 1 0 -1 -100%

イ 駐車場 363 361 371 366 384 21 6%

ロ 航空機格納庫 7 7 7 8 7 0 0%

14 倉庫 2,646 2,441 2,375 2,325 2,406 -240 -9%

15 事務所 2,795 2,748 2,792 2,751 2,828 33 1%

イ 複合用途（特定） 1,312 1,278 1,273 1,256 1,288 -24 -2%

ロ 複合用途（非特定） 312 315 333 329 350 38 12%

16の2 地下街

16の3 準地下街

17 文化財 64 61 51 51 51 -13 -20%

18 延長50メートル以上のアーケード 23 12 19 19 19 -4 -17%

19 市町村の指定する山林

20 総務省令で定める舟車

20,641 20,167 20,249 20,127 20,483 -158 -1%

6

9

12

合計

13

16

5

防火対象物の区分

1

2

3
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１－１７　市町村別防火対象物数

4 7 8

イ ロ イ ロ　 ハ イ ロ イ ロ イ ロ ハ

劇場・
映画
館

公会
堂
・

集会
場

キャバ
レー等

遊技
場

性風
俗関
連

待合・
料理
店

飲食
店

百貨
店
・

店舗
等

旅館・
ホテル
等

寄宿
舎

・共同
住宅

病院・
診療
所

老人
福祉
施設
・

保育
園

幼稚
園等

学校
図書館

等

鳥取市 7,003 18 113 31 10 139 353 146 2,020 162 142 30 287 16

米子市 5,127 8 62 1 25 0 3 130 318 104 1,583 163 133 23 212 9

倉吉市 2,230 2 107 2 12 1 48 116 33 383 61 74 12 116 2

境港市 1,145 3 17 1 4 0 0 31 64 12 172 28 31 4 51 4

岩美町 321 10 3 13 68 7 3 14 12 3

若桜町 168 4 1 4 2 10 6 3 4 1 7 4

智頭町 270 1 11 2 11 3 9 2 7 22

八頭町 424 1 15 3 22 6 21 11 25 36 1

三朝町 246 10 1 4 8 49 26 4 11 8 3

北栄町 526 2 23 2 4 15 4 23 3 20 1 19 3

湯梨浜町 518 3 45 1 7 23 33 78 5 23 2 13 6

琴浦町 909 2 40 1 2 13 28 6 39 11 21 1 27

日吉津村 99 1 1 0 0 0 0 5 6 2 24 3 6 0 2 1

大山町 480 1 28 0 0 0 1 13 18 79 25 8 25 0 28 3

南部町 214 0 14 0 0 0 0 2 12 1 3 1 11 0 10 6

伯耆町 307 2 8 0 0 0 0 9 13 46 17 6 13 0 19 3

日南町 262 0 15 0 0 0 0 3 8 8 5 1 7 1 20 1

日野町 144 0 6 0 0 0 0 6 8 2 10 1 8 0 17 1

江府町 90 1 1 0 0 0 0 2 2 7 3 0 5 0 10 0

東部 8,186 20 153 31 11 151 401 233 2,063 181 192 31 364 24

中部 4,429 9 225 3 18 1 76 190 125 549 84 149 16 183 14

西部 7,868 16 152 2 29 4 201 449 261 1,842 211 239 28 369 28

県計 20,483 45 530 5 78 16 428 1,040 619 4,454 476 580 75 916 66

1 32 5 6

35



（ 平成19.3.31現在 ）

9 10 11 14 15 16の2 16の3 17 18 19 20

イ ロ イ ロ イ ロ イ ロ

蒸気風
呂・熱気
浴場

公衆
浴場

停車場
神社・
寺院等

工場・
作業場

映画・
テレビ
スタジオ

駐車場
航空機
格納庫

倉庫 事務所
複合
用途

（特定）

複合用
途（非
特定）

地下街
準地
下街

文化財

延長50
メートル
以上の
アー
ケード

市町村
長の指
定する
山林

総務省
令で定
める舟

車

11 4 142 1,024 107 2 613 820 642 161 0 0 3 7

13 4 3 70 721 0 86 0 594 519 275 58 0 0 6 4 0

2 49 352 60 344 293 105 53 0 0 1 2

0 2 2 13 262 0 5 5 241 134 43 8 0 0 2 6 0

1 10 63 7 37 51 17 1 0 0 1

1 5 44 7 22 22 15 5 0 0 1

11 101 3 23 28 19 12 0 0 5

1 12 103 16 35 74 34 6 0 0 2

1 6 32 8 23 25 13 3 0 0 11

1 11 125 20 113 114 14 9 0 0

2 1 12 89 12 56 69 21 14 0 0 3

2 21 146 16 147 337 30 16 0 0 3

1 0 0 1 23 0 1 0 6 14 2 0 0 0 0 0 0

0 0 0 17 84 0 7 0 49 74 8 1 0 0 11 0 0

0 0 0 11 47 0 4 0 27 51 13 0 0 0 1 0 0

0 0 0 11 53 0 8 0 19 64 14 2 0 0 0 0 0

0 0 0 14 27 0 8 0 40 97 7 0 0 0 0 0 0

0 0 0 8 30 0 5 0 7 23 10 1 0 0 1 0 0

0 0 0 2 18 0 4 0 10 19 6 0 0 0 0 0 0

14 4 180 1,335 0 140 2 730 995 727 185 12 7

1 5 3 99 744 0 116 0 683 838 183 95 18 2

14 6 5 147 1,265 0 128 5 993 995 378 70 21 10

15 25 12 426 3,344 0 384 7 2,406 2,828 1,288 350 51 19

13 1612
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１－１８　防火管理者等選任率推移

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

防火管理実施義務対象物数 5,689 5,429 5,424 5,374 5,216

防火管理者選任済対象物 3,768 3,842 3,662 3,735 3,770

防火管理者選任率 66.2% 70.8% 67.5% 69.5% 72.3%

消防計画作成済対象物数 2,848 2,967 2,930 2,872 3,029

消防計画作成率 50.1% 54.7% 54.0% 53.4% 58.1%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

防火管理者選任率 消防計画作成率
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１－１９　防火管理実施状況
（平成19.3.31現在）

防火対象
物数

うち
高層

協議
事項
届出
対象
物数

うち
高層

届出率

イ 劇場・映画館 37 33 89.2% 31 83.8%

ロ公会堂・集会場 370 311 84.1% 260 70.3%

イ キャバレー等 3 1 33.3% 0 0.0%

ロ遊技場 71 47 66.2% 39 54.9%

ハ性風俗関連

イ 待合・料理店 9 4 44.4% 1 11.1%

ロ飲食店 389 217 55.8% 156 40.1% 7 0 5 0 71%

4 百貨店・店舗等 658 404 61.4% 321 48.8%

イ 旅館・ホテル等 367 345 94.0% 324 88.3% 1 0 0 0 0%

ロ寄宿舎・共同住宅 411 222 54.0% 141 34.3% 1 0 0 0 0%

イ 病院・診療所 153 120 78.4% 101 66.0%

ロ老人福祉施設・保育園 408 393 96.3% 382 93.6%

ハ幼稚園等 48 47 97.9% 46 95.8%

7 学校 273 261 95.6% 258 94.5% 1 0 0 0 0%

8 図書館等 43 34 79.1% 30 69.8%

イ 蒸気風呂・熱気浴場 10 8 80.0% 7 70.0%

ロ公衆浴場 14 10 71.4% 9 64.3%

10 停車場 3 2 66.7% 1 33.3%

11 神社・寺院等 232 153 65.9% 98 42.2%

イ 工場・作業場 289 231 79.9% 175 60.6% 1 0 0 0 0%

ロ映画・テレビスタジオ

イ 駐車場 1 0 0.0% 0 0.0%

ロ航空機格納庫

14 倉庫 19 12 63.2% 9 47.4%

15 事務所 540 397 73.5% 283 52.4% 9 0 7 0 78%

イ 複合用途（特定） 806 477 59.2% 325 40.3% 22 1 17 1 77%

ロ複合用途（非特定） 58 37 63.8% 28 48.3% 1 0 1 0 100%

16の2 地下街

16の3 準地下街

17 文化財 4 4 100.0% 4 100.0%
18 延長50メートル以上のアーケード
19 市町村の指定する山林
20 総務省令で定める舟車

5,216 3,770 72.3% 3,029 58.1% 43 1 30 1 70%合計
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共同防火管理実施状況

防火対象物の区分 届出率
防火管理実
施義務対象

物数
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理者選
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１－２０　消防用設備等設置状況年別推移

平成１４年度平成１５年度平成１６年度平成１７年度平成１８年度

屋内消火栓設備 81.9% 81.1% 80.8% 80.8% 80.8%

スプリンクラー設備 90.5% 91.4% 91.8% 91.8% 92.6%

水噴霧消火設備等 96.3% 97.0% 97.2% 96.9% 97.8%

屋外消火栓設備 92.6% 90.8% 97.2% 90.1% 93.9%

動力消防ポンプ設備 89.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

自動火災報知設備 85.3% 84.7% 84.8% 85.3% 85.2%

ガス漏れ火災警報設備 100.0% 94.4% 100.0% 100.0% 100.0%

漏電火災警報器 80.3% 90.9% 91.1% 92.0% 92.8%

非常警報設備 78.9% 80.6% 81.7% 82.4% 82.4%

避難器具 87.6% 87.1% 87.8% 88.0% 88.3%

誘導灯 92.6% 90.9% 91.0% 91.5% 91.8%

消防用水 97.2% 97.1% 97.2% 100.0% 100.0%

排煙設備 100.0% 100.0% 100.0% 97.9% 97.7%

連結散水設備 70.0% 68.4% 73.9% 71.4% 71.4%

連結送水管 96.6% 98.8% 98.9% 99.0% 99.0%

非常コンセント設備 100.0% 97.1% 97.2% 94.6% 97.4%

消防用水

消火活動上必要な施
設

消防用設備等の種類

消防の用に
供する設備

消火設備

警報設備

避難設備

消防用設備設置割合

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%
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動
力
消
防
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散
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設
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管

非
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ン
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ン
ト
設
備

平成１４年度

平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

平成１８年度
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１－２１　消防用設備等設置状況
（平成19.3.31現在）

設置必要対象物数 設置数 設置率

屋内消火栓設備 2,428 1,963 80.8%

スプリンクラー設備 242 224 92.6%

水噴霧消火設備等 365 357 97.8%

屋外消火栓設備 131 123 93.9%

動力消防ポンプ設備 11 11 100.0%

自動火災報知設備 8,751 7,457 85.2%

ガス漏れ火災警報設備 22 22 100.0%

漏電火災警報器 306 284 92.8%

非常警報設備 2,631 2,169 82.4%

避難器具 2,009 1,773 88.3%

誘導灯 5,407 4,961 91.8%

消防用水 36 36 100.0%

排煙設備 44 43 97.7%

連結散水設備 21 15 71.4%

連結送水管 293 290 99.0%

非常コンセント設備 39 38 97.4%

消防用設備等の種類

消防の用
に供する
設備

消防用水

消火活動上必要な施設

消火設備

警報設備

避難設備
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１－２２　消防用設備点検報告状況年別推移

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

報告率 23.0% 28.2% 26.5% 29.1% 30.0%

１，０００㎡未満報告率 16.7% 20.4% 19.1% 21.1% 22.4%

１，０００㎡以上報告率 48.6% 59.0% 55.7% 59.6% 58.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

報告率 １，０００㎡未満報告率 １，０００㎡以上報告率
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１－２３　消防用設備点検報告状況
（平成19.3.31現在）

点検が
必要な
防火対
象物の
総数

うち報
告済み
防火対
象物

報告率
1,000㎡
未満

うち報告
済防火
対象物

報告率
1,000
㎡以上

うち報
告済防
火対象

物

報告率

イ劇場・映画館 45 35 77.8% 11 3 27.3% 34 32 94.1%

ロ公会堂・集会場 531 293 55.2% 451 237 52.5% 80 56 70.0%

イキャバレー等 5 5

ロ遊技場 78 33 42.3% 48 18 37.5% 30 15 50.0%

ハ性風俗関連

イ待合・料理店 16 3 18.8% 16 3 18.8%

ロ飲食店 436 88 20.2% 413 75 18.2% 23 13 56.5%

4 百貨店・店舗等 1,049 282 26.9% 814 140 17.2% 235 142 60.4%

イ旅館・ホテル等 624 264 42.3% 476 172 36.1% 148 92 62.2%

ロ寄宿舎・共同住宅 4,462 623 14.0% 3,820 370 9.7% 642 253 39.4%

イ病院・診療所 479 162 33.8% 395 106 26.8% 84 56 66.7%

ロ老人福祉施設・保育園 581 386 66.4% 417 256 61.4% 164 130 79.3%

ハ幼稚園等 76 53 69.7% 42 26 61.9% 34 27 79.4%

7 学校 922 664 72.0% 389 250 64.3% 533 414 77.7%

8 図書館等 66 53 80.3% 50 38 76.0% 16 15 93.8%

イ蒸気風呂・熱気浴場 15 6 40.0% 14 5 35.7% 1 1 100.0%

ロ公衆浴場 25 9 36.0% 21 5 23.8% 4 4 100.0%

10 停車場 12 5 41.7% 6 2 33.3% 6 3 50.0%

11 神社・寺院等 426 138 32.4% 388 120 30.9% 38 18 47.4%

イ工場・作業場 3,331 1,004 30.1% 2,471 520 21.0% 860 484 56.3%

ロ映画・テレビスタジオ

イ駐車場 384 132 34.4% 337 110 32.6% 47 22 46.8%

ロ航空機格納庫 7 7 100.0% 3 3 100.0% 4 4 100.0%

14 倉庫 2,388 521 21.8% 2,045 372 18.2% 343 149 43.4%

15 事務所 2,837 982 34.6% 2,206 591 26.8% 631 391 62.0%

イ複合用途（特定） 1,286 297 23.1% 1,036 153 14.8% 250 144 57.6%

ロ複合用途（非特定） 347 64 18.4% 291 31 10.7% 56 33 58.9%

16の2 地下街

16の3 準地下街

17 文化財 65 40 61.5% 64 39 60.9% 1 1 100.0%

18 延長50メートル以上のアーケード 19 12 7

19 市町村の指定する山林

20 総務省令で定める舟車

20,512 6,144 30.0% 16,241 3,645 22.4% 4,271 2,499 58.5%合計
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１－２４　立入検査件数年別推移

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

イ 劇場・映画館 25 41 28 22 25

ロ 公会堂・集会場 118 152 219 112 153

イ キャバレー等 5 1 2 1

ロ 遊技場 6 12 10 10 29

ハ 性風俗関連 0

イ 待合・料理店 4 6 1 1

ロ 飲食店 62 55 45 38 74

4 百貨店・店舗等 196 158 214 230 266

イ 旅館・ホテル等 328 279 226 268 284

ロ 寄宿舎・共同住宅 41 81 192 78 228

イ 病院・診療所 26 47 68 56 65

ロ 老人福祉施設・保育園 133 126 143 271 210

ハ 幼稚園等 17 12 11 22 27

7 学校 144 94 252 116 183

8 図書館等 17 17 15 12 16

イ 蒸気風呂・熱気浴場 1 1 3 3

ロ 公衆浴場 4 1 5 3

10 停車場 2 1 5 3 0

11 神社・寺院等 91 101 103 121 68

イ 工場・作業場 227 241 326 317 302

ロ 映画・テレビスタジオ 0 0

イ 駐車場 19 17 34 41 44

ロ 航空機格納庫 0 0

14 倉庫 90 102 169 243 237

15 事務所 98 205 163 259 307

イ 複合用途（特定） 202 349 133 127 189

ロ 複合用途（非特定） 8 28 12 35 37

16の2 地下街 0 0

16の3 準地下街 0 0

17 文化財 30 39 28 32 43

18 延長50メートル以上のアーケード 0 0

19 市町村の指定する山林 0 0

20 総務省令で定める舟車 0 0

1,890 2,163 2,403 2,424 2,795

20,641 20,167 20,249 20,127 20,483

9.2% 10.7% 11.9% 12.0% 13.6%立入検査実施率

13

16
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（参考）防火対象物数
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１－２５　立入検査実施状況

（平成19.3.31現在）

防火対象物数 立入検査
防火対象物数に
占める立入検査

件数の割合

イ 劇場・映画館 45 25 55.6%

ロ 公会堂・集会場 530 153 28.9%

イ キャバレー等 5 1 20.0%

ロ 遊技場 78 29 37.2%

ハ 性風俗関連 0 0

イ 待合・料理店 16 1 6.3%

ロ 飲食店 428 74 17.3%

4 百貨店・店舗等 1,040 266 25.6%

イ 旅館・ホテル等 619 284 45.9%

ロ 寄宿舎・共同住宅 4,454 228 5.1%

イ 病院・診療所 476 65 13.7%

ロ 老人福祉施設・保育園 580 210 36.2%

ハ 幼稚園等 75 27 36.0%

7 学校 916 183 20.0%

8 図書館等 66 16 24.2%

イ 蒸気風呂・熱気浴場 15 3 20.0%

ロ 公衆浴場 25 3 12.0%

10 停車場 12 0 0.0%

11 神社・寺院等 426 68 16.0%

イ 工場・作業場 3,344 302 9.0%

ロ 映画・テレビスタジオ

イ 駐車場 384 44 11.5%

ロ 航空機格納庫 7 0 0.0%

14 倉庫 2,406 237 9.9%

15 事務所 2,828 307 10.9%

イ 複合用途（特定） 1,288 189 14.7%

ロ 複合用途（非特定） 350 37 10.6%

１６の２ 地下街 0 0

１６の３ 準地下街 0 0

17 文化財 51 43 84.3%

18 延長50メートル以上のアーケード 19 0 0.0%

19 市町村の指定する山林 0 0

20 総務省令で定める舟車 0

20,483 2,795 13.6%合計

13

16

5

6

9

12
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１－２６　防炎物品使用違反年別推移

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

16.0% 12.6% 12.4% 11.8% 10.3%

14.3% 12.4% 13.9% 13.1% 12.4%

9.5% 15.2% 21.7% 21.3% 13.5%

１－２７　防炎物品使用状況
（平成19.3.31現在）

防炎防
火対象
物数

カーテ
ン等を
使用

うち
違反

違反率
じゅう
たん等
を使用

うち
違反

違反率
展示板
等を
使用

うち
違反

違反率

イ 43 31 1 3% 22 0 0% 3 0 0%

ロ 519 362 45 12% 160 29 18% 6 1 17%

イ 5 3 1 33% 2 0 0% 0 0

ロ 77 20 3 15% 25 3 12% 0 0

ハ 0 0 0 0 0 0 0

イ 15 10 1 10% 7 2 29% 1 1

ロ 415 188 37 20% 124 12 10% 3 0 0%

4 1,003 296 36 12% 133 19 14% 5 0 0%

5 イ 604 497 50 10% 417 40 10% 5 1 20%

イ 462 334 20 6% 134 12 9% 5 1 20%

ロ 560 452 21 5% 189 25 13% 8 2 25%

ハ 75 58 3 5% 19 10 53% 1 0 0%

9 イ 15 13 3 23% 11 3 27% 0 0

12 ロ

イ 1,188 466 62 13% 309 36 12% 13 1 8%

ロ 17 9 1 11% 7 2 29% 0 0

１６の２

１６の３

49 22 1 5% 27 3 11% 2 0 0%

5,047 2,761 285 10.3% 1,586 196 12.4% 52 7 13.5%

遊技場

防火対象物の区分（特定防火対象物）

劇場・映画館

公会堂・集会場

キャバレー等

2

性風俗関連

6

1

3

カーテン等

じゅうたん等

展示板等

待合・料理店

飲食店

百貨店・店舗等

旅館・ホテル等

病院・診療所

老人福祉施設・保育園

幼稚園等

蒸気風呂・熱気浴場

合計

映画・テレビスタジオ

複合用途（特定）

複合用途（非特定）

地下街

16

準地下街

高層建築物

8.0%

12.0%

16.0%

20.0%

24.0%

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

カーテン等 じゅうたん等 展示板等
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１－２８　消防設備士試験実施状況

受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率 受験者 合格者 合格率

平成１４年度 146 23 16% 107 44 41% 253 67 26%

平成１５年度 146 37 25% 106 29 27% 252 66 26%

平成１６年度 106 18 17% 117 40 34% 223 58 26%

平成１７年度 126 23 18% 123 34 28% 249 57 23%

平成１８年度 124 33 27% 160 65 41% 284 98 35%

１－２９　消防設備士免状発行状況

小　計 特　類 第1類 第2類 第3類 第4類 第5類 小　計 第1類 第2類 第3類 第4類 第5類 第6類 第７類

平成１４年度 66 23 7 2 5 7 2 43 3 2 10 1 18 9

平成１５年度 66 37 13 2 3 15 4 29 3 2 4 3 14 3

平成１６年度 56 18 5 2 2 6 3 38 1 3 4 7 4 9 10

平成１７年度 55 21 1 7 12 1 34 5 1 6 1 15 6

平成１８年度 96 32 15 1 1 13 2 64 9 1 3 14 4 16 17

１－３０　消防設備士講習実施状況

52 235

308

264

17626

49

59

89 136 55 280

97 152

125

83

年度 総　計

平成1８年度

平成1５年度

平成1６年度

平成1７年度

避難設備・消火器

甲種 乙種

警報設備

計

免　　　　　状　　　　　の　　　　　種　　　　　類

計

甲　　　　　　　　　　　　　　　　　種 乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種

105

90

67

平成1４年度

消火設備

78
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１－３１　高層建築物の状況
（平成19.3.31現在）

地上 地下
鳥取県庁第１庁舎 鳥取市東町1丁目220 官公署 15 7 1 36 22,300
鳥取県庁第２庁舎 鳥取市東町1丁目220 官公署 15 10 1 38 12,800
ニュー鳥取ホテル 鳥取市富安2丁目138-2 複合用途(特定) 16イ 14 1 47 6,100
アイシン千代水ビル 鳥取市千代水1丁目98番地 事務所 15 11 0 31 3,600
ＮＴＴ鳥取ネットワークセンター 鳥取市富安1丁目18番地 事業所 15 7 1 35 9,800
サンシープラザ 鳥取市湖山町2952-3 複合用途(特定) 16イ 11 0 31 3,600
ネオハイツ鳥取 鳥取市瓦町358番地 共同住宅 5ロ 14 0 40 4,400
レジデンス川端 鳥取市川端5丁目251番地 複合用途(非特定) 16ロ 13 0 44 4,700
ダイヤパレス末広通り 鳥取市末広温泉町624-3 共同住宅 5ロ 14 0 38 4,900
カサ・セレステ 鳥取市末広温泉町454 複合用途(特定) 16イ 11 0 31 1,400
しいたけ会館対翠閣 鳥取市富安1丁目84番地 ホテル 5イ 9 0 33 3,500
明治生命鳥取駅前ビル 鳥取市東品治町102番地 複合用途(特定) 16イ 12 0 39 10,300
第６ガーデンハイツ観光 鳥取市末広温泉町622番地 複合用途(非特定) 16ロ 11 0 31 3,200
サンシティ永楽通り 鳥取市永楽温泉町620番地 共同住宅 5ロ 14 0 45 3,600
カサ・リコ鳥取栄町 鳥取市栄町312番地12 共同住宅 5ロ 14 0 45 7,900
ポレスター鳥取川端 鳥取市川端1丁目218番地 共同住宅 5ロ 14 0 43 4,700
サーパス鳥取駅前 鳥取市富安2丁目150-3 共同住宅 5ロ 14 0 44 6,100
ホテルニューオータニ鳥取 鳥取市今町2丁目153 複合用途(特定) 16イ 13 1 42 10,900
サーパス南町 鳥取市南町405 共同住宅 5ロ 14 0 43 6,400
セレスト美保２１ 鳥取市吉成239-5 共同住宅 5ロ 10 0 33 3,000
カレント富安 鳥取市富安2丁目59番地 共同住宅 5ロ 15 0 46 5,300
サーパス扇町 鳥取市扇町144番地2 共同住宅 5ロ 14 0 45 6,300
サンシティ川端 鳥取市川端5丁目302番地 共同住宅 5ロ 14 0 42 3,900
ナカヤＯＭマンション 鳥取市永楽温泉町553番地2 共同住宅 5ロ 11 0 38 3,700
鳥取赤十字病院Ｂ棟（診療棟） 鳥取市尚徳町117 病院 6イ 9 1 42 4,100
アクティ日ノ丸総本社ビル 鳥取市今町2丁目112番地 事業所 15 8 1 37 7,500
ミサワカレント吉方 鳥取市吉方147番地 共同住宅 5ロ 11 0 32 2,400
鳥取大丸,17 鳥取市今町2丁目151番地 百貨店 4 7 2 33 18,000
鳥取市立病院 鳥取市的場1丁目1番地 病院 6イ 7 1 38 22,000
山陰合同銀行鳥取営業部 鳥取市栄町402番地 事務所 15 7 1 38 7,700
サーパス富安公園 鳥取市富安1丁目43番地 共同住宅 5ロ 9 0 35 2,900
ＮＴＴ鳥取支店 鳥取市寺町50番地 複合用途(特定) 16イ 6 1 38 13,000
鳥取シティーホテル新館 鳥取市戎町471番地 ホテル 5イ 10 0 39 3,700
鳥取県立中央病院 鳥取市江津730番地 病院 6イ 7 1 37 35,000
ホテルモナーク鳥取 鳥取市永楽温泉町403番地 ホテル 5イ 9 0 32 9,000
ホテルアルファーワン鳥取 鳥取市末広温泉町759番地 ホテル 5イ 10 0 36 5,500
ガーデンハイツ観光２号館 鳥取市永楽温泉町505番地 共同住宅 5ロ 10 0 37 3,600
サーパス吉方 鳥取市吉方174番地1 共同住宅 5ロ 9 0 34 4,900
鳥取銀行本店 鳥取市永楽温泉町171番地 事務所 15 9 1 41 9,100
鳥取県東部総合事務所 鳥取市立川町6丁目176番地 官公署 15 5 1 36 17,600
アルファコート 鳥取市永楽温泉町111番地 複合用途(特定) 16イ 7 1 33 1,100
鳥取フコク生命駅前ビル 鳥取市扇町7番地 複合用途(特定) 16イ 7 0 36 6,000
サーパス青葉町 鳥取市青葉町２丁目１０８番地 共同住宅 5ロ 10 38 3,500
サーパス城北 鳥取市松並町１丁目１４４番地３ 共同住宅 5ロ 9 33 2,100
グランドール若桜 鳥取市弥生町２２３番地 複合用途(非特定) 16ロ 10 33 1,100
アルファステイツ鳥取駅南 鳥取市富安２丁目７４番地 共同住宅 5ロ 15 0 44 5,900
フローレンス永楽通りグランドアーク 鳥取市永楽温泉町５５５番地４ 共同住宅 5ロ 14 0 45 8,900
サーパス湖山駅前 鳥取市湖山町東４丁目４０１番地 共同住宅 5ロ 9 0 32 4,200
レジデンス東久 鳥取市徳尾１７８番地４ 複合用途(非特定) 16ロ 8 1 32 2,600
鳥取大学（工学部大学院棟） 鳥取市湖山町南４丁目１０１番地 6 33 4,900
鳥取大学（工学部電気電子工学科棟） 鳥取市湖山町南４丁目１０１番地 6 33 4,900
スーパーホテル鳥取駅前立体駐車場 鳥取市扇町５番地 2 0 44 1,100
カサ・リコ栄町立体駐車場 鳥取市栄町３１２番地１２ 1 0 34 600
ホテルアルファワン米子 米子市明治町１９５ ホテル 5イ 12 37 4,100
米子全日空ホテル 米子市久米町５３－２ ホテル 5イ 9 38 9,800
㈲皆生つるや 米子市皆生温泉２丁目５番１号 ホテル 5イ 9 1 33 9,400
㈱皆生グランドホテル華水亭 米子市皆生温泉４丁目１９－１０ ホテル 5イ 8 40 11,700
エクレシア米子 米子市米原１丁目１番１２号 共同住宅 5ロ 11 35 4,900
イスズハイツベル米子Ｐ－１ 米子市万能町８１ 共同住宅 5ロ 12 44 4,700
ライオンズマンション米子東町 米子市東町１４１、１４２ 共同住宅 5ロ 12 42 2,200
セレスト米子角盤町 米子市角盤町１丁目１５－１４ 共同住宅 5ロ 13 42 2,900
ポレスター西町 米子市西町２５－１ 共同住宅 5ロ 13 39 4,600
ポレスター中町 米子市中町５０－１ 共同住宅 5ロ 14 43 4,900
サーパス東町 米子市東町６８－１ 共同住宅 5ロ 14 44 6,000
ヴィラ皆生２番館 米子市皆生温泉４丁目６－７ 共同住宅 5ロ 11 41 3,100
グランディオス米子 米子市上福原３丁目１番６号 共同住宅 5ロ 14 48 11,300
サーパス西福原堀川通り 米子市西福原９丁目６番２０号 共同住宅 5ロ 10 32 2,700
鳥取大学医学部付属病院第２中央診療 米子市西町３６番地１ 病院 6イ 9 1 33 27,100
鳥取大学医学部付属病院新病棟 米子市西町３６番地１ 病院 6イ 9 1 40 32,800
王子製紙㈱米子工場原質第１系工場（無窓） 米子市吉岡３７３ 工場 12イ 10 42 7,700
日本生命米子ビル 米子市加茂町２丁目１０６ 事業所 15 9 34 3,300
㈱米子高島屋（東館・第１駐車場） 米子市角盤町１丁目２７ 複合用途(特定) 16イ 7 1 33 16,800
ニッセイ米子ワシントンビル 米子市明治町１２５ 複合用途(特定) 16イ 9 38 10,000
米子ユニバーサルホテル 米子市万能町１２１番地 複合用途(特定) 16イ 14 2 45 8,900
エバグリーン皆生 米子市皆生温泉４－１６ 複合用途(特定) 16イ 11 39 9,600
国際ファミリープラザ 米子市加茂町２丁目１８０ 複合用途(特定) 16イ 9 1 35 6,600
サーパス錦町 米子市錦町３丁目１０５－７ 共同住宅 5ロ 11 37 4,200
アルファステイツ錦町 米子市米原鴨谷１４９６－１６他 共同住宅 5ロ 10 35 3,900
第２青葉マンション 米子市米原２丁目３番１５号 共同住宅 5ロ 10 35 29
クリーンピア米子加茂町 米子市加茂町１丁目１６ 共同住宅 5ロ 11 38 78
㈱境港マリーナホテル 境港市新屋町３２６８番地 ホテル 5イ 8 34 7,200
夢みなとタワー 境港市竹内団地２５５－３ 複合用途(特定) 16イ 4 1 42 8,500
大山リゾート㈱大山ロイヤルホテル 西伯郡伯耆町丸山１６４７－１３ ホテル 5イ 12 1 48 31,200

高さ
（ｍ）

延面積
（㎡）

名　　　　　　　　　　　　称 所　　　　　　在　　　　　　地 用　途
階層
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２ 救急・救助 

救急業務実施状況 

(1) 救急業務体制 

 救急業務は、鳥取県東部広域行政管理組

合、鳥取中部ふるさと広域連合及び鳥取県

西部広域行政管理組合の各消防局で実施し

ている。 

 平成１９年４月１日現在、救急自動車は、

鳥取県東部広域行政管理組合が１３台(う

ち高規格８台、予備１台)、鳥取中部ふるさ

と広域連合が６台(うち高規格４台)、鳥取

県西部広域行政管理組合が１４台(うち高

規格１２台、予備２台)の計３３台を有し、

救急業務を行っている。   

（単位：台）

うち
高規格

うち
非常用

鳥取消防署 3 1 1
東町出張所 0
吉方出張所 0
国府分遣所 1

湖山消防署 1 1
岩美消防署 2 1
八頭消防署 1 1

智頭出張所 1
若桜出張所 1 1
用瀬出張所 1 1

気高消防署 1 1
青谷消防署 1 1

13 8 1
倉吉消防署 2 1
西倉吉消防署 1 1
羽合消防署 1 1
東伯消防署 2 1

6 4
消防局 2 2
米子消防署 2 2

皆生出張所 1 1
南部出張所 1 1
伯耆出張所 1 1

境港消防署 2 2
弓ヶ浜出張所 1 1

大山消防署 1 1
中山出張所 1 1

江府消防署 1 1
生山出張所 1 1

14 12 2
33 24 3

救急自動車数
署所名消防局名

合　　計

計

計

鳥取県東
部広域行
政管理組
合消防局

鳥取中部
ふるさと
広域連合
消防局

鳥取県西
部広域行
政管理組
合消防局

計

 

 

 

(2) 救急業務実施状況  

  平成１８年中における救急出場件数は、

２１，７１７件(前年２０，９７４件)、ま

た、救急隊員によって搬送された傷病者は、

２０，６１０人(前年２０，０７５人)であ

り、前年に比べ出場件数は７９３件、搬送

人員は５３５人それぞれ増加した。 

搬送人員を事故種別で見ると、急病１２，

４２５人(６０．３%)、一般負傷２，６６９

人（１３．０％）、交通事故２，４５３人(１

１．９%)で全体の８５．１%を占めている。 

また、年令区分で見ると６５歳以上高齢

者が１０，９７３人で全体の５３．２%を占

めている。 

＜救急出場件数及び搬送人員の推移＞ 

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

９年 １０年 １１年 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年 １８年

出場件数 搬送人員
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救助業務実施状況 

(1) 救助業務体制 

 平成１９年４月１日現在、救助隊は１２

隊で救助隊員数は２３５人である。 

 また、救助工作車は鳥取県東部広域行政

管理組合消防局１台（鳥取消防署）、鳥取

中部ふるさと広域連合消防局１台（倉吉消

防署）、鳥取県西部広域行政管理組合消防

局３台（皆生出張所、境港消防署、江府消

防署各１台）、計５台を保有し、救助活動

を実施している。 

 

(2) 救助業務実施状況 

 平成１８年中における状況は、出場件数

３３０件（前年４０２件）、活動件数１９

７件（前年２１２件）、救助人員２１２人

（前年２３１人）であり、前年と比べると、

出動件数、活動件数、救助人員ともに若干

減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜救助における出場件数、活動件数、 

及び救助人員の推移＞ 
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２－１　救急体制等
(平成19. 4. 1現在)

計格

う １ う う ５ う の救

団体名 ち 年 ち ち 年 ち う急

計 非 未 非 非 以 非 ち自

常 満 常 常 上 常 高動

用 用 用 用 規車

7 5 2 14 13 1 1 4 8 1

4 2 6 6 3 3

7 5 2 14 14 2 2 4 8 2

県　　計
18 12 4 34 33 3 3 0 11 0 19 3

救急自動車数

基準台数

計

人
口
に
よ
る
基
準
台
数

出

動

頻

度

等

に

よ

る

増

減

台

数

非
常
用
緊
急
自
動
車
の
台
数

5

年

未

満

1

年

以

上

東部広域行政
管理組合消防

局

中部ふるさと
広域連合消防

局

西部広域行政
管理組合消防

局

23

8

4

11
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２－２　資格別消防職員数

団体名等 救急Ⅰ課程 救急Ⅱ課程 救急標準課程 救急救命士

修  了  者 修  了  者 修  了  者 資　格　者
救 乗 0

鳥 取 県 東 部 急 車 兼 (Ａ) 198 4 109 50 35
自 し (Ｂ) 0

広 域 行 政 管 理 動 て 任 小計 198 4 109 50 35
車 い

組 合 消 防 局 に る 4 109 50 35
者

77 26 48 3
救 乗 0

鳥 取 中 部 急 車 兼 (Ａ) 93 2 46 20 25
自 し (Ｂ) 0

ふ る さ と 広 域 動 て 任 小計 93 2 46 20 25
車 い

連 合 消 防 局 に る 2 46 20 25
者

31 11 19 1
救 乗 60 4 10 46

鳥 取 県 西 部 急 車 兼 (Ａ) 164 22 112 30
自 し (Ｂ) 0

広 域 行 政 管 理 動 て 任 小計 164 22 112 30 0
車 い

組 合 消 防 局 に る 22 116 40 46
者

46 24 17 1 4
救 乗 60 0 4 10 46
急 車 兼 (Ａ) 455 28 267 100 60
自 し (Ｂ)
動 て 任 小計 455 28 267 100 60
車 い
に る
者

154 61 84 5 4
(注)　　「救急隊員」欄の専任・兼任の別はつぎによる。

　　　　専任…専任の救急隊員として辞令の交付を受けている者職務命令により専ら救急業務に従事している者

　　　　兼任…上記専任以外で救急業務に従事している者として、以下に区分すること

　　　　　　　　　兼任（Ａ）　　他の消防用自動車等との乗換兼任

　　　　　　　　　兼任（Ｂ）　　専任及び兼任隊員の休日等における代替要員

区　　　　　分

消防法施行令第44条３項各号に掲げる要件に該当する者

合計

消
防
職
員
等

救
急
隊
員

専　　任

計

そ　　の　　他

消
防
職
員
等

救
急
隊
員

専任

計

そ　　の　　他

消
防
職
員
等

救
急
隊
員

専任

計

そ　　の　　他

県　　　　計

消
防
職
員
等

救
急
隊
員

専任

計

そ　　の　　他

(平成19. 4. 1現在)

93

224

515 28 271 110 106

198
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２－３　医療機関数調

国 公 公 私 的 国 公 公 私 的 合
管　内　別 病 診 病 診

療 療 計
立 立 的 院 所 立 立 的 院 所

4 1 1 6 1 7 190 198 204

1 4 5 1 1 4 88 94 99

3 2 2 6 1 14 1 8 229 238 252

合　　　計 3 6 4 11 1 25 2 1 1 19 507 530 555

(平成19. 4. 1現在)

西部広域行
政管理組合
消防局

救急告示医療機関 その他の医療機関

計 計

東部広域行
政管理組合
消防局

中部ふるさ
と広域連合
消防局
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２－４　救急告示医療機関

開 設 主 体 一 般 一 般 以 外 計

県 鳥 取 県 立 中 央 病 院 鳥 取 市 417 14 431 S41.3.31

市 鳥 取 市 立 病 院 〃 370 370 S41.3.11

町
岩美町国民健康保険
岩 美 病 院

岩 美 町 60 100 160 S45.2.24

〃
国 民 健 康 保 険
智 頭 病 院

智 頭 町 96 48 144 S48.10.9

公 的
日 本
赤 十 字 社

鳥 取 赤 十 字 病 院 鳥 取 市 438 438 S41.3.11

私 的 病 院 医 療 生 協 鳥 取 生 協 病 院 〃 260 260 S55.7.1

公 立 県 鳥 取 県 立 厚 生 病 院 倉 吉 市 300 4 304 S40.3.30

医 療 法 人 清 水 病 院 〃 114 114 S40.3.30

〃
野 島 病 院

〃 187 46 233 S40.3.30

〃 藤 井 政 雄 記 念 病 院 〃 68 52 120 H15.10.21

独 立 行 政
法 人

国 米 子 医 療 セ ン タ ー 米 子 市 250 250 S47.5.12

国 立 大 学
法 人

〃
鳥 取 大 学 医 学 部
附 属 病 院

〃 649 48 697 S56.8.7

町
南部町国民健康保険
西 伯 病 院

南 部 町 42 156 198 S58.5.6

〃
日南町国民健康保険
日 南 病 院

日 南 町 59 40 99 S61.5.6

独 立 行 政
法 人

山 陰 労 災 病 院 米 子 市 394 394 S55.4.11

済 生 会
鳥 取 県 済 生 会
境 港 総 合 病 院

境 港 市 199 64 263 S44.5.30

一 部
事 務 組 合

日 野 病 院 日 野 町 99 99 S45.9.25

医 療 法 人 高 島 病 院 米 子 市 83 60 143 S40.3.30

〃 博 愛 病 院 〃 247 247 S62.7.17

個 人 新田外科胃腸科病院 〃 30 10 40 S45.9.25

医 療 法 人 元 町 病 院 境 港 市 26 50 76 S44.5.30

私 的 診 療 所 医 療 法 人
米 子 ハ ー ト
ク リ ニ ッ ク

米 子 市 19 19 H15.10.21

（平成19.10.1現在）

管
内
別

開 設 主 体 区 分

病院名等
所在

市町村

許可病床
告示

年月日

鳥
取
県
東
部
広
域
行
政
管
理
組
合

公 立

鳥
取
中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合

私 的 病 院

鳥
取
県
西
部
広
域
行
政
管
理
組
合

公 立

公 的

私 的 病 院
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２－５　救急活動状況

火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

然 通 働 動 般 損 転搬 医搬 資等 そ

災 事 災 競 負 行 機輸 の

災 害 難 故 害 技 傷 害 為 病 院送 師送 材送 他

8,269 68 16 817 71 77 1,031 29 89 5,317 685 8 61

4,323 8 9 424 33 50 592 16 44 2,670 464 1 3 9

9,125 118 12 973 78 65 1,180 61 138 5,277 1,167 51 5

合　　計 21,717 194 0 37 2,214 182 192 2,803 106 271 13,264 2,316 60 3 75

火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

然 働 動 般 損

災 災 競 負 行

災 害 難 通 害 技 傷 害 為 病

7,925 22 8 954 66 78 986 28 67 5,015 701

4,212 11 7 494 33 47 570 13 28 2,541 468

8,473 18 7 1,005 75 65 1,113 49 108 4,869 1,164

合　　計 20,610 51 0 22 2,453 174 190 2,669 90 203 12,425 2,333

鳥取県東部
広域行政管理
組合消防局

鳥取中部
ふるさと広域
連合消防局

鳥取県西部
広域行政管理
組合消防局

救　　　　　　急　　　　　　活　　　　　　動　　　　　　状　　　　　　況

搬　　　送　　　人　　　員

計

そ

の

他

鳥取県東部
広域行政管理
組合消防局

鳥取中部
ふるさと広域
連合消防局

鳥取県西部
広域行政管理
組合消防局

団体名

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

団体名

救　　　　　　　　急　　　　　　　　活　　　　　　　　動　　　　　　　　状　　　　　　　　況

救　　　急　　　出　　　場　　　件　　　数

計

そ　　の　　他
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２－６　時間帯別救急活動状況

　　事故種別

火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

然 通 働 動 般 損 転搬 医搬 資等

災 事 災 競 負 行 機輸

時間帯区分
災 害 難 故 害 技 傷 害 為 病 院送 師送 材送

０～２
931 9 0 1 59 0 0 89 14 22 686 38 2 0 11

２～４
730 14 0 2 54 1 0 62 14 10 546 25 0 0 2

４～６
756 9 0 1 61 1 0 68 9 18 564 22 2 0 1

６～８
1,384 6 0 5 158 3 1 182 1 21 968 32 0 0 7

８～10
2,532 12 0 2 271 32 13 320 5 21 1,507 331 8 0 10

10～12
2,650 22 0 6 251 38 39 388 5 19 1,395 469 11 0 7

12～14
2,536 25 0 6 248 21 44 331 7 24 1,395 419 10 1 5

14～16
2,365 21 0 7 258 37 44 335 2 33 1,292 320 9 0 7

16～18
2,246 22 0 1 360 33 19 315 5 29 1,143 303 7 0 9

18～20
2,269 20 0 4 239 5 8 317 8 36 1,426 195 4 1 6

20～22
1,905 22 0 2 140 3 20 246 21 19 1,324 95 4 1 8

22～24
1,413 12 0 0 115 8 4 150 15 19 1,018 67 3 0 2

計
21,717 194 0 37 2,214 182 192 2,803 106 271 13,264 2,316 60 3 75

　　事故種別

火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

然 通 働 動 般 損

災 事 災 競 負 行

時間帯区分
災 害 難 故 害 技 傷 害 為 病

０～２
856 1 0 1 58 0 0 83 13 18 643 39

２～４
670 3 0 1 46 1 0 59 13 8 514 25

４～６
690 1 0 1 61 0 0 67 5 12 521 22

６～８
1,324 8 0 3 172 3 1 172 0 12 916 37

８～10
2,478 1 0 1 324 31 13 315 4 15 1,442 332

10～12
2,524 7 0 4 285 37 37 370 5 14 1,292 473

12～14
2,413 9 0 4 268 20 43 314 7 17 1,311 420

14～16
2,271 4 0 4 303 34 45 318 2 26 1,212 323

16～18
2,149 4 0 1 388 32 19 298 3 22 1,078 304

18～20
2,140 3 0 1 264 5 8 306 6 26 1,325 196

20～22
1,762 8 0 1 152 3 20 229 16 17 1,221 95

22～24
1,333 2 0 0 132 8 4 138 16 16 950 67

計
20,610 51 0 22 2,453 174 190 2,669 90 203 12,425 2,333

計 その他

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

救　　　　急　　　　出　　　　場　　　　件　　　　数

計

そ　　　の　　　他

そ
の
他

搬　　　　送　　　　人　　　　員
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２－７　医療機関別搬送人員の状況

団体名 国 公 公 国 公 公

立 立 的 立 立 的

5 4,623 1,798 1,250 0 7,676 67 0 2 106 51 226

(5) (4) (0) (21) (0) (30) (0) (0) (0) (2) (0) (2)

85 1,762 2 1,931 0 3,780 26 1 0 336 57 420

(85) (15) (2) (6) (0) (108) (0) (1) (0) (0) (1) (2)

4,817 743 695 1,878 73 8,206 2 0 0 100 142 244

(2) (11) (6) (18) (0) (37) (2) (0) (0) (4) (3) (9)

4,907 7,128 2,495 5,059 73 19,662 95 1 2 542 250 890

(92) (30) (8) (45) (0) (175) (2) (1) (0) (6) (4) (13)

合

団体名 国 公 公 接院 そ

の 計 計

立 立 的 骨等 他

72 4,623 1,800 1,356 51 7,902 0 23 23 7,925

(5) (4) (0) (23) (0) (32) (0) (0) (0) (32)

111 1,763 2 2,267 57 4,200 0 12 12 4,212

(85) (16) (2) (6) (1) (110) (0) (0) (0) (110)

4,819 743 695 1,978 215 8,450 0 23 23 8,473

(4) (11) (6) (22) (3) (46) (0) (0) (0) (46)

5,002 7,129 2,497 5,601 323 20,552 0 58 58 20,610

(94) (31) (8) (51) (4) (188) (0) (0) (0) (188)

　　(注)　　(　　)は、管外の医療機関等に収容した数で、内数。

鳥取県東部
広域行政管理
組合消防局

鳥取中部
ふるさと広域
連合消防局

鳥取県西部
広域行政管理
組合消防局

合　　　計

医　　　　　療　　　　　機　　　　　関

その他の場所

計

私　　的

計

病　院 診療所

鳥取県東部
広域行政管理
組合消防局

鳥取中部
ふるさと広域
連合消防局

鳥取県西部
広域行政管理
組合消防局

合　　　計

計
病　院 診療所 病院 診療所

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

医　　　　　　　　　療　　　　　　　　　機　　　　　　　　　関

救急告示医療機関 その他の医療機関

私　　的

計

私　　的
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２－８　年令区分別搬送人員の状況（事故種別）

事故種別

急　　  病 交通事故 一般負傷 そ の 他 合　　　計
年令区分

5 0 1 100 106

495 93 193 80 861

281 240 142 136 799

4,291 1,602 778 1,200 7,871

7,353 518 1,555 1,547 10,973

12,425 2,453 2,669 3,063 20,610

(注) 新生児……生後28日以内の者

乳幼児……生後29日以上7歳未満の者

少年………7歳以上18歳未満の者

成人………18歳以上65歳未満の者

老人………65歳以上の者

その他……「火災」

　　　　　　　「自然災害」

　　　　　　　「水難」

　　　　　　　「労働災害」（新生児・乳幼児は除く）

　　　　　　　「運動競技」（新生児は除く）

　　　　　　　「加害」

　　　　　　　「自損行為」（新生児は除く）

　　　　　　　「その他」

成　　　　　 人

老　　　　　 人

合　　　　　 計

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

新　　生　　児

乳　　幼　　児

少　　　　　 年
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２－９－１　傷病程度別搬送人員の状況 〔事故種別〕

死 亡 155 1 0 3 6 2 0 14 0 16 113 0

重 症 775 3 0 2 42 7 3 51 0 10 480 177

中 等 症 3,811 4 0 1 287 44 45 439 8 30 2,530 423

軽 症 3,162 14 0 2 618 13 30 467 20 11 1,891 96

そ の 他 22 0 0 0 1 0 0 15 0 0 1 5

計 7,925 22 0 8 954 66 78 986 28 67 5,015 701

死 亡 70 0 0 3 4 3 0 4 0 7 49 0

重 症 474 1 0 1 30 3 10 69 1 4 202 153

中 等 症 1,820 1 0 2 132 18 20 220 2 12 1,140 273

軽 症 1,847 9 0 1 328 9 17 277 10 5 1,150 41

そ の 他 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

計 4,212 11 0 7 494 33 47 570 13 28 2,541 468

死 亡 193 0 0 4 10 5 0 21 0 16 134 3

重 症 1,254 3 0 0 45 16 7 173 4 11 589 406

中 等 症 3,998 6 0 1 245 28 34 453 11 67 2,479 674

軽 症 3,005 9 0 2 703 25 24 460 34 14 1,667 67

そ の 他 23 0 0 0 2 1 0 6 0 0 0 14

計 8,473 18 0 7 1,005 75 65 1,113 49 108 4,869 1,164

死 亡 418 1 0 10 20 10 0 39 0 39 296 3

重 症 2,503 7 0 3 117 26 20 293 5 25 1,271 736

中 等 症 9,629 11 0 4 664 90 99 1,112 21 109 6,149 1,370

軽 症 8,014 32 0 5 1,649 47 71 1,204 64 30 4,708 204

そ の 他 46 0 0 0 3 1 0 21 0 0 1 20

計 20,610 51 0 22 2,453 174 190 2,669 90 203 12,425 2,333

(注) 死　 亡……初診時において、死亡が確認されたもの

重　 症……傷病の程度が３週間の入院加療を必要とするもの以上のもの

中等症……傷病の程度が入院を要するもので重症にいたらないもの

軽　 症……傷病の程度が入院加療を必要としないもの

その他……医師の判断がないもの及び搬送先がその他の場所へ搬送したもの

２－９－２　傷病程度別搬送人員の状況 〔年令区分別〕

0 5 1 89 323 418

17 16 26 667 1,777 2,503

78 279 278 3,199 5,795 9,629

8 556 492 3,891 3,067 8,014

3 5 2 25 11 46

106 861 799 7,871 10,973 20,610

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

団
体
名

傷病
程度別

事　　　　　故　　　　　種　　　　　別　　　　　搬　　　　　送　　　　　人　　　　　員

計 火災
自然
災害

水難 交通
労働
災害

中
部
ふ
る
さ
と

広
域
連
合
消
防
局

西
部
広
域
行
政

管
理
組
合
消
防
局

急病 その他
運動
競技

一般
負傷

加害
自損
行為

東
部
広
域
行
政

管
理
組
合
消
防
局

合

計

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

新生児 乳幼児 少　　年 成　　人 老　　人 合　　計

合 計

死 亡

重 症

中 等 症

そ の 他

軽 症
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２－10　不搬送の状況〔事故種別・不搬送理由別〕（件数）

事故

種別

不搬送

　理由

緊急性なし 1 8 9
傷病者なし 35 6 2 12 8 8 71
拒 否 3 18 1 15 2 107 1 3 150
酩 酊 7 21 4 32
死 亡 2 1 4 3 13 62 4 89
現 場 処 置 1 1 1 6 1 4 18 32
誤 報 ・
い た ず ら 1 1 5 18 25

そ の 他 12 4 16 4 13 5 77 1 10 142
計 49 0 8 46 6 1 47 4 22 310 2 8 0 47 550

緊急性なし 1 2 1 4
傷病者なし 4 1 5 10
拒 否 15 1 10 1 36 63
酩 酊 1 3 4
死 亡 2 2 9 15 41 69
現 場 処 置 2 1 21 24
誤 報 ・
い た ず ら

1 1 1 5 4 12

そ の 他 1 6 2 4 1 18 1 1 34
計 1 0 2 29 0 3 27 4 16 131 2 0 0 5 220

緊急性なし 3 14 1 77 1 96
傷病者なし 78 3 47 10 2 2 48 2 2 194
拒 否 2 1 28 2 19 8 3 121 184
酩 酊 3 1 16 1 21
死 亡 3 1 8 18 79 109
現 場 処 置 4 11 4 23 2 1 45
誤 報 ・
い た ず ら 12 6 1 2 15 2 38

そ の 他 7 12 2 9 1 2 39 6 50 128
計 102 0 5 103 4 0 73 13 30 418 11 51 0 5 815

緊急性なし 0 0 0 3 0 0 16 0 1 87 2 0 0 0 109
傷病者なし 113 0 3 57 0 0 13 2 2 65 2 8 0 10 275
拒 否 2 0 4 61 3 1 44 11 3 264 1 0 0 3 397
酩 酊 0 0 0 4 0 0 8 0 0 40 0 0 0 5 57
死 亡 5 0 4 6 0 0 20 0 46 182 0 0 0 4 267
現 場 処 置 0 0 0 5 1 1 19 2 8 62 2 1 0 0 101
誤 報 ・
い た ず ら 12 0 0 8 0 0 1 4 1 25 0 0 0 24 75

そ の 他 20 0 4 34 6 2 26 2 7 134 8 50 0 11 304
計 152 0 15 178 10 4 147 21 68 859 15 59 0 57 1585

　'(注)　不搬送理由が重複する場合には、当該出場に付き主たる理由１件として整理した。
 　 なお、事故現場において応急処置を行った場合には、他の不搬送理由と重複の有無にかかわらず、現場処理に分類した。

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

団
体
名

火
災

自
然
災
害

水
難

交
通
事
故

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般
負
傷

加
害

自
損
行
為

急
病

そ　　の　　他

計
転
院
搬
送

医
師
搬
送

資
機
材
等
輸
送

そ
の
他

東
部
広
域
行
政
管
理

組
合
消
防
局

中
部
ふ
る
さ
と
広
域

連
合
消
防
局

西
部
広
域
行
政
管
理

組
合
消
防
局

合計
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２－11　現場到着所要時間の状況（出場件数）

最 最 平
団 短 長 均

所 所 所
体 事故種別 要 要 要

時 時 時
名 間 間 間

(分) (分) (分)

急 病 327 1,026 3,114 797 53 5,317 28 6.7

交通事故 39 188 464 110 16 817 30 6.7

一般負傷 60 186 562 201 22 1,031 61 7.4

そ の 他 96 288 572 133 15 1,104 32 6.2

計 522 1,688 4,712 1,241 106 8,269

急 病 114 595 1,312 624 25 2,670 1 35 7.0

交通事故 27 119 196 70 12 424 46 7.0

一般負傷 15 133 278 155 11 592 48 8.0

そ の 他 27 193 306 106 5 637 23 7.0

計 183 1,040 2,092 955 53 4,323

急 病 199 1,092 3,066 835 85 5,277 52 7.0

交通事故 57 204 526 154 32 973 38 7.3

一般負傷 45 228 658 206 43 1,180 35 7.6

そ の 他 107 428 850 278 32 1,695 46 6.8

計 408 1,952 5,100 1,473 192 9,125

急 病 640 2,713 7,492 2,256 163 13,264 6.9
合

交通事故 123 511 1,186 334 60 2,214 7.0

一般負傷 120 547 1,498 562 76 2,803 7.6

そ の 他 230 909 1,728 517 52 3,436 6.6
計

計 1,113 4,680 11,904 3,669 351 21,717 7.0

（注）　平均所要時間の合計欄は、各組合及び広域連合の加重平均である。

東
部
広
域
行
政
管
理
組
合
消
防
局

西
部
広
域
行
政
管
理
組
合
消
防
局

中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
消
防
局

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

所　　　　要　　　　時　　　　間　　　　区　　　　分

3分未満
3分以上
5分未満

5～10分 10～20分 20分以上 合　　計

61



２－12　収容所要時間の状況（搬送人員）

最 最 平
短 長 均
所 所 所

事故種別 要 要 要
時 時 時
間 間 間
(分) (分) (分)

13 1,195 2,050 1,675 81 1 5,015 5 143 27.8
(1) (21) (22)

3 196 432 304 18 1 954 5 145 28.3
(0)

3 214 358 381 29 1 986 2 138 29.9
(3) (3)

4 293 330 319 22 2 970 4 162 28.1
(1) (4) (2) (7)

23 1,898 3,170 2,679 150 5 7,925
(0) (0) (1) (25) (4) (2) (32)
11 590 891 1,011 38 2,541 7 89 28.0

(1) (22) (18) (41)
4 138 173 175 4 494 7 115 28.0

(1) (1)
6 139 165 251 9 570 6 115 30.0

(1) (1) (2)
3 195 150 212 46 1 607 4 122 30.0

(22) (43) (1) (66)
24 1,062 1,379 1,649 97 1 4,212
(0) (0) (1) (46) (62) (1) (110)
2 488 1,929 2,301 140 9 4,869 8 216 32.0

(12) (13) (25)
98 404 467 35 1 1,005 10 123 32.4

(3) (3)
5 96 422 532 57 1 1,113 6 142 33.4

(0)
4 220 580 603 72 7 1,486 8 242 32.4

(12) (3) (3) (18)
11 902 3,335 3,903 304 18 8,473
(0) (0) (0) (27) (16) (3) (46)
26 2,273 4,870 4,987 259 10 12,425 29.5

(0) (2) (55) (31) (88)
7 432 1,009 946 57 2 2,453 29.9

(4) (0) (4)
14 449 945 1,164 95 2 2,669 31.4

(1) (5)
11 708 1,060 1,134 140 10 3,063 30.6

(0) (35) (50) (6) (91)
58 3,862 7,884 8,231 551 24 20,610
(0) (0) (2) (98) (82) (6) (188)

（注）　１　（　）書きは、管外搬送人員で内数
　　　　２　平均所要時間の合計欄は、各組合及び広域連合の加重平均である。
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２－13　救急隊員の行った応急処置に関する調（応急処置件数） （平成18.1.1～平成18.12.31）

急 病 4,959 35 51 36 19 163 1,863 246 9 45 44 1,246

交 通 事 故 934 71 543 1 7 185 12 2 151

一 般 負 傷 967 108 234 5 3 25 160 28 2 1 5 6 208

そ の 他 922 30 120 4 31 391 40 9 6 189

計 7,782 244 948 46 22 0 226 0 2,599 326 11 1 61 56 1,794

急 病 2,527 9 56 4 1 72 1,017 144 1 9 52 6 151

交 通 事 故 460 23 355 4 88 7 1 1 3 21

一 般 負 傷 547 48 221 2 12 77 23 3 8 3 19

そ の 他 576 11 77 2 15 244 27 2 8 2 20

計 4,110 91 709 8 1 0 103 0 1,426 201 2 15 71 11 211

急 病 4,782 27 58 26 178 1,941 323 10 9 91 20 2,426

交 通 事 故 962 129 534 2 11 142 15 5 1 253

一 般 負 傷 1,074 186 322 3 29 121 35 13 16 7 417

そ の 他 1,414 37 136 9 1 40 542 65 1 12 1 649

計 8,232 379 1,050 40 1 0 258 0 2,746 438 11 22 124 29 3,745

急 病 12,268 71 165 66 20 0 413 0 4,821 713 20 18 188 70 3,823

交 通 事 故 2,356 223 1,432 3 0 0 22 0 415 34 1 1 10 1 425

一 般 負 傷 2,588 342 777 10 3 0 66 0 358 86 2 17 29 16 644

そ の 他 2,912 78 333 15 1 0 86 0 1,177 132 1 2 29 9 858

計 20,124 714 2,707 94 24 0 587 0 6,771 965 24 38 256 96 5,750

　１　気道確保の*1は、経鼻エアウェイを使用して気道確保を行った件数
        *2は、喉頭鏡・鉗子等により異物除去を行った件数
        *3は、救急救命士がラリンゲルマスク等を使用して気道確保を行った件数
        *4は、救急救命士が気管挿管処置を実施して気道確保を行った件数

急 病 39 9 3 7 17 48 2 101 4,475 3,457 4,788 2,919 19,514

交 通 事 故 211 1 14 815 493 908 216 3,628

一 般 負 傷 237 1 8 10 849 512 929 294 3,611

そ の 他 62 2 2 2 4 11 748 477 868 387 3,366

計 549 11 0 3 9 0 20 61 2 136 6,887 4,939 7,493 3,816 30,119

急 病 9 23 2 21 15 32 3 1,009 2,270 762 2,304 1,054 8,935

交 通 事 故 69 1 1 6 387 165 349 38 1,514

一 般 負 傷 123 3 3 1 7 1 54 445 98 436 76 1,646

そ の 他 25 5 5 1 8 109 422 77 496 154 1,693

計 226 31 0 2 29 0 18 48 4 1,178 3,524 1,102 3,585 1,322 13,788

急 病 20 17 3 2 12 13 37 3 2,840 4,180 1,156 4,540 1,873 19,658

交 通 事 故 199 3 126 816 178 931 89 3,428

一 般 負 傷 242 1 1 1 11 1 313 878 135 1,009 98 3,802

そ の 他 65 5 7 4 539 1,120 203 1,334 342 5,098

計 526 18 3 2 13 0 19 58 8 3,818 6,994 1,672 7,814 2,402 31,986

急 病 68 49 3 7 40 0 45 117 8 3,950 10,925 5,375 11,632 5,846 48,107

交 通 事 故 479 0 0 0 0 0 1 5 0 146 2,018 836 2,188 343 8,570

一 般 負 傷 602 4 0 0 4 0 3 26 2 377 2,172 745 2,374 468 9,059

そ の 他 152 7 0 0 7 0 8 19 4 659 2,290 757 2,698 883 10,157

計 1,301 60 3 7 51 0 57 167 14 5,132 17,405 7,713 18,892 7,540 75,893

　２　在宅療法の*Aは、在宅中心静脈栄養管理・在宅化学療法等により点滴が施されている傷病者に対し応急処置を行った件数
　　　　　　　　　　　 *Bは、気管切開孔又は気管瘻・人工肛門等の外瘻が施されている傷病者に対し応急処置等を行った件数
　　　　　　　　　　　 *Cは、*A・*B以外の傷病者に対し応急処置等を行った件数
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２－13　（その２） 不搬送件数のうち救急隊員の行った現場応急処置に関する調（応急処置件数） （平成18.1.1～平成18.12.31）

14 1 3 7 5 5 1 1

1 1 1 1

3 1 1 1 1 1 1

4 1 1 2 1

22 2 2 1 3 0 9 0 9 6 2 0 0 0 3

21 1 1 1 1

2

1

24 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 1

74 1 10 7 10 1 1 4

4 1

14 1 3 1 3

14 1 3 1 4 1

106 3 1 0 0 0 16 0 9 17 2 0 1 0 4

109 0 1 1 3 0 18 0 13 16 2 0 1 0 6

5 2 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0

19 2 0 0 0 0 4 0 2 4 1 0 0 0 1

19 1 1 0 0 0 4 0 3 4 1 0 0 0 1

152 5 3 1 3 0 26 0 19 24 4 0 1 0 8
　１　気道確保の*1は、経鼻エアウェイを使用して気道確保を行った件数

　　　 *2は、喉頭鏡・鉗子等により異物除去を行った件数
　　　 *3は、救急救命士がラリンゲルマスク等を使用して気道確保を行った件数

1 3 7 4 6 43

1 1 1 1 1 8

1 6

2 1 1 1 10

4 0 0 0 0 0 1 0 0 0 5 8 6 8 67

4 19 4 1 32

0

1 1 2

1 1

1 0 0 0 0 0 0 0 0 5 19 5 1 0 35

2 11 38 9 42 31 165

2 1 4

1 2 6 1 7 3 28

1 1 3 1 4 9 28

4 0 0 0 0 0 2 0 0 14 47 11 54 43 225

0 0 0 0 0 0 3 0 0 15 60 20 47 37 240

3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1 12

3 0 0 0 0 0 0 0 0 2 6 2 7 3 36

3 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4 1 5 10 39

9 0 0 0 0 0 3 0 0 19 71 24 61 51 327
　２　在宅療法の*Aは、在宅中心静脈栄養管理・在宅化学療法等により点滴が施されている傷病者に対し応急処置を行った件数

 　　  *Bは、気管切開孔又は気管瘻・人工肛門等の外瘻が施されている傷病者に対し応急処置等を行った件数
 　　　*Cは、*A・*B以外の傷病者に対し応急処置等を行った件数
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２－14　転送回数別搬送人員の状況〔事故種別〕

事故種別

転送回数

０ 4,998 949 982 964 7,893 (0)

１ 17 5 4 6 32 (0)

２ 0 (0)

３以上 0 (0)

計 5,015 (0) 954 (0) 986 (0) 970 (0) 7,925 (0)

０ 2,532 493 563 605 4,193 (0)

１ 9 (3) 1 7 (1) 2 (2) 19 (6)

２ 0 (0)

３以上 0 (0)

計 2,541 (3) 494 (0) 570 (1) 607 (2) 4,212 (6)

０ 4,847 999 1,106 1,479 8,431 (0)

１ 22 (9) 6 (1) 7 (1) 7 (6) 42 (17)

２ 0 (0)

３以上 0 (0)

計 4,869 (9) 1,005 (1) 1,113 (1) 1,486 (6) 8,473 (17)

０ 12,377 (0) 2,441 (0) 2,651 (0) 3,048 (0) 20,517 (0)

合
１ 48 (12) 12 (1) 18 (2) 15 (8) 93 (23)

２ 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

３以上 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)
計

計 12,425 (12) 2,453 (1) 2,669 (2) 3,063 (8) 20,610 (23)

　(注)　(　　)内は、応急処置のみ行ったものであり、内数である。

２－14　（その２）転送回数別搬送人員の状況〔傷病程度別〕（医療機関搬送分）

  （注）　　傷病程度が「その他」の者は含まない。
8,014 20,564

３以上 0
合　　計 418 2,503 9,629

0 0

13 92
0 0
0 0

２ 0 0 0
１ 1 31 47
０ 417 2,472 9,582
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(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

団体
名

急　　病 交通事故 一般負傷 その他 計

　　　　(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

死　　亡 重　　症 中等症 合　　計

8,001 20,472
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２－15　転送者の収容先医療機関の状況（搬送人員）

告示

の別等 開設者別

19 (0) 6 (0) 8 (1) 5 (0) 38 (1)

16 (0) 3 (0) 4 (0) 4 (0) 27 (0)

2 (0) 0 (0) 2 (0) 3 (0) 7 (0)

病 院 9 (0) 2 (0) 3 (0) 1 (0) 15 (0)

診 療 所 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

46 (0) 11 (0) 17 (1) 13 (0) 87 (1)

1 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 1 (0)

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

病 院 1 (0) 0 (0) 1 (0) 1 (0) 3 (0)

診 療 所 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

2 (0) 0 (0) 1 (0) 1 (0) 4 (0)

20 (0) 6 (0) 8 (1) 5 (0) 39 (1)

16 (0) 3 (0) 4 (0) 4 (0) 27 (0)

2 (0) 0 (0) 2 (0) 3 (0) 7 (0)

病 院 10 (0) 2 (0) 4 (0) 2 (0) 18 (0)

診 療 所 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

48 (0) 11 (0) 18 (1) 14 (0) 91 (1)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 (0)

0 (0) 1 (0) 0 (0) 1 (0) 2 (0)

0 (0) 1 (0) 0 (0) 1 (0) 2 (0)

48 (0) 12 (0) 18 (1) 15 (0) 93 (1)
　(注)　　（　）書きは、管外で内数
合　　　　　　計
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２－16　転送理由の状況（件数）
(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

転送理由

告示

の別等

急 病 0 5 1 0 20 0 8 34

救急告示交通事故 0 0 0 0 11 0 0 11

一 般 負傷 2 3 0 1 6 0 1 13

医療機関そ の 他 1 0 0 1 10 0 2 14

計 3 8 1 2 47 0 11 72

急 病 1 3 0 0 7 0 3 14

その他の交通事故 0 1 0 0 1 0 0 2

一 般 負傷 0 0 0 0 4 0 0 4

医療機関そ の 他 0 0 0 0 1 0 0 1

計 1 4 0 0 13 0 3 21

急 病 1 8 1 0 27 0 11 48

交 通 事故 0 1 0 0 12 0 0 13

計 一 般 負傷 2 3 0 1 10 0 1 17

そ の 他 1 0 0 1 11 0 2 15

計 4 12 1 2 60 0 14 93

急 病 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の交通事故 0 0 0 0 0 0 0 0

一 般 負傷 0 0 0 0 0 0 0 0

場　　所そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

4 12 1 2 60 0 14 93合　　　　　　計

ベ
ッ
ド
満
床

専
門
外

医
師
不
在事故

種別

計
手
術
中

処
置
困
難

理
由
不
明

そ
の
他

67



２－17　転送者の収容所要時間別の状況（搬送人員）

収容所要

時間

事故種別

急　　  病 0 (0) 0 (0) 3 (0) 15 (0) 28 (0) 2 (0) 48 (0)

交通事故 0 (0) 0 (0) 0 (0) 5 (0) 5 (0) 2 (0) 12 (0)

一般負傷 0 (0) 0 (0) 1 (0) 11 (0) 5 (1) 1 (0) 18 (1)

そ の 他 0 (0) 0 (0) 0 (0) 4 (0) 8 (0) 3 (0) 15 (0)

合　　  計 0 (0) 0 (0) 4 (0) 35 (0) 46 (1) 8 (0) 93 (1)

　(注)　　（　）書きは、管外で内数

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)
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２－18　応急手当指導員養成講習

応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 7 7 2 8

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 0

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0

消 防長が認めた者 0
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0

計 7 0 0 0 0 7 2 8
応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 266 8 274 2 9

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 0

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 60 9 69 9

消 防 長が認めた者 1 1 2
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0

計 267 9 60 0 9 345 2 18
274 9 60 0 9 352 4 26

応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 14 14 1

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 0

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0

消 防長が認めた者 2 2
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0

計 14 0 0 2 0 16 0 1
応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 77 77 5

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 1 24 25 3

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0

消 防長が認めた者 0
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0

計 78 0 24 0 0 102 0 8
92 0 24 2 0 118 0 9

応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 0

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 5 5 1

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0

消 防長が認めた者 0
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0

計 0 0 5 0 0 5 0 1
応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 214 10 224 6

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 45 45 5

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0

消 防長が認めた者 0
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0

計 214 0 55 0 0 269 0 11
214 0 60 0 0 274 0 12

応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 21 0 0 0 0 21 2 9

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 0 0 5 5 0 1

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0 0 0 0 0 0 0 0

合 消 防長が認めた者 0 0 0 2 0 2 0
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0 0 0 0 0 0 0

計 21 0 5 2 0 28 2 10
応急手当指導員講習
Ⅰ （ 修 了 者 ） 557 8 10 0 0 575 2 20

応急手当指導員講習
Ⅱ （ 修 了 者 ） 1 0 69 70 0 8

応急手当指導員講習
Ⅲ （ 修 了 者 ） 0 0 60 0 9 69 0 9

計 消 防長が認めた者 1 1 0 0 0 2 0
応急手当指導員講習
Ⅰ 免 除 者 0 0 0 0 0 0 0

計 559 9 139 0 9 716 2 37
580 9 144 2 9 744 4 47

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)
組
合
名
区　　　　　　　　分 消防職員

消防職員
の退職者

消防団員
医師・救急
救命士等の
医療従事者

その他 計
登録を

抹消した者
講習回数

東
部
広
域
行
政
管
理
組
合
消
防
局

1
8
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計

中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
消
防
局

1
8
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計

1
8
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計

西
部
広
域
行
政
管
理
組
合
消
防
局

1
8
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計
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２－19　応急手当普及員養成講習

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 8 5 13 1

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0

消 防 長 が 認 め た 者 0

応急手当普及員講習Ⅱ免除者 0

計 0 0 8 0 5 13 0 1

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 141 11 152 9

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0

消 防 長 が 認 め た 者 0

応急手当普及員講習Ⅱ免除者 0

計 0 0 141 0 11 152 0 9

0 0 149 0 16 165 0 10

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 7 4 11 1

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0

消 防 長 が 認 め た 者 0

応急手当普及員講習Ⅱ免除者 0

計 0 0 7 0 4 11 0 1

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 41 41 5

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0

消 防 長 が 認 め た 者 0

応急手当普及員講習Ⅱ免除者 0

計 0 0 41 0 0 41 0 5

0 0 48 0 4 52 0 6

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 2 51 53 4

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0

消 防 長 が 認 め た 者 0

応急手当普及員講習Ⅱ免除者 0

計 0 0 2 0 51 53 0 4

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 86 86 8

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0

消 防 長 が 認 め た 者 0

応急手当普及員講習Ⅱ免除者 0

計 0 0 86 0 0 86 0 8

0 0 88 0 51 139 0 12

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 0 0 17 0 60 77 0 6

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0 0 0 0 0 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0 0 0 0 0 0 0 0

合 消 防 長 が 認 め た 者 0 0 0 0 0 0 0

応 急手当普及員講習Ⅱ免除者 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 17 0 60 77 0 6

応急手当普及員講習Ⅰ（修了者） 0 0 268 0 11 279 0 22

応急手当普及員講習Ⅱ（修了者） 0 0 0 0 0 0

応急手当普及員講習Ⅲ（修了者） 0 0 0 0 0 0 0 0

計 消 防 長 が 認 め た 者 0 0 0 0 0 0 0

応 急手当普及員講習Ⅱ免除者 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 268 0 11 279 0 22

0 0 285 0 71 356 0 28

講習回数
消防職員
の退職者

消防団員 その他 計

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

医師・救急
救命士等の
医療従事者

東
部
広
域
行
政
管
理
組
合
消
防
局

18
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計

組
合
名

区　　　　　　　　分 消防職員
登録を抹
消した者

中
部
ふ
る
さ
と
広
域
連
合
消
防
局

18
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計

18
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計

西
部
広
域
行
政
管
理
組
合
消
防
局

18
年
中
の
修
了
者

前
年
中
ま
で
の
修
了
者

合　　　　　計
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２－20　住民に対する応急手当普及啓発活動の実施状況等
(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

区分

受 回 受 回 受 回 受 回

講 講 講 講

団体 人 人 人 人

員 数 員 数 員 数 員 数

3,170 161 627 42 36 2 3,833 205 10,692 424

1,945 138 2 2 1,947 140 4,950 150

10,362 559 10,362 559 3,461 86

合　　計 15,477 858 627 42 38 4 16,142 904 19,103 660

区分

団体

29 21 1 19 1

15 13 1 14 3

30 54 1 17 5

合　　計 74 88 3 9

東部広域行政管理
組合消防局

中部ふるさと広域
連合消防局

西部広域行政管理
組合消防局

応急手当の普及啓発推進に関
する実施要綱に基づく普及講習

東部広域行政管理
組合消防局

中部ふるさと広域
連合消防局

西部広域行政管理
組合消防局

上級救命講習 計

蘇生訓練用
人　 形 　数 外

傷
模
型
セ
ッ
ト

そ
の
他成

人
用

乳
児
用

A
E
D
ト
レ
ー
ナ
ー

受
講
人
員

普通救命
講習 （Ⅱ）

その他の講習

普及啓発用資機材の保有状況
(平成19年4月1日現在）

回

数

普通救命講習
(Ⅰ)
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２－21　救助体制等

区分　　

　団体名 計 計

0 0 0

0 69 2

うち基準を満たすもの 0 0 0 0 0 0

0 0 0

　うち特別救助隊 3 3 0 3 33 69

0 225 5

うち基準を満たすもの 0 0 0 0 0 0

0 12 214 225

県
計

　総　　　　　　　数 14 12

東
部
広
域
行
政
管
理

組
合
消
防
局

西
部
広
域
行
政
管
理

組
合
消
防
局

中
部
ふ
る
さ
と
広
域

連
合
消
防
局

(平成19. 4. 1現在)
救　　助　　隊　　数 救　助　隊　員　数

救
助
工
作
車

基
準
隊
数

実　　　数
基
準
隊
員
数

実　　　数

専
任
救
助
隊

兼
任
救
助
隊

専
任
救
助
隊

兼
任
救
助
隊

　総　　　　　　　数 5 4 4 79 59 59 1

うち基準を満たすもの 0 0

　うち特別救助隊 2 1 1 18 22 22 1

うち基準を満たすもの 0 0

　総　　　　　　　数 4 4 4 60 91 91 1

うち基準を満たすもの 0 0

　うち特別救助隊 1 1 1 15 23 23 1

うち基準を満たすもの 0 0

　総　　　　　　　数 5 4 4 75 75 75 3

うち基準を満たすもの 0 0

　うち特別救助隊 1 1 24

0うち基準を満たすもの 0

24
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２－22　救助活動実施状況

事故種別

区分

8 205 29 0 15 6 1 0 66 330

8 115 18 0 9 3 1 0 43 197

4 131 17 0 9 3 2 0 46 212

救 助 隊 員 82 1,382 191 0 93 27 8 0 329 2,112

消 防 隊 員 159 687 217 0 73 15 6 0 218 1,375

救 急 隊 員 28 859 95 0 51 19 6 0 222 1,280

消 防 団 員 149 5 2 0 0 0 0 0 65 221

計 418 2,933 505 0 217 61 20 0 834 4,988

救 助 隊 員 53 518 106 0 43 9 8 0 150 887

消 防 隊 員 58 338 111 0 28 7 0 0 95 637

救 急 隊 員 0 370 33 0 15 7 0 0 117 542

消 防 団 員 0 0 0 0 0 0 0 0 9 9

計 111 1,226 250 0 86 23 8 0 371 2,075

救 助 工 作 車 5 204 37 0 16 6 1 0 42 311

消防ポンプ自動車 45 285 51 0 21 4 1 0 83 490

救 急 自 動 車 9 283 30 0 17 6 2 0 73 420

そ の 他 の 車 輌 等 33 16 30 0 5 0 2 0 34 120

計 92 788 148 0 59 16 6 0 232 1,341

救 助 工 作 車 5 64 19 0 6 2 1 0 17 114

消防ポンプ自動車 22 147 31 0 9 2 1 0 39 251

救 急 自 動 車 0 120 12 0 5 2 2 0 36 177

そ の 他 の 車 輌 等 3 2 15 0 2 0 2 0 7 31

計 30 333 77 0 22 6 6 0 99 573

　　　　　 ２　消防団車輌はその他に含む。

（平成18.1.1～平成18.12.31）
火

災

交

通

事

故

水

難

事

故

風

水

害

等

自

然

災

害

機

械

に

よ

る

事

故

建

築

等

に

よ

る

事

故

ガ

ス

及

び

酸

欠

事

故

破

損

事

故

そ

の

他

の

事

故

計

出 動 件 数

活 動 件 数

救 助 人 員

　(注)　　１　この表において、「火災」とは、救助隊及び消防隊が出動した火災
　　　　　　のうち、消防機関が何らかの救助活動を行った火災をいう。

出
動
人
員

活
動
人
員

出
動
車
輌
等

活
動
車
輌
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２－23　火災時における救助活動状況

区分

火災種別

建物火災 189 8 2 4 67 418 111 92 30

建 物 以外
の 火 災

75 0 0 0 0 0 0 0 0

計 264 8 2 4 67 418 111 92 30

　(注)　出動消防隊数は、救急隊数を除いたもの。

火災
件数

救助活
動を
行った
火災件
数

救助人
員を
伴った
火災件
数

救助
人員 活動

人員

出動
車輌等
(台)

活動
車輌等
(台)

(平成18. 1. 1～平成18.12.31)

救助活動を行った火災に係る事項

出動消
防隊数

出動
人員
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２－24　発生場所別の救助活動状況

事故種別

発生場所

8 0 0 0 0 3 0 0 3 14
0 0 0 0 11 1 0 0 2 14

高速自動車国道 0 12 0 0 0 0 0 0 0 12
その他の道路 0 163 0 0 1 0 0 0 3 167
内 水 面 0 4 10 0 0 0 0 0 2 16
外 水 面 0 1 17 0 0 0 0 0 4 22

0 1 0 0 0 0 0 0 25 26
0 21 0 0 3 2 0 0 26 52
0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
0 3 2 0 0 0 0 0 1 6
8 205 29 0 15 6 1 0 66 330
8 0 0 0 0 2 0 0 3 13
0 0 0 0 6 0 0 0 1 7

高速自動車国道 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1
その他の道路 0 95 0 0 1 0 0 0 0 96
内 水 面 0 3 6 0 0 0 0 0 0 9
外 水 面 0 0 10 0 0 0 0 0 3 13

0 1 0 0 0 0 0 0 17 18
0 13 0 0 2 1 0 0 19 35
0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
0 2 2 0 0 0 0 0 0 4
8 115 18 0 9 3 1 0 43 197
4 0 0 0 0 2 0 0 3 9
0 0 0 0 6 0 0 0 1 7

高速自動車国道 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1

その他の道路 0 108 0 0 1 0 0 0 0 109

内 水 面 0 3 5 0 0 0 0 0 0 8

外 水 面 0 0 10 0 0 0 0 0 3 13

0 1 0 0 0 0 0 0 19 20

0 16 0 0 2 1 0 0 20 39

0 0 0 0 0 0 2 0 0 2

0 2 2 0 0 0 0 0 0 4

4 131 17 0 9 3 2 0 46 212

（平成18.1.1～平成18.12.31）

区
分

火

災

交

通

事

故

水

難

事

故

風
水
害
等
自
然
災
害

機

械

に

よ

る

事

故

建
物
等
に
よ
る
事
故

ガ
ス
及
び
酸
欠
事
故

破

損

事

故

そ

の

他

の

事

故

計

出
　
動
　
件
　
数

屋
内
住 居
そ の 他 の 屋 内

屋
外

道
路

水
面

山 岳
そ の 他 の 屋 外

地 下
そ の 他

計

活
　
動
　
件
　
数

屋
内
住 居
そ の 他 の 屋 内

屋
外

道
路

水
面

山 岳
そ の 他 の 屋 外

地 下
そ の 他

計

救
　
助
　
人
　
員

屋
内
住 居
そ の 他 の 屋 内

屋
外

道
路

水
面

山 岳

そ の 他 の 屋 外

地 下

そ の 他
計
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３ 消防体制 



３ 消防体制
組織（県・各消防局）
 平成１９年４月１日現在の県下の消防組織は、３つの一

部事務組合及び広域連合の常備消防機関と各市町村に

おける非常備消防機関（消防団）により構成されている。

 県では平成１１年７月に防災専門職の防災監が設置され、

１２年度から消防防災課が消防課と防災危機管理室に分

かれ、１３年度から防災危機管理室が防災危機管理課と

名称を改めるとともに、防災監及び両課が知事直属の組

織となっている。さらに、１６年度から防災監を防災局と名

称を改め、１７年度からは消防防災航空センターが消防課

から分かれて消防防災航空室となった。

県防災局の組織（H19.4.1現在） 

知事 防災監

防災危機管理課

消防課

消防防災航空室

総務企画担当

防災基盤担当

危機管理・訓練担当

情報システム管理室

消防担当

保安担当

消防学校

常備消防（消防局・署）

県計
消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

3 13 13 709

鳥取県東部広域行政管理組合消防局 (S53.5.1設立)
消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

1 5 7 287

鳥取県東部広域行政管理組合理事長

    消防局長   次長       庶務課

                  警防課   通信指令室

                  予防課

                 鳥取消防署

                       東町出張所

                       吉方出張所

                       国府分遣所

                 湖山消防署

                 岩美消防署

                 八頭消防署

                       用瀬出張所

                       若桜出張所

                       智頭出張所

                 気高消防署

                       青谷出張所

鳥取中部ふるさと広域連合消防局 (H10.4.1設立)
消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

1 4 0 133

鳥取中部ふるさと広域連合広域連合長

    消防局長  次長      総務課

                  警防課

                  予防課

                  指令課

                 倉吉消防署

                 西倉吉消防署

                 羽合消防署

                 東伯消防署

鳥取県西部広域行政管理組合消防局 (S51.5.1設立)
消防局 消防署 出張署等 消防吏員数

1 4 6 289

鳥取県西部広域行政管理組合管理者

    消防局長  次長      総務課

                  予防課

                  警防課

                  指令課

                 米子消防署

                       皆生出張所

                       南部出張所

                       伯耆出張所

                 境港消防署

                       弓浜出張所

                 大山消防署

                       中山出張所

                 江府消防署

                       生山出張所



消防局・署の出動状況
 平成１８年の消防本部・署の出動件数は３３，２８９件であ

り、前年に比べて４９９件（△1.5ポイント）の減少となった。

 消防局・署の出動延べ人員の５９．７％を救急が占めて

おり、救急が現在の消防局・署の最も大きな業務となって

いる。

 その他、消防局・署の業務には、火災への出動（出動延

べ人員割合３．７％）、広報・指導（同６．９％）、演習訓練

（同４．９％）、警防調査（同４．６％）、予防査察（同４．２％）

などがある。

＜消防局・署の出動状況（延べ人数）＞

火災
3.7%

救急
59.7%

警防
調査
4.6%

予防
査察
4.2%

救助
活動
3.5%

その他
12.5%

広報・
指導
6.9%

演習
訓練
4.9%

消防局・署の人員
 平成１９年４月１日現在の消防局・署の消防吏員数は７０

９名で前年と比較して７名減少した。

 平均年齢は４３．６歳で、５０歳以上の吏員の割合は４０．

５％である。今後、多数の吏員の退職が見込まれるため、

教育訓練の充実強化や吏員の適正配置などについて、対

応が求められている。

 また、平成１７年には、県内で初めて女性が消防吏員とし

て採用された（中部ふるさと広域連合消防局）。

＜消防吏員数の推移＞

（各年４月１日現在）

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年
県合計 715 713 715 716 709
東部消防局 288 286 286 286 287
中部消防局 142 142 141 142 133
西部消防局 285 285 288 288 289

消防団の出動状況
 平成１８年の消防団の出動件数は２，０９０件であり、前

年より３０４件（７．０ポイント）増加した。

 消防団の出動で最も多いのは演習訓練で、過去５年間を

みると出動件数の３～５割を占めている。

消防団の人員
平成１９年４月１日現在の県内の消防団員数は５．１９４

人で、前年と比較して２８名（０．５ポイント）減少した。

そのうち女性消防団員は近年、多くの市町村が採用を

検討しており、年々増加している。平成１９年４月１日より智

頭町が１８名を新規採用し、合計７０名となった。

近年、消防団員数は減少の一途をたどっており、過去２

０年間出６７１人（１１．４ポイント）減少している。

人口に占める消防団員の割合は県全体で０．９％（市計

０．６％、町村計１．６％）であるが、町村の中でも智頭町５．

７％、三朝町４．５％、岩美町４．２％、といった町は割合が

高い。 
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３－１ 消防局・署の出動状況（回数）
（平成18.1.1～平成18.12.31）

計 火災
風水害等
の災害

演習
訓練

救急
救助
活動

広報・
指導

警防
調査

火災原
因調査

特別
警戒

捜索
予防
査察

誤報等 その他

東部広域行政
管理組合消防局

12,969 102 3 418 8,269 111 817 1,316 73 287 8 482 103 980

中部ふるさと
広域連合消防局

7,187 50 4 101 4,323 103 500 131 79 94 2 332 139 1,329

西部広域行政
管理組合消防局

12,998 112 29 486 9,125 230 1,123 141 112 70 4 852 24 690

計 33,154 264 36 1,005 21,717 444 2,440 1,588 264 451 14 1,666 266 2,999

３－２ 消防局・署の出動状況（延べ人数）
（平成18.1.1～平成18.12.31）

計 火災
風水害等
の災害

演習
訓練

救急
救助
活動

広報・
指導

警防
調査

火災原
因調査

特別
警戒

捜索
予防
査察

誤報等 その他

東部広域行政
管理組合消防局

41,508 1,559 6 1,363 25,163 1,029 2,451 4,182 213 867 24 964 394 3,293

中部ふるさと
広域連合消防局

20,258 756 15 385 13,018 443 1,070 438 257 201 8 665 543 2,459

西部広域行政
管理組合消防局

48,120 1,792 114 3,678 27,375 2,328 4,031 480 728 231 21 2,982 381 3,979

計 109,886 4,107 135 5,426 65,556 3,800 7,552 5,100 1,198 1,299 53 4,611 1,318 9,731



３－３ 消防団の出動状況（回数）
（平成18.1.1～平成18.12.31）

計 火災
風水害等
の災害

演習
訓練

救助
活動

広報・
指導

警防
調査

火災原
因調査

特別
警戒

捜索
予防
査察

誤報等 その他

鳥取市 394 61 1 44 1 139 74 4 1 69

米子市 545 59 10 142 14 276 32 1 11

倉吉市 102 20 1 20 19 3 4 35

境港市 106 31 2 61 12

岩美町 48 1 2 45

若桜町 9 1 1 4 1 2

智頭町 47 5 16 24 1 1

八頭町 66 10 5 48 1 2

三朝町 134 4 61 9 2 58

湯梨浜町 267 9 1 207 46 4

琴浦町 50 8 11 2 29

北栄町 32 6 2 10 12 1 1

日吉津村 46 1 43 1 1

大山町 57 20 3 16 9 1 2 1 5

南部町 32 10 3 10 2 3 4

伯耆町 15 7 1 4 2 1

日南町 20 8 1 5 6

日野町 15 4 2 6 1 1 1

江府町 105 4 1 85 5 10

合計 2,090 269 31 795 1 313 277 152 22 17 213

演習
訓練
38.0%広報・

指導
15.0%

その他
10.2%

誤報等
0.8%

捜索
1.1%

救助
活動
0.0%

警防
調査
13.3%

特別
警戒
7.3%

火災
12.9%

風水害等
の災害
1.5%



３－４ 消防団の出動状況（延べ人員）
（平成18.1.1～平成18.12.31）

計 火災
風水害

等
の災害

演習
訓練

救助
活動

広報・
指導

警防
調査

火災原
因調査

特別
警戒

捜索
予防
査察

誤報等 その他

鳥取市 10,687 1,301 560 3,978 4 1,278 2,842 93 3 628

米子市 8,455 1,399 380 3,753 147 2,395 253 30 98

倉吉市 4,052 556 145 1,969 711 39 209 423

境港市 1,882 594 120 872 296

岩美町 5,250 150 500 4,600

若桜町 330 43 3 216 6 62

智頭町 2,116 366 1,190 100 400 60

八頭町 1,136 140 60 840 72 24

三朝町 2,383 262 1,077 111 93 840

湯梨浜町 3,376 129 18 2,765 414 50

琴浦町 2,242 533 674 157 878

北栄町 999 316 90 447 120 25 1

日吉津村 503 9 486 4 4

大山町 1,742 477 140 736 266 20 38 16 49

南部町 920 301 131 315 27 48 98

伯耆町 704 226 27 326 64 61

日南町 703 260 82 225 136

日野町 400 114 56 144 12 41 33

江府町 1,459 122 35 1,160 49 93

合計 49,339 7,298 2,287 24,993 4 3,903 2,795 4,048 687 273 3,051

火災
14.8%

演習
訓練
50.7%

・広報
指導
7.9%

警防
調査
5.7%

特別
警戒
8.2% 風水害等

の災害
4.6%

捜索
1.4%

誤報等
0.6%

その他
6.2%



３－５ 階級別消防吏員数
（平成19.4.1現在）

計
消防
総監

消防
司監

消防
正監

消防監
消防

司令長
消防
司令

消防
司令補

消防
士長

消防
副士長

消防士

東部広域行政
管理組合消防

局
287 1 3 6 31 67 84 35 60

中部ふるさと
広域連合消防

局
133 1 2 8 15 39 37 2 29

西部広域行政
管理組合消防

局
289 1 2 14 45 77 89 28 33

計 709 0 0 3 7 28 91 183 210 65 122

３－６ 年齢別消防吏員数
（平成１9.4.1現在）

計
１８～
１９歳

２０～
２４歳

２５～
２９歳

３０～
３４歳

３５～
３９歳

４０～
４４歳

４５～
４９歳

５０～
５４歳

５５～
５９歳

平均
年齢

東部広域行政
管理組合消防

局
287 14 24 49 19 10 54 79 38 43.4

中部ふるさと
広域連合消防

局
133 8 14 16 20 9 7 23 36 43.3

西部広域行政
管理組合消防

局
289 4 23 39 30 21 61 92 19 44

計 709 0 26 61 104 69 40 122 194 93 43.6

３－７ 在職年数別消防吏員数
（平成１9.4.1現在）

計 ５年未満
５年以上
１０年未満

１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満

３０年以上

東部広域行政
管理組合消防

局
287 16 27 44 15 11 161 13

中部ふるさと
広域連合消防

局
133 11 11 16 18 14 12 51

西部広域行政
管理組合消防

局
289 19 14 32 36 27 136 25

計 709 46 52 92 69 52 309 89



３－８ 階級別消防団員数
（平成１9.4.1現在）

うち
女性

団長 副団長分団長
副分
団長

部長 班長 団員

鳥取市 1 50 1,337 4 1 10 67 50 85 206 918 1,354 98.7%

米子市 1 28 509 20 1 4 28 28 54 121 273 544 93.6%

倉吉市 1 16 565 1 5 16 23 54 73 393 605 93.4%

境港市 1 6 100 1 2 6 8 7 14 62 116 86.2%

岩美町 1 10 573 17 1 2 7 10 45 183 325 588 97.4% 588

若桜町 1 4 57 1 2 4 4 8 38 57 100.0%

智頭町 1 30 489 18 1 7 35 10 54 68 314 530 92.3% 490

八頭町 1 9 121 3 4 9 9 9 9 78 128 94.5% 128

三朝町 1 14 343 11 1 5 23 13 39 39 223 366 93.7%

湯梨浜町 1 13 171 1 9 13 13 16 20 99 193 88.6%

琴浦町 1 10 156 1 6 10 10 30 99 158 98.7%

北栄町 1 5 99 1 4 5 5 11 22 51 100 99.0%

日吉津村 1 26 1 2 4 19 35 74.3% 35

大山町 1 10 144 1 4 11 10 10 20 88 157 91.7%

南部町 1 7 149 1 3 7 7 14 117 149 100.0%

伯耆町 1 7 141 1 2 7 7 14 110 163 86.5% 142

日南町 1 7 102 1 1 7 7 7 79 103 99.0%

日野町 1 4 61 1 1 4 4 6 45 62 98.4%

江府町 1 2 49 1 1 2 2 8 35 50 98.0%

合計 19 232 5,192 70 21 74 261 220 384 866 3,366 5,458 93.9% 1,383

消防
団数

分団数 計

階級別団員数
条例
定員

条例
定員
充足
率

水防
団員

兼務者

団員
66%

班長
17%

分団長
5% 副分

団長
4%
部長
7%

副団長
1%団長

0%



３－９ 年齢別消防団員数
（平成１9.4.1現在）

団員
数計

20歳
未満

20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59
60歳
以上

平均
年齢

鳥取市 1,337 2 56 140 260 261 235 213 103 54 13 39.1

米子市 509 1 11 34 28 71 81 78 78 76 51 46.1

倉吉市 565 1 7 25 56 74 101 121 87 76 17 44.7

境港市 100 0 1 6 13 12 17 20 17 8 6 44.3

岩美町 573 1 28 63 73 75 95 98 75 47 18 41.6

若桜町 57 0 2 4 13 14 12 9 2 1 0 38.0

智頭町 489 8 37 70 89 85 91 91 16 2 0 36.6

八頭町 121 0 0 17 22 22 18 20 12 9 1 40.1

三朝町 343 0 7 26 60 64 60 76 38 11 1 40.5

湯梨浜町 171 0 4 17 24 43 33 15 23 10 2 40.4

琴浦町 156 1 6 11 22 28 26 29 22 9 2 41.2

北栄町 99 1 6 12 17 19 16 13 8 6 1 38.2

日吉津村 26 0 0 3 7 3 3 4 5 1 0 40.7

大山町 144 0 2 9 17 30 21 25 21 16 3 43.3

南部町 149 0 5 10 26 29 19 33 12 10 5 41.4

伯耆町 141 0 3 22 37 29 24 14 9 1 2 37.1

日南町 102 0 0 11 11 23 24 18 11 4 0 40.7

日野町 61 0 2 4 12 12 6 12 9 3 1 40.9

江府町 49 0 3 11 5 12 4 11 0 2 1 36.9

合計 5,192 15 180 495 792 906 886 900 548 346 124 40.9

45～49
17%

20歳
未満
0%

60歳
以上
2%55～59

7%

50～54
11%

20～24
3% 25～29

10%

30～34
15%

40～44
17%

35～39
18%

20歳
未満

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60歳



３－１０ 在職年数別消防団員数
（平成19.4.1現在）

計 ５年未満 ５～１０ １０～１５ １５～２０ ２０～２５ ２５～３０ ３０年以上

鳥取市 1,337 394 290 248 173 124 64 44

米子市 509 131 68 79 58 80 56 37

倉吉市 565 128 129 89 92 72 32 23

境港市 100 18 22 18 12 12 12 6

岩美町 573 142 53 106 87 80 61 44

若桜町 57 14 14 12 13 2 1 1

智頭町 489 112 96 93 92 61 26 9

八頭町 121 38 16 18 14 18 6 11

三朝町 343 79 77 61 63 32 20 11

湯梨浜町 171 53 34 28 21 18 15 2

琴浦町 156 34 38 20 21 22 11 10

北栄町 99 30 19 13 17 8 7 5

日吉津村 26 19 1 1 1 4

大山町 144 25 31 21 14 28 13 12

南部町 149 28 29 43 18 13 15 3

伯耆町 141 51 31 27 11 7 11 3

日南町 102 20 17 19 24 8 12 2

日野町 61 4 21 8 7 10 4 7

江府町 49 12 12 13 5 4 2 1

合計 5,192 1,332 998 917 743 599 368 235

５年未満
25%

５～１０
19%

１０～１５
18%

１５～２０
14%

２０～２５
12%

２５～３０
7%

３０年以上
5%



３－１１ 消防団員の新任状況
（平成19.4.1現在）

新任
団員数

21歳未満 21～25 26～30 31～35 36～40 41～45 46～50 51歳以上
41歳以上
の再入団

員数

鳥取市 119 10 23 29 30 15 9 2 1

米子市 21 2 4 2 6 4 2 1

倉吉市 19 1 3 5 1 5 4 1

境港市 5 1 3 1

岩美町 22 1 7 7 3 4

若桜町 7 3 1 3

智頭町 30 9 13 3 5

八頭町 6 1 1 1 1 2 2

三朝町 17 1 4 6 4 2

湯梨浜町 5 1 3 1

琴浦町 9 1 1 2 5

北栄町 5 1 3 1

日吉津村 0

大山町 3 1 2

南部町 7 4 1 1 1

伯耆町 5 3 1 1

日南町 2 1 1

日野町 0

江府町 0

合計 282 25 65 62 70 33 19 7 1 3

8.9% 23.0% 22.0% 24.8% 11.7% 6.7% 2.5% 0.4%

１０代 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代
8.9% 45.0% 36.5% 9.2% 0.4%

２０代
45%

３０代
37%

５０代
0%

１０代
9%

４０代
9%



３－１２ 消防団員の退職状況
（平成18.4.1～平成18.3.31）

公務 その他 公務 その他

鳥取市 98 94 4 4 19 16 17 14 15 10 7

米子市 28 28 8 1 6 3 2 5 3

倉吉市 17 15 2 4 1 1 2 1 1 7

境港市 10 9 1 1 1 1 1 2 3 2

岩美町 27 27 3 2 8 4 7 1 2

若桜町 7 7 1 3 3

智頭町 28 28 4 4 3 4 5 6 2

八頭町 8 7 1 1 1 2 3 2

三朝町 22 21 1 1 2 2 3 6 5 2 2

湯梨浜町 7 7 2 2 1 1 1

琴浦町 10 10 2 2 2 2 2

北栄町 6 6 1 1 1 3

日吉津村

大山町 6 6 1 2 1 1 1

南部町 6 6 1 1 2 1 1

伯耆町 7 7 3 1 2 1

日南町 3 3 1 1 1

日野町 2 2 1 1

江府町 3 3 1 1 1

合計 295 286 2 7 7 53 37 50 43 45 38 29

25
｜
30

自己
都合

定年等 傷病
退職

団員数
30年
以上

整理
統合

退職事由 在職年数
10
｜
15

15
｜
20

20
｜
25

死亡
5年
未満

5
｜
10

94.7%

2.3%

2.3%

0.7%
自己
都合

定年等

傷病

死亡



３－１３ 消防吏員の公務による死傷者数

（平成18.1.1～平成18.12.31）

計 火災
風水害
等の
災害

救急
活動

演習・
訓練等

特別
警戒

捜索 その他

死者 0

負傷者 0

死者 0

負傷者 0

死者 0

負傷者 0

死者 0 0 0 0 0 0 0 0

負傷者 0 0 0 0 0 0 0 0
計

鳥取県西部広域
行政管理組合

鳥取中部ふる
さと広域連合

鳥取県東部広域
行政管理組合



３－１４ 消防団員の報酬及び出動手当
（平成19.4.1現在）

火災 風水害 警戒 訓練 その他

鳥取市

74,000 56,000 44,400 30,400 27,300 27,300
技術者甲 27,300
技術者乙 25,000
一般団員 22,700

2,800 2,800 2,800 1,700 1,700 ○

米子市

73,400 67,150 50,750 37,750 33,900 30,800 28,850

旧米子市
2600

旧淀江町
3700

旧米子市
2600

旧淀江町
3700

旧米子市
2600

旧淀江町
3700

旧米子市
2600

旧淀江町
3700

旧米子市
2600

旧淀江町
3700

○
旧

米子
市

○
旧

淀江
町

倉吉市

74,100 56,100 41,100 29,700 24,000 21,000 20,000 4,200 4,200 4,200 3,000 3,000 ○

境港市

72,800 52,300 44,400 30,400 22,700 19,400 16,400 3,000 3,000 3,000 3,000 30,000 ○

岩美町

67,000 47,000 40,900 22,200 15,100 11,500 9,700 900

若桜町

87,000 62,000 46,000 39,000 ― 39,000 39,000 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 ○

智頭町

65,000 40,000 20,000 15,000 12,000 9,000 8,500 4,811 年２回

八頭町

90,000 66,000 51,000 44,000 41,000 40,000 40,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 ○

三朝町

143,000 78,000

副地区団
長

49,000
地区本部

19,000 17,000 15,000 14,000
4,300

4時間以上
5,400

4,300
4時間以上

5,400
4,300 4,300 4,300 ○

北栄町

121,700 79,050 61,200 47,900 43,300 38,700 36,400 4,200 4,200 4,200 4,200 2,100 ○

湯梨浜町

121,700 85,100 61,200 47,900 43,300 39,600 36,400 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200 ○

琴浦町

130,600 85,100 59,100 51,500 ― 46,800 43,700 4,200 4,200 4,200 4,200 4,200 ○

日吉津村

140,000 100,000 ― ― ― 65,000 54,000 4,800 4,800 4,800 4,800 2,000 ○

大山町

142,400 102,900 68,200 58,300 55,400 55,400 52,500 4,700 4,700 4,700 4,700 4,700 ○

南部町

116,300 73,300 65,400 41,700 ― 34,900 31,600 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 ○

伯耆町

104,000 71,500 57,000 40,700 ― 34,100 30,900 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 ○

日南町

120,000 82,000 57,000 47,000 ― 44,000 39,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 ○

日野町

120,000 82,000 60,000 48,000 ― 44,000 40,000 2,800 2,800 2,800 4,700 4,700 ○

江府町
117,000 80,000 34,550 31,000 ― 29,750 29,750 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 ○

Ｆ
その他

報酬年額（１人当たりの額） 出動手当

A
回数

Ｂ
時間

出動手当の支給単位

支給単位Ａ、Ｂ、Ｃの場合
（１人１回の額）

団長 副団長 分団長
Ｃ

日額
Ｄ

月額
Ｅ

年額
副分団長 部長 班長 団員

Ｄ、Ｅ、Fの
場合

（１人の年
額換額）

0
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100,000
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140,000
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市

倉
吉
市
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桜
町

智
頭
町

八
頭
町

三
朝
町

北
栄
町

湯
梨
浜
町

琴
浦
町

日
吉
津
村

大
山
町

南
部
町

伯
耆
町

日
南
町

日
野
町

江
府
町

団長
団員



３－１５ 消防表彰受章状況
（平成19.4.1現在）

種類

年度

叙

勲

褒

章

大

臣

表

彰

顕

功

章

功

績

章

顕

彰

状

表

彰

状

功

労

章

永

年

勤

続

功

労

章

表

彰

旗

竿

頭

綬

安
全
功
労
者

防
災
功
労
者

そ

の

他

功

労

章

功

績

章

表

彰

状

表

彰

旗

竿

頭

綬
昭和２４年 2 1 22
昭和２５年 2 1 41 2
昭和２６年 2 1 54 1
昭和２７年 1 2 1 9 64 1 1
昭和２８年 1 2 3 1 51 37 1 2 1
昭和２９年 1 2 1 1 54 22 13 2
昭和３０年 3 1 2 1 52 15 2 1
昭和３１年 1 3 1 2 1 1 38 4 5 1
昭和３２年 1 1 1 1 3 41 10 1 1
昭和３３年 1 1 1 39 9 1 1
昭和３４年 1 1 1 38 8 1 1
昭和３５年 1 1 1 1 32 9 1 1 1
昭和３６年 1 1 1 1 33 14 2 1 1
昭和３７年 2 1 1 1 1 7 41 7 1 1 2
昭和３８年 1 1 2 3 1 1 1 1 1 37 13 2 1 2
昭和３９年 1 4 1 36 8 1 1
昭和４０年 2 1 6 1 47 16 1 1
昭和４１年 6 1 11 2 20 26 1 1
昭和４２年 4 1 7 1 2 2 1 1 14 51 1 2
昭和４３年 3 2 8 1 1 15 41 1 1
昭和４４年 4 1 2 6 2 16 34 1 1
昭和４５年 10 1 7 1 1 18 40 1 1
昭和４６年 9 1 7 1 14 48 1 1
昭和４７年 5 1 7 1 13 59 1 1
昭和４８年 4 1 1 6 6 54
昭和４９年 3 1 6 1 7 58
昭和５０年 3 1 1 8 11 67
昭和５１年 3 2 1 9 1 16 90
昭和５２年 4 2 2 14 1 25 151 1
昭和５３年 5 1 14 21 75 1
昭和５４年 4 2 1 15 24 71
昭和５５年 4 1 10 25 69 1
昭和５６年 4 2 14 17 77
昭和５７年 2 1 1 12 2 2 20 77
昭和５８年 5 2 17 2 10 74
昭和５９年 6 1 1 14 2 1 16 44 1
昭和６０年 6 2 2 14 2 17 47 1
昭和６１年 4 2 3 13 1 1 23 49 1
昭和６２年 8 1 3 15 1 2 1 17 39 5 1
昭和６３年 6 2 2 12 1 2 10 31 1
平成元年 5 1 1 2 14 1 2 8 30 1
平成２年 8 1 2 14 2 2 12 36 1
平成３年 6 1 1 2 13 1 2 19 42 1
平成４年 6 3 1 3 16 1 2 19 36 1
平成５年 8 1 2 16 1 24 33 1 1
平成６年 7 1 3 13 1 19 39 1 1
平成７年 7 2 1 2 12 1 1 16 40 1 1
平成８年 6 1 1 11 1 14 46 1 1
平成９年 8 1 2 16 1 2 14 61 1 1
平成１０年 6 1 1 1 11 1 1 11 43 1 1
平成１１年 6 2 11 1 2 12 57 2 1 1
平成１２年 7 1 2 11 1 2 20 57 1 1
平成１３年 12 1 3 13 1 3 13 123 1 1
平成１４年 10 2 2 14 1 3 23 146 1 1
平成１５年 12 1 2 13 1 2 27 181 1 1
平成１６年 15 2 16 1 18 142 1 1
平成１７年 13 3 1 18 1 29 92 1 1
平成１８年 16 1 1 18 1 25 108 1 1

計 272 50 6 6 2 1 3 79 530 33 43 6 9 26 1246 3037 39 49 33

国 の 表 彰 県 の 表 彰



３－１６ 消防表彰（叙勲）受章状況
（平成19.4.1現在）

区分

年度 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 計
昭和２８年 1 1
昭和３１年 1 1
昭和４１年 1 1 3 1 6
昭和４２年 2 1 1 4
昭和４３年 1 1 1 3
昭和４４年 1 1 2 4
昭和４５年 2 1 2 5 10
昭和４６年 2 1 1 1 4 9
昭和４７年 1 1 1 2 5
昭和４８年 1 1 1 1 4
昭和４９年 1 2 3
昭和５０年 1 1 1 3
昭和５１年 1 2 3
昭和５２年 1 1 2 4
昭和５３年 1 2 2 5
昭和５４年 2 2 4
昭和５５年 1 3 4
昭和５６年 4 4
昭和５７年 1 1 2
昭和５８年 1 2 2 5
昭和５９年 1 4 1 6
昭和６０年 2 2 2 6
昭和６１年 2 1 1 4
昭和６２年 1 1 5 1 8
昭和６３年 2 2 2 6
平成元年 1 1 2 1 5
平成２年 1 1 4 2 8
平成３年 1 4 1 6
平成４年 2 1 2 1 6
平成５年 1 2 3 2 8
平成６年 2 2 3 7
平成７年 1 1 3 2 7
平成８年 4 1 1 6
平成９年 1 2 1 4 8
平成１０年 2 1 2 1 6
平成１１年 2 4 6
平成１２年 1 1 2 3 7
平成１３年 1 3 8 12
平成１４年 1 4 5 10
平成１５年春 1 4 1 6

合計 0 1 11 42 49 70 24 22 0 3 222

※ 平成１５年秋から区分が変更

区分

年度 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 旭日章 瑞宝章 計
平成１５年秋 2 4 6
平成１６年春 3 5 8
平成１６年秋 2 5 7
平成１７年春 2 5 7
平成１７年秋 2 4 6
平成１８年春 1 3 3 7
平成１８年秋 5 2 7

合計 0 0 0 1 0 19 0 28 48

勲四等 勲六等 勲七等 勲八等勲五等

中綬章 小綬章 双光章 単光章



３－１７　　相互応援協定締結状況
（平成19年4月1日現在）

消防 救急
消防
及び
救急

1 鳥取県下広域消防相互応援協定 東部消防局・中部消防局・西部消防 平成 19年 9月 1日 ○

2 鳥取県東部広域消防協定 東部消防局・鳥取市・岩美町・若桜
町・智頭町・八頭町

昭和 58年 11月１日
（H17.3.31 改 正 ） ○

3 鳥取県中部広域消防協定 中部消防局・倉吉市・湯梨浜町・三朝
町・北栄町・琴浦町 平成17年12月27日 ○

4 鳥取県西部広域消防協定
西部消防局・米子市・境港市・日吉津
村・大山町・南部町・伯耆町・日南町・
日野町・江府町

平成 17年 5月 1日 ○

5 鳥取県中部地区消防相互応援協定 鳥取市・倉吉市・三朝町・北栄町・湯
梨浜町・琴浦町・大山町 昭和 43年 2月 27日 ○

6 鳥取県西部地区消防相互応援協定 米子市・境港市・琴浦町・日吉津村・
大山町・南部町・伯耆町 昭和 43年 10月 1日 ○

7 相互応援に関する協定 東部消防局・（津山圏域消防組合…
岡山県） 昭和 60年 4月 1日 ○

8 鳥取県東部広域行政管理組合・美作市消防業務の相互応援に関する 東部消防局・（美作市…岡山県） 平成 17年 4月 1日 ○

9 宍粟市・鳥取県東部広域行政管理組合消防業務の相互応援に関する 東部消防局・（穴粟市…兵庫県） 平成 19年 4月 1日 ○

10
美方広域消防本部・鳥取県東部広
域行政管理組合消防業務の相互応
援に関する協定

東部消防局・（美方広域消防本部…
兵庫県） 平成 19年 4月 1日 ○

11 鳥取中部ふるさと広域連合・津山圏域消防組合消防相互応援協定
中部消防局・（津山圏域消防組合…
岡山県） 平成 10年 4月 1日 ○

12 鳥取中部ふるさと広域連合・真庭市消防相互応援協定 中部消防局・（真庭市…岡山県） 平成13年11月20日 ○

13 中海地区消防相互応援協定 西部消防局・（松江市・安来市 …以
上島根県） 平成元年 4月 1日 ○

14 隠岐島の救急業務の共同処理に関する覚書
西部消防局・（松江市・出雲市・隠岐
広域連合…以上島根県）

昭和 51年 9月 25日
（ H14.1.1 改 正 ） ○

15 消防相互応援に関する協定 西部消防局・（新見市・真庭市…以上
岡山県）

昭和 60年 6月 12日
（H17.10.1 改 正 ） ○

16
高速自動車国道中国横断自動車道
岡山米子線における消防相互応援
に関する協定

西部消防局・（真庭市…岡山県） 平成 4年 12月 10日
（H17.10.1 改 正 ） ○

17 山陰道(米子～安来)における消防相
互応援に関する協定 西部消防局・（安来市…島根県） 平成 10年 3月 18日 ○

18
鳥取県西部広域行政管理組合と備
北地区消防広域行政組合の消防相
互応援協定書

西部消防局・（備北地区消防広域行
政組合…広島県） 平成 12年 3月 31日 ○

19 消防相互応援に関する協定書 西部消防局・（雲南消防組合…島根 平成 17年 10月 1日 ○

20 兵庫・鳥取両県境地域消防相互応援

鳥取市・岩美町・若桜町・八頭町・（浜
坂町・温泉町・美方町・関宮町・大屋
町・波賀町・千種町…以上兵庫県）

昭和 44年 4月 1日 ○

21 消防相互応援協定 三朝町・（鏡野町…岡山県） 平成 19年 2月 5日 ○
22 消防団相互応援計画 日南町・（安来市消防本部…島根県） 平成 18年 12月 1日
23 消防相互応援計画 日南町・（庄原市…広島県） 平成 18年 12月 1日 ○
24 消防相互応援計画 日南町・（新見市…岡山県） 平成 18年 12月 1日 ○

1 鳥取空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定 東部消防局・鳥取県（鳥取空港） 昭和 60年 7月 10日 ○

2 鳥取海上保安署と鳥取県東部広域行政管理組合との消防業務協定書 東部消防局・鳥取海上保安署 平成元年 4月 1日
（H16.11.1 改 正 ） ○

3 境海上保安部と鳥取県西部広域行政管理組合消防局との消防業務協 西部消防局・境海上保安部 平成 11年 3月 31日 ○

4 美保空港における航空機事故に対する消防救難に関する協定
西部消防局・大阪航空局美保空港事
務所 昭和 62年 2月 16日 ○

5 鳥取県広域航空消防応援協定 鳥取県・東部消防局・中部消防局・西
部消防局

平成 10年 6月 11日
（H16.3.15 改 正 ） ○

１．公的機関相互間のものに限っていること。
２．締結団体で（　）書きは、本県外の団体である。
３．応援の内容は、例えば「消防」には「消防等」を含む。

　(注)　

消
防
組
織
法
第
三
十
九
条
に
基
づ
く
応
援
協
定

そ
の
他

名称 締結団体 締結年月日

整
理
番
号

区
分

応援の内容



３－１８　消防設備保有数年別推移
（各年4.1現在）

（単位：台、口）

平成
１４年

平成
１５年

平成
１６年

平成
１７年

平成
１８年

普通消防ポンプ自動車 187 188 189 189 185

水槽付消防ポンプ自動車 20 20 20 21 21

化学消防ポンプ自動車 6 6 6 6 6

小型動力ポンプ 911 880 634 628 629

小型動力ポンプ付積載車 98 122 86 99 100

はしご付消防ポンプ自動車 0 0 0 0

はしご付消防自動車 5 5 5 5 5

屈折はしご付消防ポンプ自動車 1 1 1 1 1

救急自動車 33 33 33 33 33

救助工作車 5 5 5 5 5

無線指揮車 14 14 14 14 12
（注）小型動力ポンプ付積載車に積載されている小型動力ポンプは小型動力ポンプに含む。



３－１９　消防ポンプ自動車等現有数（消防局・署）
（平成19.10.1現在）

普
通
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

水
槽
付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車

Ｂ
―
１
以
上

Ｂ
―
１
以
上

１
８
ｍ
以
下

２
４
ｍ

３
０
ｍ

３
８
ｍ
以
上

泡
消
火
型

粉
末
消
火
型

鳥取県東部広域
行政管理組合 13 11 1 1 2 12 0 13 1 1 14 2

鳥取中部ふる
さと広域連合 6 3 1 1 4 6 1 6 3

鳥取県西部広域
行政管理組合 18 6 1 1 1 3 7 14 3 5 21 1 4

計 37 20 1 1 1 2 1 6 0 12 11 33 5 12 0 38 1 6

指
揮
車

電
源
・
照
明
車

広
報
車

そ
の
他
の
車
両

資
機
材
搬
送
車

屈
折
は
し
ご
付
消
防
自
動
車

はしご付
消防自動車

化学消
防自動
車

小
型
動
力
ポ
ン
プ
付
積
載
車

小
型
動
力
ポ
ン
プ

救
急
自
動
車

救
助
工
作
車





３－２０　消防ポンプ自動車等現有数（消防団）
（平成19.4.1現在）

小型動力ポン
プ付積載車

車両に積載し
ていないもの

手引き動力
ポンプ

鳥取市 44 9 113 47

米子市 15 9 14 1

倉吉市 5 20 96

境港市 6

岩美町 2 21 27

若桜町 4 1 18

智頭町 6 34 1

八頭町 8 1

三朝町 4 1 7 36

湯梨浜町 9 6 35

琴浦町 10 31

北栄町 5

日吉津村 2

大山町 8 2

南部町 5 3 1

伯耆町 4 4

日南町 5 3 41

日野町 4 1 3

江府町 2 1 22

合計 148 1 88 436 82 2

広報車
小型動力ポンプ普通消防

ポンプ自動車
（Ｂ－１以上）

水槽付消防
ポンプ自動車
（Ｂ－１以上）



３－２１　消防水利現有数

100ｍ
60～
100ｍ
未満

40～
60ｍ
未満

鳥取市 3,971 3,376 3,363 13 7 28 418 137 5 3 18 351

米子市 1,319 1,056 1,056 4 29 164 66 20 139

倉吉市 1,649 1,467 1,467 2 7 157 16 2 7 157

境港市 425 363 354 9 61 1 59

岩美町 319 275 275 44 44

若桜町 40 40 40

智頭町 128 105 105 1 1 18 3 15

八頭町 876 704 625 79 138 34 138

三朝町 200 136 136 2 57 5 2 57

北栄町 346 235 235 2 98 11 2 97

湯梨浜町 139 82 82 2 11 43 1 2 11 41

琴浦町 1,155 1,022 1,013 9 98 23 12 88

日吉津村 42 33 33 1 2 3 3

大山町 288 8 8 2 5 248 25 2 5 238

南部町 492 361 361 124 7 124

伯耆町 612 447 27 420 6 123 36 6 95

日南町 62 56 6 56

日野町 246 227 227 18 1 18

江府町 368 306 306 62 62

合計 12,677 10,203 9,673 530 19 93 1,970 375 17 9 71 1,819

小計

防火水槽

公設（Ｃ）　

40～
60ｍ
未満

20～
40ｍ
未満

井戸

防火水槽（Ｂ）

計（Ａ）
＋（Ｂ）

消火栓（Ａ）

100ｍ公設 私設
60～
100ｍ
未満



（平成19.4.1現在）

20～
40ｍ
未満

100ｍ
60～
100ｍ
未満

40～
60ｍ
未満

20～
40ｍ
未満

69 4 10 67 68 5 304 236 6 52 9 1

43 4 9 25 23 132 77 10 37 8

16 4 4

1 2 15 14 1

20 10 10

43 40 3

1 1 3 3 113 105 7 1

34 32 25 5 2

5 7 7

11 1 5 2 3

1 2 4 2 2

19 2 10 4 10 10 9 1

1 2 3 3 3 2 1

17 10 8 26 4 12 5 5

4 3 95 78 3 14

34 28 2 82 78 4

4 2 186 179 7

1 137 131 4 2

51 45 5 1

225 2 10 22 151 150 15 1,269 1,004 28 187 35 9 6

海・湖計 河川・
溝等

その他私設（Ｄ）

防火水槽

井戸 その他濠・
池等 下水道プール井戸



３－２２　消防水利の年別推移

平成
１５年

平成
１６年

平成
１７年

平成
１８年

平成
１９年

公設 8,179 8,603 8,708 8,737 9,673

私設 45 124 101 101 530

４０㎥以上 2,046 2,071 2,076 2,082 2,082

２０㎥～４０㎥未満 370 379 384 383 375

2 17 7 17 17

1,278 1,271 1,385 1,270 1,269

11,920 12,465 12,661 12,590 13,946

(各年4.1現在）

計

消火栓

その他（河川・池・プール等）

井戸

防火水槽



３－２３　消防通信施設の状況
（各年4.1現在）

平成
１４年

平成
１５年

平成
１６年

平成
１７年

平成
１８年

基地局及び固定局 32 30 26 17 21

移動局 463 465 470 349 413

火災報知専用電話 62 61 25 26 26

消防電話 80 80 65 65 65

一般加入電話 117 102 90 106 106

救急指令装置 3 3 5 5 4

消防機関に
ある電話

消防及び救急業務
併用無線局



３－２４　消防・救急業務用無線通信施設の現況
（平成19.4.1現在）

航空
局

単信
波

複信
波

鳥取市 0 0 0

米子市 0 0 0

倉吉市 0 1 1 1 9 9 10

境港市 0 0 0

岩美町 0 0 0

若桜町 0 0 0

智頭町 0 0 0

八頭町 0 0 0

三朝町 0 0 0

湯梨浜町 0 0 0

琴浦町 0 0 0

北栄町 0 0 0

日吉津村 0 0 0

大山町 0 3 3 3 56 56 59

南部町 0 0 0

伯耆町 0 1 1 1 8 14 22 23

日南町 0 0 0

日野町 0 0 0

江府町 0 0 0

市町村計 0 0 0 0 5 0 5 0 1 4 0 0 73 14 0 0 87 0 92
東部広域行

管理組合消防局 2 2 2 2 3 1 2 1 117 117 121

鳥取中部ふるさと
広域連合消防局 3 3 7 3 3 3 1 3 60 60 66

西部広域行政
管理組合消防局 2 2 4 4 1 1 2 1 149 149 155

組合計 4 3 7 7 9 0 9 7 3 7 2 0 326 0 0 0 326 0 342

県計 4 3 7 7 14 0 14 7 4 11 2 0 399 14 0 0 413 0 434

３－２５　火災通報施設等の現況
（平成19.4.1現在）

小計
（基）

公衆
用
（基）

自衛
用
（基）

東部広域行
管理組合消防局
鳥取中部ふるさと
広域連合消防局
西部広域行政
管理組合消防局

県計 0 0 0 0 0

救急指令装置電話（消防機関にあるもの）

0

消防指令
装置と併用

1

3

4

救急指令
専用

774

1414 106

加入
電話
（回線）

56

27

23

26

消防電話

回線

44

11

10

65

１ヶ月当た
りの経費
（千円）

470

170

火災報知
専用電話
（回線）

6

5

15

106

43

48

197

固定局
局数 局数

基地局及び携帯基地局

全国
共通
波

県内
共通
波

局数
多重 その

他 小計

その
他」の
局の
電波
の数

その他
電波の数

基地
局

携帯
基地
局

小計

そ
の
他
の

無
線
局
数

無
線

局
数
計

陸上
移動
局数

移動局

携帯
局数

航空
機
局数

船舶
局数 小計

テレビ
監視
装置
（基）

小計
（回線）

火災報知機

受信
機
（基）

発信機



３－２６　化学消火薬剤備蓄状況
（平成19.4.1現在）

３％型 ６％型 第１種
粉末

第２種
粉末

第３種
粉末

第４種
粉末

琴浦町 0.06 0.06

日吉津村 0.04 0.04

南部町 0.10 0.10

市町村計 0.20 0 0.16 0.04 0 0 0 0 0 0 0

東部広域行政
管理組合消防局 10.36 10.36

中部ふるさと
広域連合消防局 2.14 1.88 0.26

西部広域行政
管理組合消防局 6.96 0.44 2.02 4.50

組合計 19.46 0 0.44 0 14.26 0.26 4.50 0 0 0 0

県計 19.66 0 0.60 0.04 14.26 0.26 4.50 0 0 0 0

計

（ｋｌ） （ｋｇ）

化学消火薬剤種別

たん白系（ｋｌ） 粉末（ｋｇ）
合成
界面
活性剤
（ｋｌ）

水成
膜泡
消火
薬剤
（ｋｌ）

水溶性
液体用
泡消火
薬剤
（耐アル
コール用）



３－２７　　平成１８年度消防学校教育実施状況

実施
実施 時間
日数 数

18.4.3～
9.15

18.8.21～
8.31

19.1.29～
2.20

18.9.19～
11.16

救 急 救 命 士 18.5.9～
講 習
（薬 剤 投 与 ） 6.14

19.1.10～
1.24

19.2.21～
3.7

18.4.15～
4.16

18.11.25～
11.26

19.2.17～
2.18

18.5.20～
5.21

19.3.17～
3.18

18.8.5～
8.6

応 急 手 当 18.12.2～12.3、
普 及 員 講 習 18.12.10
応 急 手 当 19.1.20～
指 導 員 講 習 1.21

18.5.24

18.11.21～
11.22

18.12.19～
12.20

18.12.2～12.3、
18.12.10
19.1.20～

1.21
- 18.4.26 1 2 25 倉吉市西郷地区民生児童委員協議会
- 18.6.20 1 7 30 鳥取県新規採用職員研修
- 18.6.26 1 3 1 個人
- 18.7.10 1 1 12 日吉津村海川地区自主防災組織
- 18.7.23 1 6 4 日南町女性消防隊
- 18.7.24 1 2 29 倉吉市灘手地区「これから大学」
- 18.7.29 1 3 60 岸本中学校２年生及び保護者
- 18.8.6 1 6 4 日南町女性消防隊
- 18.10.15 1 2 67 部落開放同盟西部地区協議会女性部
- 18.11.17 1 4 99 社会福祉法人防災対策研修会

一 日 入 校

一
　
　
　
　
般

自衛防災組織員教育科

一 日 入 校

一 日 入 校
一 日 入 校

一 日 入 校

一 日 入 校

応急手当普及員講習

福祉施設
2

410

38 2 12 23

　小　　　　　　　　　計 20

一 日 入 校

- 2

132

12 3037

- 3 25 22

13 班長5、団員8

17 15

12

分団長１、副分団長2、部長1、班長4、団員7

分団長1、部長1、班長2、団員7

副分団長6、部長2、班長6、団員8

52 2 12 26

市町村消防防災
関係職員指導科

12 6

消
　
　
防
　
　
団
　
　
員

基 礎 教 育
51 2

専科教育

消防操法指導科 29

一 日 入 校
一 日 入 校

6

- 3

応急手当指導員講習

消防士長８、消防副士長２、消防士３

13 消防指令補3、消防士長9、消防副士長１

7 11 72 11 消防指令補5、消防士長3、消防副士長2、消防士1

1 27

階　　級　　別　　内　　訳

消
　
　
防
　
　
職
　
　
員

初任教育

特別教育

消防士長12

専科教育

特 殊 災 害 科

救 急 科 6 消防士20

教育種別 期別
期間

人員期日

10806116 消防士1023

41 282

11

184

3

72

9 58 12

20

13

8

- 2

1581

- 1 6

17

2

2

17 114

25

消防司令1、消防司令補4、
消防士長3、消防副士長1、消防士1

2

10

89

班長1、団員5

部長1、班長1、団員24

2

特別教育

12

12

4

29

消防操法科 12

40 2機 関 科

分団長4、副分団長4、部長3、班長5

一 日 入 校

境港市2

18

16

23

11

副団長3、分団長1、副分団長6、部長3、班長10

幹 部 教 育

108

予防査察科 6 16 107

　小　　　　　　　　　計 231

救 急 救 命 士
講 習
（気 管 挿 管 ）

　小　　　　　　　　　計

631　合　　　　　　　　　計 268 1803



３－２８　平成１８年度消防局別消防職員消防学校入校状況

2

6

5

33

計 89 10

鳥 取 県 東 部 広 域
行 政 管 理 組 合 消 防 局

鳥 取 中 部 ふ る さ と
広 域 連 合 消 防 局

鳥 取 県 西 部 広 域
行 政 管 理 組 合 消 防 局 35 2

31

23

20

64

12

5

13 10

3 3

66 6

1113

2

（
気
管
挿
管
第
7
期

）

救

急

救

命

士

講

習

（

薬

剤

投

与

）

             区分

消防局名

計

専科教育

特

殊

災

害

科

救

急

科

初

任

教

育

予

防

査

察

科

特　別   教   育

5 1

3

救

急

救

命

士

講

習

（
気
管
挿
管
第
8
期

）

10

4

救

急

救

命

士

講

習

4



３－２９　平成１８年度消防団員市町村別教育別入校者数

区    分
基 51 幹 機 合 Ａ
礎 ・ 部 29 4 40 計 回 人 回 人 計
教 52 教 29 関 ＋
育 期 育 期 期 期 期

科 Ａ 数 数 数 数 Ｂ 計 Ｂ
市町村名

鳥 取 市 1,337 4 5 1 2 5 6 7 30 30

米 子 市 509 6 3 3 3 2 2 2 21 21

倉 吉 市 565 5 3 6 1 15 15

境 港 市 100 2 6 3 3 3 17 17

市 計 2,511 17 8 13 5 10 17 13 83 83

岩 美 町 573

若 桜 町 57

智 頭 町 490 1 1 2 4 4

八 頭 町 121 3 3 1 7 7

三 朝 町 344 4 4 4

北 栄 町 171 2 3 5 5

湯 梨 浜 町 156 2 2 2

琴 浦 町 99 2 1 3 3

日 吉 津 村 26 1 1 1

大 山 町 143 3 3 3

南 部 町 149 4 1 7 3 2 17 17

伯 耆 町 142 1 1 1

日 南 町 102 1 1 1

日 野 町 61

江 府 町 49 1 1 1

町 村 計 2,683 15 8 10 8 1 5 2 49 49

消防協会等 2 184 12 998 1,182

県　　　 計 5,194 32 16 23 13 11 22 15 132 2 184 12 998 1,182

応
急
手
当
普
及
員

講

習

応
急
手
当
指
導
員

講

習

団
　
員
　
数

1,182

1,314

一日入校専科教育
消
防
操
法
指
導
科

消
防
操
法
科

特別教育 現地教育



３－３０　消防大学校への入校状況

区分

本 幹 そ 警 予 救 救 危 火 新 調 人 派

険 災 任 査 遣

部 の 防 防 急 助 物 調 教 研 員 団

査 官 究 体

年度 科 科 他 科 科 科 科 科 科 科 科 計 数

平成４年度 1 1 1 1 1 3 8 4

平成５年度 1 1 2 3 7 4

平成６年度 1 1 1 2 2 7 4

平成７年度 1 1 1 1 2 3 9 4

平成８年度 1 1 1 1 2 2 8 4

平成９年度 1 1 1 1 2 5 11 4

平成10年度 1 1 1 1 1 2 3 10 5

平成11年度 1 1 1 1 2 4 10 4

平成12年度 1 1 1 1 2 7 13 4

平成13年度 1 1 1 1 1 1 1 6 13 4

平成14年度 1 1 1 1 1 7 12 5

平成15年度 1 1 2 1 2 6 13 5

平成16年度 1 1 1 1 1 1 6 12 5

平成17年度 1 1 2 1 4 13 3 1 26 6

平成18年度 1 1 1 1 1 3 4 12 6

(注) 平成１３年度までは、火災調査科には火災調査講習会の受講者を計上

危
機
管
理
・
防
災
教
育
科

そ
の
他

高度専門教育コース

緊
急
消
防
援
助
隊
教
育
科

総合教育 専科教育

幹

部

研

修

会

上

級

幹

部

科



３－３1　救急救命研修所派遣実績（平成14年度～18年度）

派遣期間 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度
14. 4. 8 14.10. 8 15. 4. 8 15.10. 7 16. 4. 6 16.10. 5 17. 4. 5 17.10. 4 17. 4. 5 17.10. 4
〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜

14. 9.24 15. 3.24 15. 9.22 16. 3.22 16. 9.27 17. 3.22 17. 9.26 17. 3.20 17. 9.26 17. 3.20

3 2 2 2 2 2 2 1 3 39

2 1 1 1 1 1 1 1 26

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 54

7 3 4 5 4 5 5 5 4 6 119合　　　計

派遣
実績
累計団体名

鳥取県東部
広 域 行 政
管 理 組 合

鳥 取 中 部
ふ る  さ  と
広 域 連 合

鳥取県西部
広 域 行 政
管 理 組 合



３－３２ 消防防災ヘリコプター運航状況

年次

区分 出動件数 飛行時間 出動件数 飛行時間 出動件数 飛行時間

災害応急対策活動 8件 11時間46分 7件 7時間36分 2件 5時間21分

火 災 防 御 活 動 5件 5時間42分 3件 4時間04分 3件 6時間23分

救 急 活 動 46件 56時間58分 62件 79時間34分 62件 60時間53分

救 助 活 動 28件 33時間23分 22件 16時間53分 22件 11時間59分

航空広域応援活動 5件 23時間12分 4件 11時間45分 2件 11時間25分

（緊急運航計） 92件131時間01分 98件119時間52分 91件 96時間01分

災害予防対策活動 2件 3時間35分 5件 9時間31 4件 6時間17分

消 防 防 災 訓 練 28件 29時間26分 36件 40時間00分 36件 45時間05分

自 隊 訓 練 63件 82時間22分 51件 65時間29分 55件 68時間26分

一 般 行 政 活 動 13件 18時間31分 18件 25時間10分 19件 30時間45分

そ の 他 15件 19時間45分 10件 8時間54分 8件 12時間30分

（通常運航計） 121件 153時間39分 120件149時間04分 122件163時間03分

合 計 213件284時間40分 218件268時間56分 213件259時間04分

平成16年 平成18年平成17年



３－３３ 市町村別臨時離着陸場一覧
（平成19.4.1現在）

市町村名 臨時離着陸場名 所 在 地 種別
鳥取クレー射撃場 鳥取市覚寺７６８－１ 一 般
千代川市民スポーツ広場 鳥取市古市 一 般
倉田スポーツ広場 鳥取市国安 一 般
浜坂小学校グランド 鳥取市浜坂一丁目１４－１ 防災対応
桜ヶ丘中学校グランド 鳥取市桜谷２２７ 一 般
江山中学校グランド 鳥取市倭文６５ 一 般
市営サッカー場 鳥取市蔵田４２３ 一 般
美保公園多目的広場 鳥取市吉成３丁目 防災対応
布勢総合運動場サブグランド 鳥取市布勢１４６－１ 一 般
久松小学校 鳥取市東町２－２０１ 防災対応
岩倉小学校 鳥取市立川町７－１０１ 防災対応
日進小学校 鳥取市吉方温泉１－１３１ 防災対応
千代水野球場 鳥取市千代水３丁目１１０・１１１ 防災対応
湖南小学校 鳥取市六反田１－５ 防災対応
鳥取県立中央病院 鳥取市江津７３０ 一 般
江津（河川敷防災ヘリポート） 鳥取市江津 千代川河口 一 般
県立鳥取西高等学校 鳥取市東町２－１１２ 一 般
鳥取プレイランド跡地 鳥取市国府町菅野 一 般
国府町民グランド 鳥取市国府町町屋７２３ 一 般
雨滝駐車場 鳥取市国府町雨滝６８７ 防災対応
福部町民グランド 鳥取市福部町海士３４５－６ 一 般
福部小中グランド 鳥取市福部町高江１７２－１ 一 般
オアシス広場 鳥取市福部町海士２１６４－８３４ 一 般
河原部落裏千代川河川敷 鳥取市河原町河原 一 般
用瀬町運動公園 鳥取市用瀬町古用瀬６６０－１ 一 般
興徳広場 鳥取市用瀬町鷹狩３３－１ 一 般
社広場 鳥取市用瀬町大字宮原８４－１ 防災対応
屋住町民運動場 鳥取市用瀬町大字屋住８７３ 防災対応
佐治町多目的運動広場 鳥取市佐治町大井６０１ 防災対応
気高町町民運動場 鳥取市気高町大字八幡４０７－９６ 一 般
気高中学校グランド 鳥取市気高町浜村７８４－５１ 一 般
逢坂小学校グランド 鳥取市気高町山宮３６９－２ 一 般
瑞穂小学校グランド 鳥取市気高町下坂本４８ 一 般
宝木小学校グランド 鳥取市気高町宝木９８９ 防災対応
鹿野中学校グランド 鳥取市鹿野町鹿野８９６ 一 般
鹿野町防災ヘリ基地 鳥取市鹿野町鹿野１５１７ 一 般
青谷町農村広場（多目的広場） 鳥取市青谷町青谷５２８３－１ 防災対応
中郷小学校グランド 鳥取市青谷町亀尻２５７－２ 一 般
青谷中学校グランド 鳥取市青谷町４１９０－１ 一 般
青谷町総合支所広場 鳥取市青谷町青谷６６７番地 防災対応
日野川運動公園Ｂグランド 米子市上福原 一 般
市営湊山球場 米子市久米町６３－１ 防災対応
東山陸上競技場 米子市車尾７７８ 防災対応
鳥取県消防学校 米子市流通町１３５０ 一 般
米子埠頭 米子市灘町３－１４８－２１ 一 般
米子市営淀江スポーツ広場 米子市淀江町西原８０５ 一 般
淀江小学校グランド 米子市淀江町西原２４４－２ 防災対応
大和公園 米子市淀江町大字中間１１５４－１ 一 般
倉吉市営陸上競技場 倉吉市葵町６７８ 一 般
河北中央公園 倉吉市福庭町２－４４ 一 般
飛天夢広場 倉吉市東厳城町１ 一 般

米子市

倉吉市

鳥取市



市町村名 臨時離着陸場名 所 在 地 種別
久米農村広場 倉吉市福富１ 一 般
倉吉自転車競技場 倉吉市桜６８－２３ 一 般
倉吉市天神川 倉吉市大塚８４－１ 一 般
小鴨川金谷河川敷 倉吉市関金町関金宿４４４－２ 一 般
鴨川中学校グラウンド 倉吉市関金町大鳥居２５ 一 般
関金小学校グラウンド 倉吉市関金町関金宿６６６ 一 般
第三中学校 境港市外江町１３７２ 一 般
渡小学校 境港市渡町９０１ 一 般
第二中学校 境港市竹内町２４３８ 一 般
誠道小学校 境港市誠道町２０６２ 防災対応
境港消防署 境港市中野町２１１６ 防災対応
岩美町民総合運動場 岩美町高山３０２ 一 般
岩美西小学校グランド 岩美町大谷２３４３ 一 般
岩美北小学校グランド 岩美町浦富２１２８ 一 般
岩美中学校グランド 岩美町浦富７０７ 一 般
岩井地区社会体育施設（屋外運動場） 岩美町岩井１３８ 防災対応
小田地区社会体育施設（屋外運動場） 岩美町院内２９０－３ 防災対応
池田小学校 若桜町中原３２６ 防災対応
ふれあい広場 若桜町若桜７７２ 防災対応
若桜小学校 若桜町若桜５０１ 防災対応
智頭町総合運動場 智頭町智頭７２８－５ 防災対応
智頭町民運動場 智頭町智頭２６８２－１ 防災対応
町営郡家野球場 八頭町３８５－３ 防災対応
八頭町郡家運動場 八頭町奥谷３８１ 防災対応
県立八頭高等学校グランド 八頭町久能寺７２５ 一 般
町立中央中学校グランド 八頭町郡家２９６ 一 般
町立郡家西小学校グランド 八頭町郡家５４１ 防災対応
船岡農業者ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰｸﾞﾗﾝﾄﾞ 八頭町坂田４０９－１ 防災対応
船岡中学校校庭 八頭町坂田３０ 一 般
八東総合運動公園野球場 八頭町徳丸５２８ 一 般
旧八東安部小学校 八頭町安井宿 防災対応
町営三朝陸上競技場 三朝町本泉７６９－１ 一 般
三徳川親水公園 三朝町横手 一 般
桜つつみ中の島公園 三朝町湯谷２２９ 一 般
町立南小学校運動場 三朝町穴鴨１６６－２ 防災対応
中津ダム 三朝町中津８１５－２ 一 般
北条運動場 北条町土下１０５ 一 般
北条野球場 北条町国坂３８５－５ 防災対応
北条小学校 北条町国坂６８０ 一 般
北条中学校 北条町土下１００－１ 一 般
西高尾ダム東側町有地 大栄町大字西高尾１０５６ 一 般
由良台場跡 大栄町大字由良宿１４５７ 一 般
県立東郷湖羽合臨海公園多目的広場 湯梨浜町南谷５５０－２ 一 般
羽合野球場 湯梨浜町南谷５３７－６ 一 般
北溟中学校 湯梨浜町田後７４５ 一 般
泊野球場 湯梨浜町大字泊字三ヶ種ヶ谷 一 般
泊小学校グランド 湯梨浜町大字泊２８０ 防災対応
石脇区民スポーツ広場 湯梨浜町石脇７９３－８ 一 般
東郷運動場 湯梨浜町久見１３６－１ 一 般
東郷運動公園 湯梨浜町大字川上１０６０ 一 般

八頭町

三朝町

北栄町

湯梨浜町

境港市

岩美町

若桜町

智頭町

倉吉市



市町村名 臨時離着陸場名 所 在 地 種別
花見コミュ二ティー施設 湯梨浜町大字門田５ 防災対応
東郷小学校 湯梨浜町大字小鹿谷８２０ 防災対応
桜コミュ二ティー施設 湯梨浜町大字松崎６１９ 防災対応
八橋小学校グラウンド 琴浦町八橋７０５ 一 般
赤碕総合運動公園 琴浦町松谷５６４－２ 一 般
赤碕中学校 琴浦町赤碕１９２２－１ 一 般
赤碕小学校 琴浦町赤碕２６４ 一 般
成美小学校 琴浦町佐崎１６ 防災対応
安田小学校 琴浦町箆津３１８ 防災対応
以西小学校 琴浦町宮木２３９ 防災対応

日吉津村 日吉津小学校 日吉津村日吉津８７６－１ 一 般
大山農村運動広場 大山町今在家６０７ 一 般
大山町町民野球場 大山町今在家６０７ 防災対応
大山国体広場 大山町大山上ノ原１４５－１１ 一 般
大山運動広場 大山町大山上ノ原１４５－１２ 一 般
夕陽の丘神田 大山町加茂２６６３ 一 般
中山野球場 大山町下甲７９８－１ 一 般
西伯カントリーパーク 南部町能竹３９７－１ 一 般
緑水園 南部町下中谷９６５－１ 一 般
南部町立ふるさと交流センター 南部町福成１４５５ 一 般
西伯小学校 南部町法勝寺３３６ 一 般
法勝寺中学校 南部町馬場６３０－１ 一 般
天津運動公園 南部町境１５６５ 防災対応
おおくに田園スクエア 南部町大字原８６８－７ 一 般
南部町民野球場 南部町浅井９２７ 一 般
南部町越敷野町民運動場 南部町池野４５１ 一 般
南部町国民保険西伯病院 南部町法勝寺３７７－１ 防災対応
伯耆町総合スポーツ公園 伯耆町大原１００６－３ 一 般
岸本中学校 伯耆町吉長９０－１ 一 般
溝口小学校校庭 伯耆町溝口３０９ 防災対応
溝口中学校グランド 伯耆町長山４８１ 一 般
日光農村広場 伯耆町栃原２８－１ 防災対応
伯耆町溝口多目的グランド 伯耆町字代９００番地 防災対応
多里山村広場 日南町荻原６９０－２ 一 般
ゆきんこ村運動広場 日南町阿毘緑４７７ 一 般
日南邑グランド 日南町神戸上２９６２－１ 一 般
日南湖畔広場 日南町菅沢４４６ 防災対応
太田農村公園 日南町神福１２８５－１ 防災対応
板井谷町有地 日南町生山３５３－１ 一 般
山上小グランド 日南町笠木３０４ 一 般
黒坂カワコふれあい公園 日野町黒坂下菅 一 般
日野高等学校黒坂校舎グランド 日野町黒坂１１１３ 防災対応
根雨小学校グランド 日野町野田２７１ 一 般
日野中学校グランド 日野町野田２１０ 一 般
黒坂小学校グランド 日野町黒坂１５６０－１ 防災対応
日野高等学校根雨校舎グランド 日野町根雨３１０ 防災対応
佐川河川公園 江府町佐川８２８－１ 一 般
明倫小学校 江府町大字武庫９６０－１ 防災対応
江府町防災基地 江府町大字美用８３５－１７ 一 般
エバーランド奥大山テニスコート跡地 江府町御机８３７番地１３ 防災対応

伯耆町

日南町

日野町

江府町

湯梨浜町

琴浦町

大山町

南部町



３－３４　消防費決算額（１）
（平成1７年度決算額）

（単位：千円）

市町村 組合
8,787,465 7,004,358

246,193 6,081,724
648 5,095,885

361,602 484,799
7,106 27,877

7,838,385 77,624
7,534,869 0
7,494,353 0

14,435 0
0 0

26,081 0
0 0

66,908 0
236,608 77,624

1,211 26,955
331,574 174,437
32,835 60,854
32,835 21,857

0 0
0 0
0 38,997

298,733 110,119
47,410 94,029
22,172 1,575
38,971 0

190,180 14,515
6 3,464

2,605 157,897

人件費
うち職員給
物件費

消防費

維持補修費
補助費等
組合負担金合計
消防組合
補償組合
水防組合
その他
委託料

水道事業会計負担金
その他

退職金等
普通建設事業費等
補助事業費計
機械器具
通信施設
水利施設
その他

単独事業費計

その他
その他

機械器具
通信施設
水利施設
その他



消防費決算額（２）
（平成1７年度決算額） （単位：千円）

鳥取市 85,711,456 199,040 2,582,517 2,770,911 3.23% 13.9 107.3%

米子市 53,894,485 150,199 1,633,187 1,810,269 3.36% 12.1 110.8%

倉吉市 26,229,974 52,569 696,038 749,534 2.86% 14.3 107.7%

境港市 13,316,267 37,140 473,105 509,430 3.83% 13.7 107.7%

岩美町 5,375,647 13,710 223,560 276,686 5.15% 20.2 123.8%

若桜町 2,798,410 4,568 115,571 83,085 2.97% 18.2 71.9%

智頭町 4,461,055 8,910 176,018 172,426 3.87% 19.4 98.0%

八頭町 10,039,897 20,201 381,327 323,913 3.23% 16.0 84.9%

三朝町 4,200,871 7,694 156,384 152,022 3.62% 19.8 97.2%

北栄町 7,131,922 16,662 288,177 245,188 3.44% 14.7 85.1%

湯梨浜町 12,686,538 18,000 320,879 303,018 2.39% 16.8 94.4%

琴浦町 10,197,324 20,165 343,527 321,311 3.15% 15.9 93.5%

日吉津村 1,610,814 3,127 62,888 65,617 4.07% 21.0 104.3%

大山町 10,000,420 19,368 368,863 347,659 3.48% 18.0 94.3%

南部町 6,828,341 12,272 234,047 206,604 3.03% 16.8 88.3%

伯耆町 6,581,870 12,396 242,276 205,203 3.12% 16.6 84.7%

日南町 5,215,009 6,383 146,372 123,922 2.38% 19.4 84.7%

日野町 3,243,531 4,219 104,620 87,107 2.69% 20.6 83.3%

江府町 3,515,794 3,811 95,699 80,526 2.29% 21.1 84.1%

市町村計 273,039,625 610,434 8,645,055 8,834,431 3.24% 14.5 102.2%

東部広域行政
管理組合消防局 5,476,196 246,429 2,774,056 50.66% 11.3

中部ふるさと
広域連合消防局 3,656,683 115,090 1,446,302 39.55% 12.6

西部広域行政
管理組合消防局 6,257,042 248,915 2,784,000 44.49% 11.2

一部事務組合等計 15,389,921 610,434 7,004,358 45.51% 11.5

基準財政需要
額に対する消
防費決算額の

割合

普通会計
歳出合計

人口（18年
3月31日現在）
単位（人）

消防費
決算額

消防費基準
財政需要額

歳出全体
に占める
消防費割合

人口１人当たり
消防費

基準財政額に占める消防費決算額の割合

0%

25%
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75%
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歳出額に占める消防費の割合
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3.00%
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３－３５　市町村消防費性質別内訳

うち
職員給 小計

消防
組合に
対する
もの

消防
補償
組合に
対する
もの

水防
組合に
対する
もの

その他

鳥取市
2,770,911 65,098 78,292 1,160 2,481,408 2,342,548 2,342,548 47,551

米子市
1,810,269 27,118 59,884 1,659,914 1,633,150 1,633,150 6,380

倉吉市
749,534 25,188 36,467 17 676,999 653,082 653,082 6,213

境港市
509,430 11,189 17,246 1,706 452,328 441,376 441,376

岩美町
226,600 17,190 6,079 560 202,771 202,771 180,759 22,012

若桜町
88,725 2,345 2,917 83,085 78,569 78,311 258

智頭町
172,426 5,859 7,028 157,767 130,666 130,666

八頭町
323,913 4,985 16,055 299,950 282,636 282,636

三朝町
152,022 12,295 17,261 46 121,565 121,087 113,185 7,100 802

湯梨浜町
303,018 7,166 21,774 248,397 236,407 235,519 888 1,711

琴浦町
321,311 8,533 22,074 268,990 256,952 256,952 1,635

北栄町
245,188 9,757 15,634 219,797 216,257 216,257 500

日吉津村
65,617 2,244 4,126 46,926 46,926 45,856 757 313

大山町
347,659 10,417 28,502 175 295,028 281,964 281,050 914 2,918

南部町
206,604 7,010 9,749 263 181,870 177,789 174,583 3,206

伯耆町
202,683 13,098 648 2,632 186,648 186,648 183,546 298 2,804

日南町
123,922 6,242 6,953 547 110,180 105,627 105,244 383

日野町
87,107 4,371 8,127 74,609 73,807 73,538 269

江府町
80,526 6,088 3,434 70,153 66,607 66,095 362 150

市町村計
8,787,465 246,193 648 361,602 7,106 7,838,385 7,534,869 7,494,353 14,435 26,081 66,908

鳥取県東部広域
行政管理組合

2,774,056 2,362,263 2,009,514 175,030 24,919 41,471

鳥取中部ふる
さと広域連合

1,446,302 1,258,543 970,686 106,724 142 11,892

鳥取県西部広域
行政管理組合 2,784,000 2,460,918 2,115,685 203,045 2,816 24,261

一部事務
組合等計 7,004,358 6,081,724 5,095,885 484,799 27,877 77,624

補助費等
組合負担金

計(d)
(ア）
～（エ）

委託料

水道
事業
会計
負担金

人件費
(a)

消防費
（a)～(f)

維持
補修費

(c)
物件費

(b)



（平成17年度決算額）（単位：千円）

小計
機械
器具
購入費

通信
施設費

水利
施設費 その他 小計

機械
器具
購入費

通信
施設費

水利
施設費 その他

91,309 144,953 144,953 4,284 140,669

20,384 63,353 17,220 17,220 46,133 2,726 43,407

17,704 10,469 10,469 4,543 655 4,942 329 394

10,952 26,961 15,310 15,310 11,651 6,799 4,852

4,516 378

27,101 1,772 1,766 1,766 6

17,314 2,923 2,923 2,923

478 855 855 855

10,279 25,681 25,681 23,185 2,496

10,403 21,714 21,714 21,517 197

3,040

12,321 12,321 12,267 54

10,146 13,537 13,537 13,537

4,081 5,879 5,879 5,879 1,833

305 305 305

4,553

802 1,211

3,546 851 851 179 672

236,608 1,211 331,574 32,835 32,835 298,733 47,410 22,172 38,971 190,180 6 2,605

41,471 32,476 32,476 32,476 137,897

11,892 49,001 38,997 38,997 10,004 10,004 20,000

24,261 26,955 92,960 21,857 21,857 67,639 61,553 1,575 4,511 3,464

77,624 26,955 174,437 60,854 21,857 38,997 110,119 94,029 1,575 14,515 3,464 157,897

その他
退職
金等

普通建設事業費

その他
(f)計（e)

補助事業費 単独事業費

その他
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４ 保安 
高圧ガス 
 

県内の高圧ガス関係事業者は１１７４事業所で、

内訳は製造関係が６１７事業所、販売関係が４７９

事業所、貯蔵所が５０事業所、容器の製造、検査

関係が１１事業所、特定高圧ガスの消費関係が１

７事業所となっている。（平成１９年３月３１日現在） 

 

県内の平成１８年における高圧ガス保安法関係

事故は６件（対前年比＋５件）であった。事故の種

類は、いずれも高圧ガス容器の「盗難、紛失」に係

るものであった。 

全国の状況について見ると、平成１８年の高圧

ガス保安法関係の事故は、５５３件発生しており、

前年を５２件上回る結果となった。事故の内訳は、

「災害」に係るものが１９３件（対前年比＋２９件）、

「盗難・紛失」に係るものが３６０件（対前年比＋２３

件）であった。製造事業所での「災害」件数が、９８

件（前年比＋３３件）と大幅に増加したことが、事故

件数増加の要因となった。 

「盗難・紛失」に関しては、平成１１年から増加傾

向を見せはじめ、特に平成１４年から急激に増加

している。県内においても盗難事故は発生しており、

盗難容器は、不適切な使用や不法投棄による事

故を招く可能性や、犯罪に利用される恐れがある

ことから、容器管理者のさらなる管理の徹底が求

められる。 

高圧ガス保安法関係事故件数の推移

一般 0 19 0 24 0 33 0 26 0 34
ＬＰ 0 9 1 7 0 10 0 10 0 8

コンビ 0 15 0 17 0 18 0 14 0 37
冷凍 0 5 0 11 0 4 0 15 0 19
小計 0 48 1 59 0 65 0 65 0 98

0 28 0 25 0 31 0 22 0 29
0 49 0 55 0 41 0 62 0 56
0 13 0 7 0 20 0 15 0 10
0 138 1 146 0 157 0 164 0 193
0 142 0 238 12 334 1 337 6 360
0 280 1 384 12 491 1 501 6 553

平成18年

災害計

移動

事
業
所

災
害

消費
その他

※件数　　　左側：鳥取県　　　右側：全国

盗難・紛失
合計

平成16年 平成17年平成14年 平成15年

 
 

 
 
ＬＰガス 
 
 県内の平成１８年におけるＬＰガスの事故件数は

６件（前年比＋４件）であった。内１件は負傷者１名

を出す事故となった。 
 事故の内容としては、一般消費者が自宅にて、

カセットコンロにより調理しようとした際、積雪の重

みにより破損したガス配管から漏えいしたガスに

着火、軽度の火傷を負ったもの。 
 また、ガスホースの破損・漏洩事故が４件連続で

発生した。ホース破損箇所は、刃物の切り口のよ

うであることや、付近にカッターの刃が落ちていた

こと等から故意によるものと推測される。 
 その他、ＬＰガス設備の不良品による漏洩事故

が１件発生した。 
全国のＬＰガス事故件数は、平成１８年は前年

より大幅に増加して２１９件（前年比＋１１４件）とな

っている。これらの事故による死傷者は、死者０名。

傷者５名であった。 
 このような事故に対し、販売事業者の保安意識

の向上及び消費者への注意喚起等に努める必要

がある。 
事故件数の推移

平成１４年平成１５年平成１６年平成１７年平成１８年
鳥取県 1 1 1 2 6
全国 90 120 105 105 219  
 

県内のLP事故件数の推移
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県内のＬＰガス販売事業者数は１４３事業者、販

売店数は１５８店舗（平成１９年３月３１日現在）で

あり、販売事業者数は前年度末に比べて７事業者、

販売店数は２７店舗それぞれ減少した。 

県内高圧ガス関係事業者の推移
平成14年度平成15年度平成16年度平成17年度平成18年度

第一種製造者 94 98 98 93 91
第二種製造者 511 516 512 516 526
販売事業者 457 467 468 476 479
貯蔵所 39 46 47 47 50
容器検査所 6 6 6 9 10
容器製造事業者 1 1 1 1 1
特定高圧ガス消費者 19 18 18 16 17

1127 1152 1150 1158 1174
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電気工事業 
 
 県内の電気工事業者数は４０７社である（平成１

９年３月３１日現在）。 
 このうち、登録電気工事業者は２４２社、みなし

登録電気工事業者は１５４社であり、全体の９７％

を占めている。平成１８年度は前年度に比べて、

登録電気工事業者が１５社、みなし登録電気工事

業者が１１社の減少となっている。 
電気工事業者数 

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

238 239 244 257 242

1 1 1 1 1

162 159 158 165 154

10 10 10 10 10

411 409 413 433 407

電気工事業法に基づく登録業者

電気工事業法に基づく通知業者

建設業法に基づく届出業者

建設業法に基づく通知業者

計  
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平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度

 
 
 

火薬類 
 

平成１８年中には、県内で火薬類事故は発生し

なかった。 
全国の状況は、事故件数４０件、死者２名、負

傷者４２名となっており、中でも、煙火の消費中の

事故が多くを占めている。 
 

県内の火薬関係事故件数の推移
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

0 1 0 1 0  
全国の火薬関係事故件数の推移 

平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年
事故件数 38 37 41 34 40
死者数 0 13 0 2 2

負傷者数 51 39 51 37 42  

全国の火薬類事故件数推移
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平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年

（件）

 
 
 また、平成１８年度における県内の火薬類の譲

受許可件数は８５件、消費許可件数は１０２件であ

り、譲受許可件数が大きく減少した。 
 

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

譲受許可件数 127 109 120 120 85
消費許可件数 192 128 174 103 102  

0
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150

200

250

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

（件）

譲受許可件数 消費許可件数  
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4-1　　県内高圧ガス保安法関係事故集計表
（各年12.31現在）

件
　
数

死
　
者

負
傷
者

件
　
数

死
　
者

負
傷
者

件
　
数

死
　
者

負
傷
者

件
　
数

死
　
者

負
傷
者

件
　
数

死
　
者

負
傷
者

平成
１４年

0 0 0

平成
１５年

1 1 1 0 0

平成
１６年

12 12 12 0 0

平成
１７年

1 1 1 0 0

平成
１８年

5 5 1 6 0 0

負
傷
者

死
　
者

一般ガス 冷　　凍 合　　計

死
　
者

件
　
数

件
　
数

負
傷
者

死
　
者

件
　
数

負
傷
者

Ｌ　　Ｐ　　ガ　　ス

小　　　計運　搬　中販　売　所

自損故意

消　　費　　先

そ　の　他

122



4-2　　高圧ガス関係事業所の推移
（各年3月31日現在）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

ＬＰガス 27 26 25 25 24

一般ガス 13 14 14 15 16

兼　　業 7 7 7 8 7

冷　　凍 47 51 50 45 44

一般ガス 98 97 95 98 99

ＬＰガス 1 1 2 2 2

冷　　凍 412 418 415 416 425

ＬＰガス 179 184 184 182 183

一般ガス 257 265 264 274 276

兼　　業 21 18 20 20 20

39 46 47 47 50

6 6 6 9 10

1 1 1 1 1

19 18 18 16 17

4-3　　高圧ガス別事業所の内訳（冷凍を除く）
　※複数のガスを取扱う事業所含む （平成19年3月31日現在）

第一種製造者 第二種製造者 販売所 貯蔵所
特定高圧ガス

消費者

4 12 1 0

9 35 28 11 5

1 0 17 5

9 36 21 28

0 0 7 6 2

7 4 24 10

2 9 265 4

0 0 2 1 1

31 2 208 22 11

3 3 5 4

0 0 6 1

0 0 0 0

0 0 2 1

7 0 3 2

0 0 1 0

0 0 7 3 3

0 2 13 4

73 103 610 102 22

貯 蔵 所

容 器 検 査 所

特 定 高 圧 ガ ス 消 費 者

容 器 製 造 事 業 者

第一種製造者

第二種製造者

販売事業者

アセチレン

窒素

水素

空気

酸素

炭酸ガス

フロンガス

塩素

ＬＰガス

アルゴン

アンモニア

硫化水素

エチレン

計

天然ガス

一酸化炭素

特殊ガス

その他
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4-4　　市町村別事業所数
(平成19．3．31現在)

容器
検査所

販売所

L
P
ガ
ス

一
般
ガ
ス

L
P
ガ
ス
・

一
般
ガ
ス
兼
業

冷
凍
・
冷
房

計

L
P
ガ
ス
・

一
般
ガ
ス

冷
凍
･
冷
房

外
数

（
）
内
製
造
所

一
般
ガ
ス

4 7 5 5 21 36 110 4 3 17 7 106

8 7 1 4 20 19 122 8 4 6 1 93

7 1 3 11 14 28 3 4 5  2 (1) 35

2 1 27 30 9 73 2 2 20

2 2 2 4 5

0 0 1

0 1 3 5

0 4 3 1 1 4

1 1 3 9 1

1 1 2 4 4

0 1 14 11

2 2 4 3 24 2 11

0 0 1

0 4 10 1 3

0 2 5 2 1

0 0 4

1 1 1 1 1

0 0 3 1 1

0 0 6

24 16 7 44 91 101 425 17 13 37 10 300

日吉津村

南 部 町

日 南 町

伯 耆 町

大 山 町

江 府 町

日 野 町

合 計

琴 浦 町

北 栄 町

湯梨浜町

岩 美 町

智 頭 町

若 桜 町

三 朝 町

八 頭 町

第
二
種
貯
蔵
所

境 港 市

第
一
種
貯
蔵
所

鳥 取 市

米 子 市

倉 吉 市

市町村名

第  一  種  製  造  者 第二種製造者 特
定
高
圧
ガ
ス
消
費
者
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4-5　　高圧ガス貯槽の基数　　　　　　　　　　　　　　　　 

（単位：基）（平成19.3.31現在）

3ｔ以上
10ｔ未満

10ｔ以上
50ｔ未満

50ｔ以上 計

液　化　酸　素 5 4 0 9

液化炭酸ガス 10 2 0 12

液　化　塩　素 0 4 0 4

液　化　窒　素 22 10 0 32

液化石油ガス 3 48 9 60

液化アルゴン 1 1 0 2

液化天然ガス 0 2 3 5

4-6　　高圧ガス容器検査本数　　

（単位：本）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

36,024 18,013 24,302 41,085 0
↑県の業務廃止
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4-7　　ＬＰガス事故件数
（各年12.31現在）

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

1 1 1 2 6

死者

傷者 1 1 1

漏えい 1 1 1 1

爆発・火災 1 1

酸欠・中毒

その他 1 4

元栓誤開放

接続不良 1

点火ミス

自損行為

その他 1 1 1 1

燃焼器 1

タバコ

電気器具

その他 1

有 1 1 1 2 1

無 1

個別住宅 1 1

共同住宅 1 1 1

飲食店等 1 4

その他 1

閉止弁

ゴム管 1 4

燃焼器 1

その他 1 2 2

年

 　　発　　生　　件　　数　　　

人 的 被 害

災 害 現 象

発 生 器 具

漏 え い 原 因

着 火 原 因

警 報 器
( 検 知 器 )

建 物 用 途
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4-8　　ＬＰガス事故件数（２）
（各年12.31現在）

責任の所在

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％

消費者の不注意による
もの

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ - - - -

消費者の不注意にもよ
るが、販売店の保安
サービスも不足と思われ
るもの

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ - - - -

販売店の処理に欠陥が
あったもの

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ - - - -

建築構造の欠陥器具の
不良によるもの。整備不
良

‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ - - 1 16.67

その他 1 100 1 100 1 100 2 100 4 83.33

計 1 100 1 100 1 100 2 100 6 100
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4-9　　ＬＰガス事故件数の年別推移

（各年12.31現在）

年 事故件数 年 事故件数 年 事故件数

昭和４４年 14 昭和57年 9 平成７年 3

昭和45年 18 昭和58年 8 平成８年 4

昭和46年 22 昭和59年 1 平成９年 0

昭和47年 13 昭和60年 10 平成10年 0

昭和48年 10 昭和61年 10 平成11年 0

昭和49年 11 昭和62年 4 平成12年 0

昭和50年 10 昭和63年 7 平成13年 0

昭和51年 13 平成元年 4 平成14年 1

昭和52年 11 平成２年 4 平成15年 1

昭和53年 14 平成３年 5 平成16年 1

昭和54年 10 平成４年 0 平成17年 2

昭和55年 10 平成５年 0 平成18年 6

昭和56年 10 平成６年 1
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4-10　　液化石油ガス（ＬＰガス）販売事業所の推移（ＬＰガス法関係）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

事業者数
159 154 145 150 143

販売所数
182 184 184 185 158

(注)１．市町村別販売所数は4-11を参照のこと。

　　 ２．経済産業大臣許可を含む。
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事業者数 販売所数
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4-11　　市町村別ＬＰガス販売事業所数

(平成19．3．31現在)

鳥取市 41 湯梨浜町 5

米子市 24 琴浦町 7

倉吉市 15 日吉津村 1

境港市 17 大山町 4

岩美町 2 南部町 3

若桜町 5 伯耆町 5

智頭町 5 日南町 5

八頭町 7 日野町 5

三朝町 2 江府町 2

北栄町 3 県計 158

（注）　（　）内は、経済産業局長登録販売所で内数である。
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4-12　　液化石油ガス販売量の推移

（単位： ｔ ）

区分                     

　　　　　　 年度
平成

14年度
平成

15年度
平成

16年度
平成

17年度
平成

18年度

家 庭 ・ 業 務 用
48,604 48,617 48,766 48,729 47,028

工 業 用
6,014 6,410 6,599 6,221 6,340

4,308 3,878 3,956 4,118 3,834

3,000 2,949 2,890 2,881 2,750

61,926 61,854 62,211 61,949 59,952

4-13　　液化石油ガスの利用状況（一般家庭用）

区分               

年度 平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

205,178 207,910 210,259 218,520 221,162

176,776 175,988 174,655 172,028 167,622

48,604 48,617 48,766 48,729 47,028

86.2 84.6 83.1 78.7 75.8

274.9 276.2 279.2 283.2 280.6

36,329 36,284 37,649 32,942 36,785

（注）ガス事業法の適用を受けるLPガス消費者を含む。

1世帯当たりＬＰガス消費量(kg) （C/B）

（参）都市ガス消費世帯数

　総世帯数（Ａ）

ＬＰガス消費世帯数（Ｂ）

ＬＰガス消費量(t)　 （Ｃ）

 普及率 (%)（B/A）  

小　売

自 動 車 用 （ オ ー ト ガ ス ）

簡 易 ガ ス 用 （ ガ ス 事 業 法 ）

計
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4-14　　平成1８年度高圧ガス関係試験結果
（高圧ガス関係試験結果）

区    分

（高圧ガス関係免状交付状況）

　　　　　　年度

区分 交　付 再交付 交　付 再交付 交　付 再交付 交　付 再交付 交　付 再交付

乙 種 化 学 3 0 2 1 6 2 2 0 1 1

乙 種 機 械 2 0 1 1 2 0 3 0 2

丙 種 化 学 液 石 11 0 10 0 5 2 6 1 7 1

丙 種 化 学 特 別 12 1 9 0 15 0 15 0 18

第 二 種 冷 凍 2 0 5 0 8 0 3 0 5

第 三 種 冷 凍 8 0 17 0 3 1 13 1 7 1

第 一 種 販 売 13 0 13 1 5 1 5 0 8

第 二 種 販 売 22 0 33 4 39 7 25 2 23 6

液化石油ガス 設備士 31 5 28 8 32 7 35 1 37 1

平成17年度

38.5

55.6

-

57.9

81.0

29.4

87.5

2

4

55.6

-

87.5

42.9

100.0

22

6 66.7

100.0

40.0

7

5

17

5

4

9

5

5

5

1

6

7

8

17

21

38

1

14

8

9

9

13

8

19

21

40

1

16

8

9

9

15

69.2182630

11 11 10 90.9

53.381519

24 23 7 30.4

9 9 0.0

50.071415

-

5 5 1 20.0

55

全　科　目

科目免除

計

全  科  目

計

全　科　目

科目免除

計

計

科目免除

全　科　目

科目免除

全　科　目

科目免除

計

全　科　目

計

全　科　目

科目免除

計

100.0

計

全　科　目

科目免除

12 12 1 8.3

20.01

科目免除 1 11

合格率
（Ａ／Ｂ）（％）

全　科　目 11 11 0.0

受験者区分 出願者数
受験者数

（A）
合格者数

（B）

平成16年度 平成18年度

ＬＰガス設備士

平成14年度 平成15年度

科目免除

計

5

4

9

第二種冷凍

第三種冷凍

第一種販売

第二種販売

乙種化学

乙種機械

丙化（液石）

丙化（特別）

132



4-15　　高圧ガス保安功労者等表彰状況

          区分

経済産業大臣

年度 LPガス LPガス 一般ガス 冷凍 LPガス 一般ガス 冷凍

昭和２８年度

昭和３０年度

昭和４２年度 12

昭和４４年度 1

昭和４７年度 11

昭和４９年度 2 3

昭和５０年度 3 1

昭和５１年度 1 2 1

昭和５２年度 1 3

昭和５３年度 2 1 2

昭和５４年度 3

昭和５５年度 1 2

昭和５６年度 1 1 1 2 3 1

昭和５７年度 1 1 3 1

昭和５８年度 1 4 1

昭和５９年度 2 1

昭和６０年度 1 2 1

昭和６１年度 1 3 2

昭和６２年度 1 1 1 3 1 2

昭和６３年度 1 3 1 1

平成元年度 1 2 4 1

平成２年度 5 1

平成３年度 2 2 5 1

平成４年度 1 2 2 2

平成５年度 1 2 1 4

平成６年度 1 1 2 1

平成７年度 1

平成８年度 1 2 1

平成９年度 2 1 3

平成１０年度 1 1 2 1

平成１１年度 2 1

平成１２年度 1 2 1 3 1 2

平成１３年度 1 2 3 1 2

平成１４年度 1 3 1

平成１５年度 1 2 1

平成１６年度 3 1

平成１７年度 2 4 1 2

平成１８年度 4 1 1

合　　計 14 41 7 2 107 24 16

高　　　圧　　　ガ　　　ス　　　関　　　係

中国経済産業局長 知　　　　　　事
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4-16　　電気工事業者数年別推移

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

238 239 244 257 242

1 1 1 1 1

162 159 158 165 154

10 10 10 10 10

411 409 413 433 407

4-17　　電気工事事業者への立入検査実施状況

        区分

年度
届出不順 標識 帳簿 その他

平成
14年度

411 15 3.6% 11 9 2

平成
15年度

409 10 2.4% 5 5

平成
16年度

413 13 3.1% 16 10 6

平成
17年度

433 3 0.7% 2 2 1

平成
18年度

407 0

4-18　　電気用品に関する立入検査実施状況

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

0 1 1 0 1

0 16 16 0 10

0 0 0 0 0違反件数

（検査数）
（検査対
象数）

検査販売店数

検査品数

違反項目
別件数

違反項目内訳

電気工事業法に基づく登録業者

電気工事業法に基づく通知業者

建設業法に基づく届出業者

建設業法に基づく通知業者

計

検査
対象数

検査数
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4-19　　電気工事士免状の交付状況

（単位 ： 件）

区分

     年度
平成

14年度
平成

15年度
平成

16年度
平成

17年度
平成

18年度

交付数 39 34 34 53 41

累計 2,320 2,354 2,388 2,441 2,482

交付数 217 205 160 166 229

累計 8,555 8,760 8,920 9,086 9,315

第一種電気工事士免状

第二種電気工事士免状

0

10

20

30

40

50

60

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

0

50

100

150

200

250

第一種電気工事士免状 第二種電気工事士免状
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4-20　　火薬類事故発生状況

事故件数

死者数

負傷者数

事故件数

死者数

負傷者数

4-21　　火薬類種類別取扱別事故件数

種類

取扱 鳥取県 全国 鳥取県 全国 鳥取県 全国 鳥取県 全国

1 1 0 2

1 0 1

1 0 1

4 31 1 0 36

1 0 1

40 0 40

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

1 0 1

0 0

1 0 1

1 0 1

0 0

0 0

0 5 0 32 0 3 0 40

0 0 0 1 0 1 0 2

0 1 0 40 0 1 0 42

41

0

51

平成16年

0

0

貯 蔵 中

運 搬 中

消 費 中

製 造 中

負傷者数

合　　計

その他の事故

がんろう中

死者数

負傷者数

件数

死者数

件数

死者数

負傷者数

件数

負傷者数

件数

死者数

負傷者数

死者数

負傷者数

件数

死者数

件数

死者数

負傷者数

件数

38

0

51

平成14年

0

0

0

2

37

平成15年

1

1

1

37

13

39

平成17年

1

0

2

平成18年

0

0

0

煙火 がん具煙火 合計

県内

全国

産業火薬

40

2

42

34
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4-22　　火薬類譲受・消費許可件数年別推移

年度

区分

譲受許可件数 127 109 120 120 85

消費許可件数 192 128 174 103 102

4-23　　火薬庫の種類別棟数

（単位 ： 棟）

区分
平成

13年度
平成

14年度
平成

15年度
平成

16年度
平成

17年度

一級火薬庫 18 18 18 18 18

二級火薬庫 0 0 0 0 0

三級火薬庫 3 3 3 3 3

煙火火薬庫 4 4 4 4 4

計 25 25 25 25 25

平成
15年度

平成
14年度

平成
17年度

平成
18年度

平成
16年度

137



4-24　　火薬類販売事業所数

年度 平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度区分

産業火薬類(火工品含む)販売所 8 8 8 8 8

火工品のみの販売所 25 25 25 25 25

計 33 33 33 33 33

4-25　　武器等製造法に係る許可事業者数

（平成19.3.31現在）

製造業者 販売業者
販売及び
製造業者

計

5 2 7

4-26　　火薬類立入検査等実施状況

区分

検査を実施した
事業所数

違反
件数
※

処分・措置数
（事業所数）

年度
法令に
基づく
処分

文書注
意始末
書等

平成１4年度 177 0 0 0

平成１5年度 158 0 0 0

平成16年度 117 0 0 0

平成17年度 143 0 0 0

平成18年度 128 0 0 0

※１事業所に複数の違反事項がある場合はそれを累計した件数
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4-27　　火薬類取扱保安責任者免状の交付・講習

甲種 乙種 丙種
免状所有
者講習

従事者
講習

発破実
技講習

煙火従事
者講習

平成14年度 29 19 1 140 27 23 98

平成15年度 17 22 0 361 41 17 97

平成16年度 16 13 0 105 82 20 62

平成17年度 16 17 0 161 53 16 90

平成18年度 8 11 1 121 53 0 88

4-28　　平成18度火薬類取扱保安責任者試験の結果

願書
提出者

受験者数
（Ａ）

合格者数
（Ｂ）

合格率
（A/B)

18 17 7 41.2%

28 25 11 44.0%

1 1 1 100.0%

47 43 19 44.2%計

交付状況

区       　 　分

講          習

甲種取扱保安責任者

乙種取扱保安責任者

丙種製造保安責任者
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4-29　　火薬類関係保安功労者等表彰状況

      区分

年度
昭和２８年度 1
昭和３０年度 1
昭和４２年度
昭和４４年度
昭和４７年度
昭和４９年度
昭和５０年度
昭和５１年度
昭和５２年度
昭和５３年度
昭和５４年度 5
昭和５５年度 2
昭和５６年度 2
昭和５７年度 4
昭和５８年度 5
昭和５９年度 5
昭和６０年度 4
昭和６１年度 5
昭和６２年度 4
昭和６３年度 3
平成元年度 2
平成２年度 1 1
平成３年度 1
平成４年度 3
平成５年度 2
平成６年度 2
平成７年度 1
平成８年度 2
平成９年度
平成１０年度 2
平成１１年度 1
平成１２年度 1
平成１３年度
平成１４年度
平成１５年度 1
平成１６年度
平成１７年度
平成１８年度

合　　計 3 58

火薬類関係保安功労者等表彰状況
火薬類関係

経済産業大臣 知事
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4-30　　危険物許可施設の現況

鳥取県東部
広域行政
管理組合

鳥取中部
ふるさと
広域連合

鳥取県西部
広域行政
管理組合

3,355 3,331 3,228 3,147 3,096 1,064 556 1,476

3 3 3 3 2 0 0 2

小計
 (B)

2,368 2,349 2,277 2,201 2,167 741 347 1,079

屋内
貯蔵所

347 346 320 311 311 130 43 138

屋外タンク
貯蔵所

258 255 248 244 242 72 46 124

屋内タンク
貯蔵所

65 64 65 65 66 27 9 30

地下タンク
貯蔵所

1,132 1,119 1,089 1,051 1,029 361 187 481

簡易タンク
貯蔵所

13 13 6 6 6 6 0 0

移動タンク
貯蔵所

466 467 466 444 432 132 58 242

屋外
貯蔵所

87 85 83 80 81 13 4 64

小計
(C)

984 979 948 943 927 323 209 395

給油
取扱所

600 591 562 556 545 183 129 233

第一種販売
取扱所

4 4 4 3 3 2 1 0

移送
取扱所

2 2 1 1 1 0 0 1

一般
取扱所

378 382 381 383 378 138 79 161

2,014 2,030 1,986 1,957 1,935 733 380 822

（各年３月３１日現在）

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成18年の
組合管内別内訳

事業所数

合計
 (A)+(B)+(C)

製造所
 (A)

貯
蔵
所

取
扱
所
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4-31　　危険物取扱者試験実施状況

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

一回 1,465 505 36.5 36 13 38.2 1,235 396 32.1 57 34 61.8 52 33

二回 1,355 433 33.7 50 12 29.3 1149 351 30.5 43 31 72.1 34 21

合計 2,820 938 35.1 86 25 33.8 2,384 747 31.3 100 65 67.0 86 54

一回 1,312 516 39.3 41 9 22 1,106 418 37.8 33 23 69.7 35 23

二回 1,126 432 38.4 46 13 28.3 967 347 35.9 27 19 70.4 36 25

合計 2,438 948 38.9 87 22 25.2 2,073 765 36.9 60 42 70.1 71 48

一回 1,343 542 40.4 44 13 29.5 1,133 433 38.2 31 18 58.1 31 21

二回 952 389 40.4 47 14 29.8 805 315 39.1 28 16 57.1 21 12

合計 2,295 931 40.4 91 27 29.7 1,938 748 38.7 59 34 57.6 52 33

一回 1,065 377 35.4 27 8 29.63 905 310 34.3 25 13 52 17 10

二回 961 314 32.67 43 8 18.6 835 262 31.4 23 12 52.17 22 8

合計 2,026 691 34.0 70 16 24.1 1,740 572 32.8 48 25 52.1 39 18

一回 1,047 415 39.6 35 8 22.9 892 337 37.8 38 21 55.3 29 25

二回 820 344 42.0 38 9 23.7 691 286 41.4 29 20 69.0 27 14

三回 389 163 41.9 389 163 41.9

合計 2,256 922 40.9 73 17 23.3 1,972 786 39.9 67 41 61.2 56 39

  年度

　
区分

総　　　　　数 甲　　　　　種

乙 　　　　　　　　　　　　　　　　

小　　　　　計 第　　1　　類 第　　2 　

平成
18年度

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度
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合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

受
験
者

合
格
者

合
格
率

（％）

63.5 41 16 43.2 998 256 27.4 24 14 60.9 63 43 70.5 194 96 51.6

61.8 28 19 67.9 967 229 24.9 34 22 64.7 43 29 67.4 156 70 49.3

62.7 69 35 55.6 1,965 485 26.2 58 36 62.8 106 72 69.0 350 166 50.5

65.7 32 17 53.1 947 314 33.2 27 19 70.4 32 22 68.8 165 89 53.9

69.4 38 19 50 814 251 30.8 22 18 81.8 30 15 50 113 72 63.7

67.6 70 36 51.6 1,761 565 32.0 49 37 76.1 62 37 59.4 278 161 58.8

67.7 38 27 71.1 967 320 33.1 24 20 83.3 42 27 64.3 166 96 57.8

57.1 32 25 78.1 678 224 33 21 18 85.7 25 20 80 110 60 54.5

62.4 70 52 74.6 1,645 544 33.1 45 38 84.5 67 47 72.2 276 156 56.2

58.82 14 9 64.29 806 252 31.27 13 10 76.92 30 16 53.33 133 59 44.36

36.36 22 6 27.27 730 212 29.04 20 15 75 18 9 50 83 44 53.01

47.6 36 15 45.8 1,536 464 30.2 33 25 76.0 48 25 51.7 216 103 48.7

86.2 27 19 70.4 742 227 30.6 19 14 73.7 37 31 83.8 120 70 58.3

51.9 31 18 58.1 556 202 36.3 27 20 74.1 21 12 57.1 91 49 53.8

389 163 41.9

69.6 58 37 63.8 1,687 592 35.1 46 34 73.9 58 43 74.1 211 119 56.4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　種

丙　　　　　種

類 第　　3　　類 第　　4　　類 第　　5　　類 第　　6　　類
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4-32　　危険物取扱者免状交付状況

年度 小　計第1類 第2類 第3類 第4類 第5類 第6類

929 25 748 69 52 33 486 32 76 156

928 22 761 41 46 36 564 37 37 145

928 25 754 35 35 53 545 39 47 149

682 16 567 24 19 15 458 26 25 99

913 18 783 41 38 36 591 34 43 112

4-33　　危険物取扱者保安講習実施状況

小計 第１類第２類第３類第４類第５類第６類

平成14年度 610 734 9 574 5 5 2 553 4 5 151

平成15年度 615 734 6 605 8 5 11 574 5 2 123

平成16年度 666 795 13 605 8 5 11 597 5 1 155

平成17年度 673 839 11 671 13 8 7 620 6 17 157

平成18年度 668 847 8 681 14 10 4 613 17 23 158

　　　　区分

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

受
講
者
数

甲種 丙種

合計 甲種 丙種
乙種

免状の種類

乙種総計

免　　状　　の　　種　　類

145



 

 

 ５　災害 
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５ 災害の状況

大雪及び大雨により、県内各地に被害が発生した。主な被害の状況は下記のとおりである。

＜雪害被害＞

災害発生日 被害の概要

平成１８年１月１日～３月３１日 ＜被害件数＞

（平成１８年豪雪） 死者 3名、負傷者 6名、住家一部破損 220棟、道路 25箇所

＜被害額＞

農林水産業施設 千円（鳥取市ほか３町）27,778
公共土木施設被害 297,561千円（日南町及び日野町）

＜大雨被害＞

平成１８年７月１７日～１９日 ＜被害件数＞

住家一部破損 1棟、床上浸水 9棟、床下浸水 92棟、非住家被

害 11棟、道路 172箇所、河川 232箇所、砂防 82箇所、

停電 377戸

＜被害額＞

農林水産業施設 千円（鳥取市ほか１６市町）742,410
公共土木施設被害 3,918,488千円（県内全１９市町村）
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５－１　災害年報

　　災　　害　　名
大雪（平成
１８年豪雪） 強風波浪 地すべり 強風波浪 強風波浪 強風波浪 強風波浪 融雪災害 風浪 地すべり 強風波浪

　　発　生　年　月　日
1月1日～
3月31日 1月14日 1月15日 1月23日

2月3～
　4日 2月20日 3月3日

4月1～
　2日

4月2～
　3日 4月6日 4月8日

人 　死　　者 人 3

的 　行方不明者 人

被 負 　重　傷 人 2 1

害 傷 　軽　傷 人 4

棟

　全　　壊 世帯

住 人

棟

　半　　壊 世帯

家 人

棟 220

　一　部　破　損 世帯

被 人

棟

　床　上　浸　水 世帯

害 人

棟

　床　下　浸　水 世帯

人

非 　公共建物 棟

住家 　その他 棟 298

田 　流失・埋没  ha

そ 　冠　　　水  ha

畑 　流失・埋没  ha

　冠　　　水  ha

の 学　　　　　校 箇所

病　　　　　院 箇所

道　　　　　路 箇所 25 1

橋　り　ょ　う 箇所

河　　　　　川 箇所 6

港　　　　　湾 箇所 2 1

他 砂　　　　　防 箇所 1

清　掃　施　設 箇所

崖　く　ず　れ 箇所

鉄　道　不　通 箇所

被　害　船　舶 隻 1 1 1 1 1

水　　　　　道 戸

電　　　　　　　話 回線

電　　　　　　　気 戸

ガ　　　　　　　ス 戸

ブ　ロ　ッ　ク　塀 箇所

火 建　　　　　物 件

災 危　　険　　物 件

そ　　の　　他 件

り　災　世　帯　数 世帯

り　災　者　数 人

施 公立文教施設 千円

設 農林水産業施設 千円

27,778

被 公共土木施設 千円

297,561 73,870 317,450 41,400

害 その他の公共施設 千円

小計 千円

325,339 73,870 317,450 41,400

公共施設被害市町村数 団体 5

農産被害 千円

87,107 8,898

そ 林産被害 千円

86,987

の 畜産被害 千円

他 水産被害 千円

233 164 66 225 53

商工被害 千円

その他 千円

被　害　総　額 千円

499,433 233 73,870 164 317,450 66 225 8,898 41,400 53

都　道　府　県　災 設置 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

害　対　策　本　部　 解散 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日

　災害対策本部設置市町村 　1　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体

　災害救助法適用市町村 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体

消防職員出動延人数 人

消防団員出動延人数 人
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強風波浪 強風波浪 強風波浪 豪雨 降雹 強風波浪
梅雨前線
豪雨

梅雨前線
豪雨 降雹 台風１３号 豪雨 風浪 風浪 合　計

4月10～
11日 4月14日

4月20～
21日

5月10～
11日 6月11日

6月14～
15日

6月21～
22日

7月17～
19日 8月11日

9月17～
18日

10月5～
6日

10月15～
18日 11月7日

3

3

1 5

1 2 223

9 9

9 9

20 20

92 92

11 3 312

0.22 0

29.92 29.92

2 2

5 174 205

2 232 2 242

1 1 5

82 8 91

1 1 1 2 1 11

377 5 382

8 8

16 16

8,532 742,410 13,921 792,641

4,435 33,791 33,791 3,918,488 99,194 4,819,980

4,435 8,532 33,791 33,791 4,660,898 113,115 5,612,621

10 5 7 1 19 47

5,633 912 176,173 896 99,320 378,939

132 87,119

2,750 510 20,950 3,770 27,980

61 1,000 900 130 125 2,957

8,515 61 4,435 8,532 35,213 33,791 4,858,021 896 104,090 114,015 130 125 6,109,616

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　

　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　　月　　日 　

　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　5　団体 　　　団体 1　団体  団体  団体  団体 7 団体  

　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体 　　　団体

150



 

 

６　防災体制 
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６ 防災体制  

 

 防災危機管理対策 

 災害に強い人づくり、まちづくり、体制づくりに向けて、防災意識の普及啓発、防災訓練の実施、大規模

災害に備えた初動体制の充実強化、市町村防災体制の整備支援などを行い、防災危機管理対策を推進してい

る。また、関係機関との連携及び地域防災計画に基づいた総合的な防災体制の充実、強化に取り組んでいる。 

 

   【課 題】           【施策の方向】                【主な内容】 

 

…… 防災意識の普及啓発対策（防災局）  
…… 地域防災力の向上対策（防災局）  

 
…… 総合的な防災対策（防災局）  
…… 総合防災訓練の実施（防災局）  
…… 地震防災対策（防災局）  

 
…… 初動体制の強化対策（防災局）  
…… 防災情報の収集・伝達対策（防災局）  
…… 孤立集落対策（防災局）  
…… 消防防災ヘリコプターの活用（防災局）  
…… 携帯電話の不感地区解消対策（企画部）  

 
…… 防災関係機関情報交換会の開催（防災局）  
…… 災害時の自衛隊等の受援計画（防災局）  
…… 応援協定の締結（防災局）  

 
 

…… 市町村の災害応急対策活動の支援（防災局）  
…… 県と市町村の連携した備蓄体制の整備（防災局）  

 
 

…… 人形峠環境技術センターに関する防災対策（防災局） 
…… 島根原子力発電所に関する防災対策（防災局）  

 
 

 

…… 被災者生活再建支援制度（防災局）  

 
 

…… 国民保護協議会  
…… 国民保護計画、避難マニュアルの実効性確保  
…… 国民保護の普及啓発、基盤整備  
…… 国民保護訓練、ＮＢＣＲ対応訓練  
…… 市町村国民保護体制整備支援  

  

地 域 防 災 力

の強化  

防 災 体 制 の

強化  

 
防 災 情 報 の

収集・伝達  

防 災 関 係 機

関 と の 連 携

強化  

市 町 村 防 災

体 制 の 整 備

支援  

原 子 力 防 災

対策  

速 や か な 災

害 被 害 か ら

の復旧  

 
有 事 に お け

る国民保護  

 

災
害
に
強
い
人
づ
く
り 

 

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り 

 

災
害
に
強
い
体
制
づ
く
り 
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２４時間待機体制の整備  
 災害及び事故等といった不測事態に、より迅速かつ的確に対

応し、適切な初動対応体制を確保するため、平成１５年度から

２４時間待機体制を構築した。 

 

項  目 内容 

待機場所 防災待機室 

待機職員の構成 1名（防災局職員及び各部局課長及び課長

補佐）、1名(非常勤職員) 

業務内容 ・気象予警報、地震津波情報の伝達 

・国、市町村等からの情報収集、伝達 

・災害対策本部の立ち上げ作業 等 

・住民や報道への電話対応 

 

 

自主防災組織の活性化  
自主防災組織は、自治会等を単位として結成される防災組織

であるが、同時多発的に発生する大規模災害時には、消防機関

による常備消防だけでは対応できないため、「自分たちの地域は

自分たちで守る。」という取り組みが、被害を最小限に抑える有

効な手段となる。 

 県内の組織率（平成１９年４月１日現在）は５３．０％で組

織率はやや減少の傾向にあり、今後も組織率の向上と活発な活

動の促進を図っていく必要がある。 

 平成１８年は、自主防災活動を活性化し地域防災力の向上を

図るため、鳥取市において「自主防災活動推進大会」を実施し

た。大会は「鳥取県自主防災組織等知事表彰」の表彰式典や優

秀な活動を行っている自主防災組織等の活動報告及び大会参加

者との意見交換を行った。 

                                       

 

 

 

職員災害応援隊  
 大地震等の大規模又は重大な災害の発生時に市町村等が行う

災害応急対策活動には、大量の人員が必要であることから、県

職員の迅速な応援派遣と現地の状況に応じた的確な初動活動を

図るために、あらかじめ応援出動可能な県職員を登録・組織化

しておく「鳥取県職員災害応援隊」の制度を設け、平成１５年

７月から運用している。 

 

１ 概要 

（１）構成 

・応援隊は県職員の希望者で構成され、登録制とする。 

・応援隊は１隊概ね５名で編成し、それぞれに隊長を置く。 

 

（２）活動内容 

 応援隊は、市町村等の行う次の災害応急対策への応援活

動（作業の補助）を行う。 

・被災者の救出 

・障害物の除去（瓦礫の撤去等）  

・屋根のシート張り 

・その他必要な活動（物資輸送、避難所の運営支援等） 

 

２ 応援の実施 

（１）応援の実施の決定は、市町村長からの要請等に基づき、

知事が行う。 

（２）応援隊は、一隊となって派遣先の市町村長等の指揮下に

入り、隊長の監督の下で応援活動を行う。 

（３）応援の期間は概ね１週間以内とし、業務内容等により期

間の変更又は隊員の交代を行う。  

 

３ 訓練実績 

○職員災害応援隊訓練 

・訓練内容：座学、基本訓練(規律、ロープ結索訓練等)、実動訓

練（仮設トイレ組立て、ブルーシート拡張） 

・実施日：7月19日～21日 

○ 鳥取県総合防災訓練 

・ 訓練内容：仮設トイレ組立て 

・ 実施日：9月8日 

○ 徳島県総合防災訓練 

・ 訓練内容：ブルーシート拡張 

・ 実施日：9月3日 
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原子力防災対策  
人形峠環境技術センターと島根原子力発電所について、国の

原子力安全委員会が定める「防災対策を重点的に充実すべき地

域の範囲（ＥＰＺ）」を有する地域等を対象に、平成１３年度に

定めた県地域防災計画を修正するとともに、原子力防災対策の

ための環境放射線モニタリングの実施や防護資機材等整備等を

行った。 

 
防災訓練  
 平成１８年度に市町村が行った防災訓練の実施状況は、前年

より１５回多く５４回である。（未実施３団体） 

 迅速かつ的確な初動体制の確保を図るため、すべての市町村

が訓練を実施し、防災対策の検証、防災マニュアルの作成、見

直しを行っていくことが必要である。 

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 

８０ ８３ ５７ ３９ ５４ 

 

  

防災研修会の開催  
自主防災活動への取組の機運醸成及び活動の活性化を図るこ

とを目的とし、市町村又は集落等が開催する防災研修等に鳥取

県自主防災活動アドバイザーを講師として派遣した（自主防災

活動促進事業概）。 

自主防災活動促進事業は２つの細事業から構成されている。 

１ 自主防災活動アドバイザー登録派遣事業 

市町村が自治会役員、自主防災組織のリーダー等を対象と

して防災研修会、情報交換会を行う場合に、県防災顧問や自

主防災組織リーダー等の講師を派遣した。 

■派遣実績 ６回（鳥取市、米子市、倉吉市、智頭町、北

栄町、琴浦町） 

２ 自主防災活動推進事業 

市町村が集落単位で座談会等を行う場合、又は集落等自ら

が研修会等を行う場合に、県が委託した日本防災士会鳥取県

支部が防災士を講師として派遣した。 

■派遣実績 １０回（鳥取市、倉吉市、岩美町、智頭町、

日南町） 

 

鳥取県西部地震展示交流センター開館 

鳥取県西部地震発生から満６年目を迎える１０月６日に、被

災体験から得た教訓を継承していくことを目的に、「鳥取県西部

地震展示交流センター」を日野町に設置し、開館記念講演会を

開催した。 

 

１ 「鳥取県西部地震展示交流センター」の事業 

■展示等 

県西部 復興写真・パネル、映像資料（「平成１２年鳥取

県西部地震の記録」など）、地震記録データ（鳥取県の活断

層の資料など）の展示等 

■研修・座談会などの企画・運営 

■視察受け入れ 

２ 開館記念講演会 

「地域防災力を高めるまちづくり 

講 師：渥美 公秀 

参加人数  ７０名 

 

国民保護訓練  
 緊急対処事態等における対処能力の向上及び関係機関相互の

連携強化を図るため、国、県、市町村等が一体となった２度の

共同訓練を実施した。 

 また、三朝町では、町と消防団とが共同実動訓練を実施し、

住民避難誘導等の動きを確認した。 

  

日時 場所 内容 参加団体数 
／参加人数 

8月9日 

県災害対

策本部室、

西部総合

事務所 

国民保護共同図上

訓練 約230名 

11月26日 

県庁、総理

大臣官邸、

西部総合

事務所、そ

の他米子

市一円 

国民保護共同実動

訓練 
71団体 
約1,400名 

10月8日 三朝町 
三朝町・三朝町消

防団国民保護実動

訓練 

10団体 
（約200名） 
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防災行政無線  
鳥取県は災害対策基本法、水防法、消防組織法、災害救助法、

気象業務法、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律等の諸法令に基づき鳥取県域における防災、応急救助、

災害復旧に関する業務を円滑に遂行することを主目的として防災

行政用無線局を設置している。 

なお、防災行政無線の他に国との連絡を行うための消防防災用

無線局、水防道路用無線局、緊急連絡用無線回線（中央防災無線）

がある。 

 

防災行政用無線局施設の概要 

○地上系 

・固定通信系・・・県庁、総合事務所を主体とした主要な地方

機関及び防災関係機関を結ぶ固定地点間

の無線通信系 

区 分 局 数 

統 制 局 １ 

支 部 局 ５ 

中 継 局 １１ 

端 末 局 ２２ 

 

・移動通信系・・・県内の主要地ほぼ全域を通信範囲とした車

載型、可搬型又は携帯型の無線局による無

線通信系 

区 分 局 数 

基 地 局 ８ 

携帯基地局 ９ 

陸上移動局 ７０ 

携 帯 局 ５５ 

  

○衛星系 

県庁、総合事務所、消防防災航空センター、市町村、消防局

及び陸上自衛隊に地球局を設置しており、これら相互及び消防

庁、全国の自治体・消防本部等を結ぶ無線通信系 

区 分 局 数 

統 制 局 １ 

支 部 局 ５ 

端 末 局 ２４ 

可 搬 局 １ 

   

 

 

ヘリコプターテレビ電送システム 

 災害が発生した場合に、ヘリコプターで撮影した映像により、

被災状況を災害対策本部等で把握し、災害対策を迅速・的確に行

うものである。 

 

平成１８年度運用実績 

実 施 日 内 容

平 成 1 8年 4月 1 7日 訓 練

平 成 1 8年 8月 2 8日 訓 練

平成 18 年 9 月 4 日 林 野 火 災 状 況 調 査

平成 18 年 9 月 8 日 訓 練

平成 18 年 10 月 3 日 ヘ リ テ レ 電 送 試 験

平成 18 年 10 月 8 日 訓 練

平成 18 年 12 月 14 日 ヘ リ テ レ 電 送 試 験

平成 18 年 12 月 21 日 夜 間 訓 練

平成 19 年 1 月 9 日 流 木 調 査

平成 19 年 2 月 22 日 油 流 出 調 査

平成 19 年 3 月 26 日 林 野 火 災 状 況 調 査

 

 

震度情報ネットワークシステム 
大規模地震発生直後の被害状況把握までの空白時間における、

防災関係機関の迅速な初動活動実施及び広域応援体制の早期確立

を図るため、各市町村に震度計を設置し、震度情報を市町村、県、

消防庁で共有するためのネットワークである。 

システムでは、県が設置した震度計に一部気象庁及び防災科研

のものを加え、合計３９箇所（合併前の全市町村）の震度情報を

収集している。これらの震度情報は、オンライン回線で気象庁に

送信され、震度発表される。 

 

震度計の台数 

※防災科研：独立行政法人防災科学技術研究所 

 

 県 
気象

庁 

防災

科研 
計 

震度情報ネットワーク

システム(県)で収集 
３４ ２ ３ ３９

気象庁震度発表対象 ３４ ６ ６ ４６
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６－１　自主防災組織の現況
（平成19.4.1現在）

区分

市町村名

鳥取市 73,888 791 81,040 51,945 70.3

米子市 60,643 120 3,589 13,521 22.3

倉吉市 20,071 97 6,464 7,040 35.1

境港市 14,584 22 437 2,841 19.5

岩美町 4,263 1 735 232 5.4

若桜町 1,564 21 328 636 40.7

智頭町 2,788 47 955 1,380 49.5

八頭町 5,770 130 2,600 5,665 98.2

三朝町 2,673 57 475 2,182 81.6

湯梨浜町 5,740 57 1,124 4,869 84.8

琴浦町 6,360 136 2,240 6,431 101.1

北栄町 5,039 62 1,260 4,980 98.8

日吉津村 931 4 27 597 64.1

大山町 5,841 111 3,488 4,356 74.6

南部町 3,854 73 5,607 2,835 73.6

伯耆町 3,767 64 925 3,715 98.6

日南町 2,333 35 480 2,333 100.0

日野町 1,556 53 3,000 1,552 99.7

江府町 1,167 35 779 975 83.5

合計 222,832 1,916 115,553 118,085 53.0

（注）組織率は、組織されている地域の世帯数を管内世帯数で除したものである。

組織されてい
る地域の世帯

数
組織率（％）管内世帯数 組織数 構成員数
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６－２　平成１８年度災害対策啓発事業の実施状況

区分

県及び市町村名

鳥取県 1 26 1 1 2

鳥取市 1

米子市 1 1 1

倉吉市 4 1

境港市 1

岩美町 5

若桜町 2 1

智頭町

八頭町

三朝町 2

湯梨浜町

琴浦町

北栄町 1

日吉津村 2 2

大山町 1

南部町 1

伯耆町 2

日南町 3 1

日野町 2 1

江府町 4

冊子
映画資料
（ビデオ
等）

その他広報誌 講演会 新聞
ラジオ
テレビ
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６－３　平成１８年度市町村別防災訓練実施状況

区分

市町村名
風水害 地震 大火災 林野火災 その他 実動訓練 図上訓練

通信訓練
その他

鳥取市 1 1

米子市 0

倉吉市 20 2 18

境港市 0

岩美町 1 1

若桜町 1 1

智頭町 5 1 1 2 1

八頭町 1 1

三朝町 3 1 2

湯梨浜町 0

琴浦町 9 2 2 1 4

北栄町 3 1 2

日吉津村 1 1

大山町 1 1

南部町 1 1

伯耆町 2 2

日南町 3 2 1

日野町 1 1

江府町 1 1

合計 54 6 12 9 2 25 0 0 0

訓練回数
訓練の目的（回数） 訓練の形態（回数）
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６－４　災害時相互応援協定締結状況
（平成19.4.1現在）

番号  名　　　　　　　　称  相　　手　　先 締 結 年 月 日

1 災害時における放送要請に関する協定 ＮＨＫ鳥取放送局 昭和52年4月1日

2
災害時における放送の要請に関する協定書 日本海テレビ、山陰放送、山陰中

央テレビ
昭和52年4月1日

3 鳥取空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定書 鳥取県東部広域行政管理組合 昭和60年7月2日

4 災害時における放送の要請に関する協定書 エフエム山陰 昭和62年6月15日

5 中国５県災害時相互応援協定 島根県、岡山県、広島県、山口県 平成7年7月13日

6 鳥取空港医療救護活動に関する協定書 鳥取県東部医師会 平成7年11月1日

7
中国・四国地方の災害時相互応援に関する協定書 島根県、岡山県、広島県、山口

県、徳島県、香川県、 愛媛県、高
平成7年12月5日

8 災害時の相互応援に関する協定書 県内の全市町村 平成8年3月29日

9 災害時の相互応援に関する協定書 兵庫県 平成8年5月31日

10 全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定書 全国知事会、各ブロック知事会 平成8年7月18日

11 緊急・救援輸送に関する協定書 鳥取県トラック協会 平成9年1月10日

12
災害時等における報道要請に関する協定 テレビ朝日、朝日新聞、毎日新

聞、読売新聞、産経新聞、日経新
聞、中国新聞、共同通信、時事通

平成9年4月28日

13 災害時における応急仮設住宅の建設に関する協定書 プレハブ建築協会 平 成 9 年 5 月 8 日

14 災害時における交通誘導及び安全確保等の業務に関する協定 鳥取県警備業協会 平成10年5月1日

15
大規模災害時の救護に関する覚書 中国地方建設局、島根県、岡山

県、広島県、山口県
平成11年3月18日

16
防災体制及び県政情報の提供等に関する鳥取県内郵便局と鳥取県
の協力に係る協定書

鳥取県内郵便局鳥取県県本部 平成11年10月22日

17

災害時における生活関連物資の調達に関する協定書 県内大規模小売店舗事業者、弁
当調製事業者(県 内)、農業協同
組合、鳥取県生活協同組合、避難
関係用品製造販売業者(県外)、県
内パン・飲料 水製造販売業者、ブ
ルーシート・パンの県外製造販売
業者 県石油商業組合 県埋葬業

平成12年６月30日
平成13年12月４日
平成18年3月28日
平成19年3月29日

18 鳥取県と島根県の消防防災ヘリコプター運航不能期間等における相
互応援協定

島根県 平成12年10月24日

19 緊急用ＬＰガスの調達に関する協定書 鳥取県エルピーガス協会 平成13年1月24日

20 災害時における応急対策業務に関する基本協定書 鳥取県建設業協会 平成13年2月2日

21 災害映像情報の交換に関する協定書 鳥取県警察本部 平成13年3月16日

22
災害時における水道及び工業用水道の応急対策業務等に関する基
本協定書

西部地区市町村、鳥取県管工事
業協会西部支部

平成13年11月19日

23 地震被災建築物応急危険度判定士の召集に関する協定書 鳥取県建築士会 平成14年3月15日

24
ヘリテレ映像情報の提供に関する協定書 ＮＨＫ鳥取放送局、日本海テレビ、

山陰放送
平成14年5月22日

25
災害救助法又は国民保護法が発動された場合における災害救助用
米穀等の緊急引渡しに関する協定書

中国四国農政局鳥取農政事務所 平成19年2月28日

26
災害時における農業協同組合保有施設等の使用に関する協定書 鳥取いなば農協、鳥取中央農協、

東伯町農協、鳥取西部農協
平成15年8月21日

27
鳥取県航空消防支援協定 鳥取県東部広域行政管理組合、

鳥取中部ふるさと広域連合、鳥取
県西部広域行政管理組合

平成16年3月15日

28 災害対策における鳥取県・徳島県相互応援協定 徳島県 平成16年3月17日

29
災害時における水道及び工業用水道の応急対策業務等に関する基
本協定書

東部地区市町村、鳥取県管工事
業協会東部支部

平成16年3月25日

30 災害時における応急対策業務等の実施に関する基本協定 鳥取県造園建設業協会 平成16年10月1日

31 災害時における水道施設等復旧に係る応急対策への協力に関する 鳥取県管工事業協会 平成16年10月1日

32 防災の連携に関する協定書 鳥取大学 平成17年3月1日

33
災害時における被災車両の撤去等に関する協定 市町村、日本自動車連盟中国本

部鳥取支部
平成17年6月13日

34 緊急事態における隊友会の協力に関する協定 市町村、隊友会鳥取県隊友会 平成18年3月28日

35 鳥取県と日本防災士会鳥取県支部との防災の連携に関する協定書 日本防災士会鳥取県支部 平成18年3月29日

36 災害時における医薬品等の確保に関する協定 鳥取県医薬品卸業協会 平成18年8月14日

37 防災活動における鳥取県と鳥取県技術士会との相互協力に関する協 鳥取県技術士会 平成18年8月19日

38 災害時における医療機器等の確保に関する協定 山陰医科器械組合 平成18年8月24日

39 地震等大規模災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する 鳥取県産業廃棄物協会 平成18年10月27日

40 地震等大規模災害時における被災建物の解体撤去等の協力に関す 鳥取県解体工事業協同組合 平成18年10月27日

41 地震等大規模災害時における災害生活ごみの収集運搬の協力に関 鳥取県清掃事業協同組合 平成18年10月27日

42 地震等大規模災害時における災害し尿等の収集運搬の協力に関す 鳥取県環境整備事業協同組合 平成18年10月27日

43 緊急事態における警友会の協力に関する協定 鳥取県警友会連合会 平成18年11月15日
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６－５　備蓄物資（連携備蓄分）の状況
（平成１９年４月１日）
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430 180 2 600 70 4 8 50 2 200 120 40 7 23 7 60 100 10

食 食 缶 ㍑ 個 本 ロール 個 セット 枚 枚 枚 セット 個 台 本 枚 巻

目標数量 40,299 16,703 106 57,002 6,460 342 758 4,572 656 19,000 13,530 3,113 643 4,514 1,384 11,801 9,500 950

備蓄数量 82,313 36,335 308 70,021 11,137 783 3,319 11,020 418 37,541 23,702 11,123 1,058 4,590 4,768 11,969 19,336 1,870

全体
整備率

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 63.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.7%

市町村整
備率平均

99.2% 96.0% 73.7% 82.2% 92.6% 94.7% 94.7% 94.2% 64.3% 99.8% 96.6% 100.0% 91.7% 87.9% 89.0% 89.6% 96.3% 86.0% 87.6%

目標数量 13,140 5,446 35 18,586 2,107 112 247 1,490 214 6,195 4,412 1,015 210 1,472 451 3,848 3,098 310

備蓄数量 29,080 12,310 134 12,750 1,270 268 539 3,406 130 12,938 8,064 2,843 459 1,537 3,840 3,840 6,690 663

67 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 68.6% 60.3% 100.0% 100.0% 100.0% 60.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 99.8% 100.0% 100.0% 90.9%

目標数量 905 375 2 1,280 145 8 17 103 15 427 304 70 14 101 31 265 213 21

備蓄数量 1,088 600 10 1,116 350 22 40 250 12 680 600 216 42 235 50 260 600 7

5 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 87.2% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 98.1% 100.0% 33.3% 89.5%

目標数量 1,334 553 2 1,886 214 11 25 151 22 629 448 103 21 149 46 391 314 31

備蓄数量 1,792 800 2 2,400 432 28 56 394 10 1,400 840 416 49 161 49 322 700 70

7 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 45.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 82.4% 100.0% 100.0% 93.0%

目標数量 302 125 1 427 48 3 6 34 5 142 101 23 5 34 10 88 71 7

備蓄数量 448 300 2 600 140 8 24 64 4 400 720 248 14 40 14 124 200 20

2 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 93.8%

目標数量 588 244 2 832 94 5 11 67 10 277 198 45 9 66 20 172 139 14

備蓄数量 1,344 600 6 2,700 210 12 36 216 6 600 360 171 21 69 21 192 300 30

3 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.7%

目標数量 3,470 1,438 9 4,909 556 29 65 394 56 1,636 1,165 268 56 389 119 1,016 818 82

備蓄数量 6,328 3,200 0 0 1,260 72 204 1,192 36 3,600 2,032 1,087 126 414 126 1,080 1,800 180

18 整備率 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 64.3% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 84.4%

目標数量 1,188 492 3 1,681 191 10 22 135 19 560 399 92 19 133 41 348 280 28

備蓄数量 3,180 1,300 0 375 1,310 25 172 384 35 1,321 712 384 41 151 42 342 602 60

6 整備率 100.0% 100.0% 0.0% 22.3% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 98.3% 100.0% 100.0% 86.3%

目標数量 508 211 1 718 81 4 10 58 8 239 171 39 8 57 17 149 120 12

備蓄数量 896 300 0 600 130 12 100 52 11 230 360 182 8 21 10 400 160 0

3 整備率 100.0% 100.0% 0.0% 83.6% 100.0% 100.0% 100.0% 89.7% 100.0% 96.2% 100.0% 100.0% 100.0% 36.8% 58.8% 100.0% 100.0% 0.0% 82.4%

目標数量 1,100 456 3 1,556 176 9 21 125 18 519 369 85 18 123 38 322 259 26

備蓄数量 980 400 6 1,600 210 12 36 180 6 600 360 369 21 69 21 159 300 30

6 整備率 89.1% 87.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 33.3% 100.0% 97.6% 100.0% 100.0% 56.1% 55.3% 49.4% 100.0% 100.0% 83.6%

目標数量 1,331 552 4 1,883 213 11 25 151 22 628 447 103 21 149 46 390 314 31

備蓄数量 1,280 200 0 0 0 0 0 0 0 731 172 540 0 0 0 0 140 0

6 整備率 96.2% 36.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 38.5% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 44.6% 0.0% 21.9%

目標数量 9,916 4,110 26 14,025 1,590 84 187 1,124 161 4,675 3,329 766 159 1,111 341 2,904 2,338 234

備蓄数量 22,281 9,800 98 29,400 3,430 196 888 2,626 97 9,180 5,572 2,826 67 1,127 343 2,948 4,560 490

49 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 60.2% 100.0% 100.0% 100.0% 42.1% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 91.6%

目標数量 2,452 1,016 7 3,468 393 21 46 278 40 1,156 823 189 39 275 84 718 578 58

備蓄数量 5,196 2,200 24 7,200 900 48 104 576 24 2,400 1,440 492 84 276 84 720 1,200 120

12 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.6%

目標数量 810 336 2 1,146 130 7 15 92 13 382 272 63 13 91 28 237 191 19

備蓄数量 1,728 750 7 2,400 370 16 48 108 8 380 300 576 28 92 28 198 333 40

4 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 61.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 83.5% 100.0% 100.0% 93.5%

目標数量 818 339 2 1,158 131 7 15 93 13 386 275 63 13 92 28 240 193 19

備蓄数量 1,792 900 8 1,300 320 16 964 916 8 835 480 176 14 118 44 560 551 40

4 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 61.5% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.7%

目標数量 206 86 1 292 33 2 4 23 3 97 69 16 3 23 7 60 49 5

備蓄数量 448 200 2 600 70 4 12 72 2 200 126 72 7 23 7 60 100 10

1 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 66.7% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.9%

目標数量 1,279 530 3 1,809 205 11 24 145 21 603 429 99 20 143 44 374 301 30

備蓄数量 2,688 1,600 3 3,600 385 24 54 320 12 1,150 888 270 42 140 48 376 635 60

7 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 57.1% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 97.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.2%

目標数量 279 115 1 394 45 2 5 32 5 131 94 22 4 31 10 82 66 7

備蓄数量 448 200 4 1,600 140 8 16 100 4 400 240 80 14 48 20 120 200 20

1 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 80.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 96.5%

目標数量 421 175 1 696 68 4 8 48 7 199 141 33 7 47 14 123 99 10

備蓄数量 896 475 0 1,180 140 8 18 104 11 296 296 104 14 46 14 200 215 20

2 整備率 100.0% 100.0% 0.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 97.9% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 94.5%

目標数量 252 104 1 356 40 2 5 29 4 119 84 19 4 28 9 74 59 6

備蓄数量 420 200 2 600 70 4 8 60 2 200 140 44 7 23 7 68 50 10

1 整備率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 50.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 82.1% 77.8% 91.9% 84.7% 100.0% 89.6%

共通品目

ユニット当たり数量

全体

目標ユ
ニット数

204

鳥取市

目標ユ
ニット数

岩美町

目標ユ
ニット数

八頭町

目標ユ
ニット数

若桜町

目標ユ
ニット数

智頭町

目標ユ
ニット数

倉吉市

目標ユ
ニット数

湯梨浜町

目標ユ
ニット数

三朝町

目標ユ
ニット数

北栄町

目標ユ
ニット数

琴浦町

目標ユ
ニット数

米子市

目標ユ
ニット数

境港市

目標ユ
ニット数

南部町

目標ユ
ニット数

伯耆町

目標ユ
ニット数

日吉津村

目標ユ
ニット数

大山町

目標ユ
ニット数

江府町

目標ユ
ニット数

日野町

目標ユ
ニット数

日南町

目標ユ
ニット数
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６－６　市町村地域防災計画の修正状況

（平成19.4.1現在）

 市町村名 策定年度 最新修正  市町村名 策定年度 最新修正

 鳥 取 市 S39 H18 北栄町 策定中 －

 米 子 市 H18 H18 琴浦町 策定中 －

 倉 吉 市 S42 H18  日吉津村 策定中 －

 境 港 市 S45 H14  大 山 町 策定中 －

 岩 美 町 S44 H10 南部町 策定中 －

 若 桜 町 S45 H8 伯耆町 H18 H18

 智 頭 町 策定中 －  日 南 町 策定中 －

八 頭 町 策定中 －  日 野 町 S45 H10

 三 朝 町 S43 H8  江 府 町 S45 H16

 湯梨浜町 H18 H18

※新設合併は新設後、編入合併は編入先の策定年を記載
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６－７　市町村防災行政無線等の設置状況

同報無線
（平成19.4.1現在）

屋外 戸別

鳥取市
消防庁、農林水産省補助、
単独（緊急防災基盤整備事業）、過疎債

8 5 62 12,766

米子市
防衛施設庁補助、
単独（緊急防災基盤整備事業）

2 255 3,087

倉吉市 農林水産省補助、単独（防災まちづくり） 1 137 945

境港市 防衛施設庁補助 1 79 726

岩美町 単独 1 9 25 4,200

若桜町 農林水産省補助 1 1 7 1,730

智頭町 消防庁補助 1 1 33 3,055

八頭町
消防庁、農林水産庁補助、
単独（防災まちづくり）

3 2 49 5,887

三朝町 農林水産省補助 1 1 16 2,839

湯梨浜町 消防庁、農林水産省補助 1 3 45 5,591

琴浦町
消防庁、農林水産省補助、
単独（緊急防災基盤整備事業）

2 30

北栄町 農林水産省補助 2 1 10

日吉津村 消防庁補助 4 940

大山町 単独（防災まちづくり） 3 39 5,989

南部町 農林水産省補助、単独（防災まちづくり） 3 12 3,698

伯耆町 消防庁、農林水産省補助 2 28 2,294

日南町 農林水産省補助 1 1 14 2,500

日野町 過疎債 1 1 1 1,540

江府町 消防庁補助 1 34 1,311

合計 35 25 880 59,098

整備方法

局数

親局 中継局
同報子局
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（移動無線）
（平成19.4.1現在）

車載型 可搬型 携帯型 役場等 公共施設 職員宅 その他 計

鳥取市 単独 9 3 124 12 130 170 2 94 266

米子市
防衛施設庁補助
単独（緊急防災基
盤整備事業）

2 36 33 68 1 69

倉吉市 消防庁補助 1 6 30 36 36 13,795

境港市 防衛施設庁補助 1 3 11 14 1 15

岩美町 単独 1 6 0 1 9 10

若桜町 単独 1 1 6 2 11 17 1 1 19

智頭町 消防庁補助 1 1 14 38 31 21 52

八頭町
消防庁、
農林水産省補助

3 2 25 12 15 56 6 9 71 2,849

三朝町 消防庁補助 1 24 25 25 24 49

湯梨浜町 合併支援交付金 2 16 5 38 38 38

琴浦町 合併支援交付金 2 10 18 1 27 28

北栄町 単独 2 5 10 7 10 17

日吉津村 消防庁補助 1 6 5 11 11 598

大山町
消防庁補助
単独

3 23 37 39 1 20 60 3,112

南部町 単独 2 14 23 6 29

伯耆町
消防庁補助
単独

1 8 27 20 11 31

日南町 消防庁補助 2 16 16

日野町 単独 2 15 10 15 10 25

江府町 単独 1 4 2 20 25 1 26

合計 38 7 345 33 458 597 8 3 260 868 20,354

整備方法 基地局数 中継局数

移動局数

有線放送
加入件数

形態別 常置場所別
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６－８ 鳥取県防災行政無線等の施設

（１）鳥取県防災行政用無線施設（平成１９．４．１現在）

ア 地上系無線局（固定系及び移動系）

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

統 制 局 鳥取県庁 １ 固定局 １

支 部 局 総合事務所 ５ 固定局 ５

固定局 １１

中 継 局 無人中継局 １１ 基地局 ８

携帯基地局 ８

県出先機関 ７ 固定局 ７
端 末 局 防災関係機関 １５ 固定局 １５

車載局 ６６ 陸上移動局 ６６

移 動 局 携帯局 ５５ 携帯局 ５５

可搬局 １ 陸上移動局 ４

（固定通信系）

県施設 １４６ 固定局 ３９

防災関係機関 １５ （移動通信系）

合 計 基地局 ８

携帯基地局 ９

陸上移動局 ７０

携帯局 ５５

イ 衛星系無線局

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

統 制 局 鳥取県庁 １ 地球局 １

支 部 局 総合事務所 ５ ＶＳＡＴ地球局 ５

県出先機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １

端 末 局 市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 １９

消防機関 ３ ＶＳＡＴ地球局 ３

防災関係機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １

可 搬 局 可搬局 １ 地球局 １

（固定通信系）

県施設 ８ 地球局 １

合 計 市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 ２９

消防機関 ３ （移動通信系）

防災関係機関 １ 地球局 １
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（２）その他の防災用無線施設（平成１９．４．１現在）

ア 無線局数

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

消防防災用（無線局） 鳥取県庁 １ 固定局 １

水防道路用（無線局） 鳥取県庁 １ 固定局 １

（注）中央防災無線は、水防道路用無線局の回線を利用している。

イ 消防防災用無線

鳥 防災監

取 防災危機管理課

総務省消防庁 県 （課長、危機管理担当、

各都道府県 情報システム管理室）

消防課

（課長、消防担当）

ウ 水防道路用無線

県土整備部長

鳥 県土整備部次長

国土交通省無線 国土交通省 企画防災課

ネットワーク 鳥取河川国道事務所 取 道路企画課

道路建設課

県 河川課

治山砂防課

空港港湾課

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で国土交通省無線ネットワークに編入している。

エ 中央防災無線（緊急連絡用無線回線）

鳥 知事

中央防災無線 取 防災監

ネットワーク 水防道路用無線回線 県 防災危機管理課

を利用 福祉保健課

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で中央防災無線ネットワークに編入している。
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城 山

三 朝

中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所
古 峠 山

日 野 総 合
事 務 所

賀 祥 ダ ム

西 部 総 合
事 務 所

孝 霊 山 第二鉢伏山

中 部 総 合
事 務 所

鉢 伏 山

向山熊ケ山
東上 大平山

７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ６.５ＧＨｚ ６.５ＧＨｚ ６.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ

霊 石 山
中 継 所

事 務 所
東 部 総 合

空 山
中 継 所

７.５ＧＨｚ

八 頭 総 合
事 務 所

７.５ＧＨｚ １２ＧＨｚ

郡家

鳥 取 県 庁

７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ

八坂山

佐 治 川 ダ ム

若 桜 鉄 道

可 搬 端 末 局

可 搬 端 末 局

中電鳥取支店

市 立 病 院

鳥 取 空 港

鳥 取 港 湾

鳥 取 気 象 台

日本海テレビ

Ｎ Ｈ Ｋ 鳥 取

日ノ丸自動車

日 本 交 通

日 赤 病 院

鳥取テレトピア

有線

可 搬 端 末 局

有線

中 継 所 中 継 所

若 桜

厚 生 病 院

金 峯 山
中 継 所

境海上保安部

山 陰 放 送

ＪＲ米子支社

博 愛 病 院

可 搬 端 末 局

米子(美保)空港

境 港 水 産

東 郷  ダ ム
管　 理　 所

大 学 病 院

有線

山陰中央テレビ

Ｆ Ｍ 山 陰

可 搬 端 末 局

日 野 病 院

有線

天神川下水道西部福祉保健

市町村（１９）

航 空 セ ン タ ー

消 防 局 （ ３ ）

陸上自衛隊米子

マイクロ多重回線

反射板

背面中継空中線

60MHz帯ＭＣＡ回線

60MHz帯単一回線

150MHz帯単一回線

管理事務所

朝 鍋 ダ ム

通信衛星（スーパーバードＢ２）

有線回線

テレメーター中継局

ヘリＴＶ端末設備（有線）

ヘリＴＶ受信基地局

ヘリＴＶ端末設備

全県移動系基地局

衛星地球局(支部局)

衛星地球局(端末局)

衛星地球局(県庁統制局)

衛星可搬局

鳥 取 県 防 災 行 政 無 線 通 信 系 統 図６－９

（Ｈ１９．４．１現在）
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（平成19.4.1.現在）
【移動制御器】                                                                             

種　別 通話可能範囲 備　　考
移動制御器防災危機管理課情報システム管理室 鳥取県全域

〃 防災危機管理課 　　　〃
〃 　　　〃
〃 　　　〃
〃 　　　〃
〃 東部総合事務所県土整備局 鳥取市、岩美郡
〃 八頭総合事務所県土整備局 鳥取市、八頭郡
〃 中部総合事務所県土整備局 倉吉市、東伯郡
〃 西部総合事務所県土整備局 米子市、境港市、西伯郡
〃 日野総合事務所県土整備局 西伯郡、日野郡

【陸上移動局、携帯局】                                                                     
種　別 主な移動範囲 備　　考

防災鳥取 １ 陸上移動局総務課 （知事車） 鳥取県全域
　 ２ 〃 総務課 （防災車） 　　　〃
防災鳥取 ４ 〃 河川課 　　　〃
防災鳥取 ８８、９０、１００ 〃 技術企画課 　　　〃
防災鳥取 ８９ 〃 道路企画課 　　　〃
防災鳥取 ９２ 〃 治山砂防課 　　　〃
防災鳥取 ９３ 〃 空港港湾課 　　　〃
防災鳥取 １９ 携　帯　局水産課 (漁業取締船はやぶさ) 鳥取県沿岸
防災鳥取 ３ 陸上移動局防災危機管理課（無線保全車） 鳥取県全域
　 ２０、３４ 〃 管財課 　　　〃
　 ２１ 〃 米子市
防災鳥取 １０１ 〃 防災危機管理課 鳥取市、岩美郡、日野郡 可搬端末局
　 １０２ 〃 　〃 八頭郡
　 １０３ 〃 　〃 倉吉市、東伯郡
　 １０４ 〃 　〃 米子市、境港市、西伯郡
防災鳥取 ５～１０、３５、３６、携　帯　局　〃 鳥取県全域

３９、４０、４１ 〃 　〃 　　　〃
　 ３７、３８、９９ 〃 　〃 　 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 ５２ 〃 　〃 （自衛隊鳥取地方協力本部） 自衛隊鳥取地方協力本部 　
　 ５３、５４ 〃 　〃 （陸上自衛隊米子駐屯地） 陸上自衛隊米子駐屯地 　
　 ５５、５６ 〃 　〃 （海上自衛隊舞鶴地方総監部） 鳥取県沿岸 　
　 ５７、５８ 〃 　〃 （航空自衛隊美保基地） 航空自衛隊美保基地 　
防災鳥取 １１、１６、２２、２３陸上移動局東部総合事務所県土整備局 鳥取市、岩美郡
　 ５９～６５ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４２、４３ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９４ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １２、２４、２５、 陸上移動局八頭総合事務所県土整備局 八頭郡 
　 ６６～６９ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４４、４５ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９５ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １３、２６、２７ 陸上移動局中部総合事務所県土整備局 倉吉市、東伯郡
　 ７０～７６ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４６、４７ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９６ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １７、２８、２９ 陸上移動局西部総合事務所県土整備局 米子市、境港市、西伯郡
　 ３２、３３、７７～８３ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４８、４９ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９７ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １４、１５、３０、３１陸上移動局日野総合事務所県土整備局 日野郡
　 ８４～８７、９１ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ５０、５１ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９８ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 航空隊１ 〃 消防防災航空室 鳥取県全域 　
防災鳥取 航空隊２～１３ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 ヘリ１ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 東郷ダム１、東郷ダム２陸上移動局中部総合事務所県土整備局 東郷ダム周辺
防災鳥取 朝鍋ダム１、朝鍋ダム２陸上移動局西部総合事務所県土整備局 朝鍋ダム周辺

消防学校

所　管　課　所

防災中部総合
防災西部総合
防災日野総合

呼　出　名　称

防災鳥取県庁道路企画課 道路企画課
防災東部総合
防災八頭総合

防災鳥取県庁防災危機管理課
防災鳥取県庁技術企画課 技術企画課
防災鳥取県庁河川課 河川課

６－１０　鳥取県防災行政用移動系無線局配備状況

呼　出　名　称 設　置　課　所
防災鳥取県庁
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６－１１　震度観測点一覧
（平成19.4.1現在）

市町村名
震度観測点名称
（震度発表名称）

管 理 者
県震度情報ＮＷ
システムで監視

備　　　　考

鳥取市

鳥取市吉方 気 象 庁
鳥取市吉成 防災科研 ○
鳥取市国府町町屋 県 ○
鳥取市福部町細川 県 ○
鳥取市河原町渡一木 県 ○
鳥取市用瀬町用瀬 県 ○
鳥取市佐治町加瀬木 県 ○
鳥取市気高町浜村 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野小学校 防災科研
鳥取市青谷町青谷 県 ○

米子市
米子市博労町 気 象 庁
米子市東町 防災科研 ○
米子市淀江町 県 ○

倉吉市
倉吉市岩倉長峯 気 象 庁
倉吉市葵町 防災科研 ○
倉吉市関金町大鳥居 県 ○

境港市
境港市東本町 気 象 庁
境港市上道町 県 ○

岩美町 岩美町浦富 気 象 庁 ○
若桜町 鳥取若桜町若桜 県 ○
智頭町 智頭町智頭 気 象 庁 ○

八頭町
八頭町郡家 県 ○
八頭町船岡 県 ○
八頭町北山 県 ○

三朝町 三朝町大瀬 県 ○
北条町 北栄町土下 県 ○
大栄町 北栄町由良宿 県 ○

湯梨浜町
湯梨浜町久留 県 ○
湯梨浜町泊 県 ○
湯梨浜町龍島 県 ○

琴浦町
琴浦町徳万 県 ○
琴浦町赤碕 県 ○
琴浦町赤碕中学校 防災科研

日吉津村 日吉津村日吉津 県 ○

大山町
大山町国信 県 ○
大山町御来屋 県 ○
大山町赤坂 県 ○

南部町
鳥取南部町法勝寺 県 ○
鳥取南部町天萬 県 ○

伯耆町
伯耆町吉長 県 ○
伯耆町溝口 県 ○

日南町
日南町霞 県 ○
日南町生山 防災科研

日野町 鳥取日野町根雨 県 ○
江府町 江府町江尾 県 ○

合　計

県       ３４ ３４
気 象 庁 　      ６ ２
防災科研 　　　　６ ３
全　体       ４６ ３９

 注 (1)気象庁の震度発表対象となっている観測点について記載
　　(2)防災科研：独立行政法人 防災科学技術研究所
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